
はじめに
本市では、子どもを安心して産み育てることができるまち
を目指して、平成 16 年に「次世代育成支援行動計画」の前
期計画を、また、平成 22 年には、後期計画を策定し、子育
て支援や子どもの健全育成のためのさまざまな取り組みを進
めてきました。
現在、全国的には、少子化の進行が深刻化する中で、地域とのつながりの希薄化
や核家族化といった家族構成の変化などにより、子育ての不安感や孤立感が高まっ
ています。また、ライフスタイルの多様化から、共働き家庭も増加傾向にあり、本
市においても、保育所等の待機児童解消が喫緊の最重要課題となっています。
こうした状況を受け、国では、社会全体で子ども・子育てを支援し、すべての子
どもが健やかに成長できる社会の実現を目指して、平成 24 年８月に、「子ども・
子育て関連３法」が公布され、本年４月から「子ども・子育て支援新制度」がスター
トします。
新制度においては、この制度の目的である幼児期の教育・保育や地域の子ども・
子育て支援のサービス量の確保と質の向上を図るため、各市町村は、「子ども・子
育て支援事業計画」を策定することが義務づけられ、本市においても、この制度の
実施主体として、新たに「藤沢市子ども・子育て支援事業計画」を策定しました。
この計画の策定にあたっては、従来の「次世代育成支援行動計画」及び平成 25
年に策定した「子ども・若者計画」を継承し、妊娠・出産期から若者まで切れ目の
ない総合的な次世代育成支援を行うことを目指しています。
今後につきましては、本計画の将来像である「未来を創る子ども・若者が健やか
に成長する子育てにやさしいまち」の実現に向けて、すべての保護者が子育てに喜
びや生きがいを感じ、安心して子育てができるよう、社会全体が協力して子育てし
やすい環境づくりを進めるとともに、藤沢の未来を創る子どもたちのために、「郷
土愛あふれる藤沢～松風に人の和うるわし　湘南の元気都市～」を目指し、支え合
いの社会づくりに向けて、引き続き取り組んでいきます。
最後に、本計画の策定にあたり、藤沢市子ども・子育て会議の委員の皆様をはじ
め、多くの市民の皆様や関係機関・団体の方々から、ご意見やご提言をいただきま
したことに、心から感謝申し上げます。

　2015 年（平成 27年）３月

藤沢市長　鈴木  恒夫
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  １．計画策定の背景及び趣旨

藤沢市では、平成 15年に制定された「次世代育成支援対策推進法」に基づき、
平成 16年に「次世代育成支援行動計画」の前期計画（平成 17年度～平成 21年度）
を策定するとともに、平成 22年には後期計画（平成 22年度～平成 26年度）を
策定し、子育て支援と子どもの健全育成のための諸事業に総合的、計画的に取り組
んできました。
国においては、ニートやひきこもりなど、子ども・若者を取り巻く状況や若者の
社会的・経済的自立をめぐる問題の深刻化を受け、平成 22年４月には、「子ども・
若者育成支援推進法」が施行され、この法に基づき「子ども・若者育成支援推進大
綱（子ども・若者ビジョン）」が制定されました。新しい法律とビジョンでは、児
童から概ね 30歳未満としていた対象を概ね 30歳代までとし、名称も「子ども・
若者」としました。「子ども・若者育成支援推進法」では、育成支援施策を推進す
るための枠組みづくりとして「子ども・若者計画」の策定を地方公共団体の努力義
務と定めていますが、本市では、平成 25年１月に、この法に基づき、「ふじさわ
子ども・若者計画 2014」を策定しました。この計画は、平成 26年度までの２年
間を計画期間とし、「次世代育成支援行動計画」の別冊版として策定しています。
一方、現在、全国的には、急速な少子化が進む中で、地域とのつながりの希薄化
や核家族化といった家族構成の変化など、子育て家庭を取り巻く環境の変化によっ
て、子育ての不安や孤立感が高まっています。また、共働き家庭も増加傾向にあり、
待機児童の解消が喫緊の課題となっていることから、仕事と子育ての両立を支援す
る環境の整備が求められています。
こうした状況から、国においては、国や地域を挙げて、「“社会全体”で子ども・
子育てを支援」するという新しい支え合いの仕組みを構築するため、平成 24年 8
月に「子ども・子育て関連 3法」が成立しました。これらの法律に基づき、平成
27年 4月から、「質の高い幼児期の学校教育・保育の総合的な提供」、「保育の量
的拡大及び確保」、「地域における子ども・子育て支援の充実」の３つを柱とする「子
ども・子育て支援新制度」が施行されます。
新制度では、各市町村において５年を１期とする「子ども・子育て支援事業計画」
を策定し、幼児期の教育・保育や地域子ども・子育て支援事業の量の見込みの推計
やそれに対応する提供体制、実施時期等を定めることが義務づけられています。
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本計画における各法律との関連性

○�地域における子育ての支援

○�母性並びに乳児及び幼児等の健康の確保及び増進

○�子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備

○�子育てを支援する生活環境の整備　

○�すべての子ども・若者の健やかな成長を支援する

○困難を有する子ども・若者やその家族を支援する

○子ども・若者の健やかな成長を社会全体で支えるための環境整備

子ども・子育て支援法

子ども・若者育成支援推進法

○�各年度の教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込み及び確保�
方策(提供区域、提供体制の確保内容及び実施時期)等

○�子どもに関する専門的な知識及び技術を要する支援(児童虐待防止対策の�
充実、社会的養護体制の充実、母子家庭及び父子家庭の自立支援の推進、障がい
児施策の充実等)

○�労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために必要な�
雇用環境の整備に関する施策との連携(ワーク・ライフ・バランスの推進)

また、平成 26年度までの時限立法であった「次世代育成支援対策推進法」につ
いては、社会全体でのさらなるワーク・ライフ・バランス（注）の浸透や女性が就労
の場で活躍できる取り組みの促進、企業の仕事と子育ての両立のための環境整備な
どを推進するため、平成 36年度末まで 10年間延長されました。なお、「子ども・
子育て支援事業計画」の策定義務を受けて、都道府県や市町村における「次世代育
成支援対策推進法」に基づく行動計画の策定は任意になりました。
これらを踏まえて、藤沢市では、新たな事業計画策定にあたって、妊娠・出産期
から若者まで切れ目のない総合的な次世代育成支援を行うため、「次世代育成支援
行動計画」を継承するとともに、「子ども・若者計画」も盛り込み、子ども・子育
てから若者までの一貫した支援の取り組みを目指す計画として策定します。

（注）ワーク・ライフ・バランス：�「仕事」か「仕事以外の生活」かという二者択一ではなく、「仕事」と「仕事以外の生活」
（子育てや親の介護、地域活動など）との調和が取れている状態を指す。

次世代育成支援対策推進法
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  ２．計画の位置づけ

この計画は、子ども・子育て支援法第２条の基本理念を踏まえ、同法第 61条に
基づき、「質の高い幼児期の学校教育・保育の総合的な提供」及び「保育の量的拡
大及び確保」、「地域における子ども・子育て支援の充実」を図ることを目的に、策
定するものです。
併せて、事業計画に定める施策が次世代育成支援とも密接に関連することから、

「次世代育成支援対策推進法」第８条に基づく「市町村行動計画」として位置付け
るとともに、「子ども・若者育成支援推進法」第９条に基づき平成 25年１月に策
定した「ふじさわ子ども・若者計画 2014」も盛り込み、子ども・子育てから若者
までの一体的に整理した計画とします。
さらに、この計画を踏まえ、児童福祉法に基づき平成 22年に策定した「保育所
整備計画」（ガイドライン）を改定するとともに、新たに、「放課後児童クラブ整備
計画」を策定します。
また、子ども・若者施策に関係する福祉や保健・教育など、本市の各分野の諸計
画とも整合を図り、調和の保たれた計画とします。

子ども・子育て支援
事業計画

次世代育成支援行動計画
子ども・若者計画
母子保健計画

市政運営の総合指針
2016

保健・福祉等の関連計画

地域福祉計画

障がい者計画・障がい福祉計画

健康増進計画

食育推進計画

教育振興基本計画

その他の主な関連計画分野

国・県の関連計画

生涯学習

保育所整備計画

男女共同参画

放課後児童クラブ整備計画

生活・居住環境
等
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  ３．計画の期間

平成 27年度から平成 31年度までの５年間を計画期間とし、中間年を目安とし
て、必要に応じて計画の見直しを行うものとします。

  ４．計画策定の経過

この計画の策定にあたっては、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量
の見込み並びにそれに対応する提供体制の確保の内容及び実施時期について定める
必要から、それらの利用状況や今後の利用希望等を把握するため、平成 25年 10
月から 11月にかけて、就学前児童の保護者（6,000 人）を対象に「子ども・子育
て支援に関するニーズ調査」、平成 26年２月には、就学児童の保護者（6,385 人）
を対象に「放課後児童クラブに関するニーズ調査」を実施しました。
また、これまでの「次世代育成支援行動計画」については、市民や子育てに関す
る地域活動団体、福祉・教育関係者などで構成された「藤沢市次世代育成支援施策
推進委員会」を設置し、計画の策定、総合的な点検・評価を行い、進捗管理を行っ
てきました。
子ども・子育て支援法では、「子ども・子育て支援事業計画」を策定及び変更す
る場合には、合議制の機関の意見を聴かなければならないとされ、さらに、この機
関の役割として、子ども・子育て支援施策の実施状況を調査・審議するとされたこ
とから、本市においては、平成 25年７月に、従来の「次世代育成支援施策推進委
員会」を充実させ、子育ての当事者や支援者のほか、学識経験者や労働者の代表、
保育・教育関係者等で構成される「藤沢市子ども・子育て会議」を設置し、この計
画の記載事項について審議を行いました。

平成28年度平成27年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

中間評価 計画改定

各年度において進捗管理
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さらに、新たな計画には、「ふじさわ子ども・若者計画 2014」に基づく青少年
の健全育成、若者の自立支援等の施策を盛り込むため、この計画に関する調査・審
議、推進を図る市民や市議会議員、関係行政機関、各青少年関係団体等で構成され
た「藤沢市青少年問題協議会」に諮り、審議を行いました。
また、広く市民の意見を聴取するため、平成26年 12月から平成27年１月まで
の１か月において、パブリックコメントを実施し、計画内容への反映に努めました。

  ５．次世代育成支援行動計画（後期計画）の評価を踏まえた今後の方向性

（１）次世代育成支援行動計画の評価
藤沢市次世代育成支援行動計画については、平成 17年度から平成 21年度まで
を前期計画期間、平成 22年度から平成 26年度までを後期計画期間として策定し、
次世代育成支援の各種施策の充実に取り組んできました。また、後期計画の中間年
における評価を行うため、平成 24年 9月に、就学前児童の保護者 3,000 人及び
就学児童の保護者 3,000 人を対象に「次世代育成支援に関するアンケート調査」
を実施しました。

〈アンケートの調査結果から見える現状や課題〉
①調査対象の子どもと家族の状況
　【現状】
・�世帯の状況について、祖父母との同居は就学前児童世帯、就学児童世帯とも１
割以下で、同居よりも近居の方が多い。
・�子育てに対する周囲の支えについて、祖父母等親族や友人・知人に預かっても
らえない人が、就学前児童世帯で約２割、就学児童で１割台半ばで、預かって
もらえない場合は父母が対応していることが多くなっている。
・�母親の就労状況は、就学前児童世帯の場合、就労経験者（以前は就労していたが、
現在は就労していない）が半数以上を占める。また、就学児童世帯の場合、「パー
トタイム、アルバイト等」が就学前児童世帯よりも多い。未就労者の今後の就
労意向は、策定時調査（平成 21年）と比べ増加しており、就労経験者の半数
以上が就労意向を持っている。
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　【課題】
・�核家族化等の進行により、子育てを同居の祖父母に頼ることが難しい状況が考
えられる。子どもを預かってもらえない人が１～２割いることから、親族や友
人・知人以外の支援が求められている。
・�母親で仕事を辞めた後の就労ニーズがあり、これらへの支援が求められている。

②育児休業制度の利用
　【現状】
・�育児休業制度の利用は、母親の場合、策定時調査の 15.8％と比べ、23％に増
加したが、父親の場合は利用が１％以下と低調な状況が続いている。
・�制度を利用しない理由は、「最初から取得するつもりがなかった」に次いで、「仕事
の都合上休める状況でなかった」、「職場の雰囲気が取得できる環境でなかった」
と続く。

　【課題】
・�子どもを産み育てやすい環境づくりに向けて、企業における制度整備と利用し
やすい職場風土づくりが求められている。
・�男性の育児休業制度の利用促進に向けた環境整備が求められている。
　

③妊娠・出産・育児
　【現状】
・�子どもを産み育てることについての社会的理解や支援が得られていると思う割
合は、策定時調査の 17.5％に比べ、49.2％と大幅に増加している。
・�妊娠中や出産後に母親が不安になった経験があったが７割以上で、策定時調査
の６割弱と比べ増加している。
・�子どもを虐待していると感じた経験のある人は 20.6％で、策定時調査の
17.9％から増加している。

　【課題】
・�妊娠中や出産後においては、育児相談や子育てに関する講座や子育て中の人と
の交流など、相談や親子同士で交流できる機会が求められている。
・�子育てへの不安感が増していることから、不安解消のための相談窓口の充実や
情報提供が求められている。
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④父親の育児との関わり
　【現状】
・�育児との関わりのある人は、就学前児童世帯、就学児童世帯とも７割前後で、
就学前児童世帯の方が「積極的に関わっている」が多い。関わっていない理由
の１位は、「残業などが多く、仕事を優先せざるを得ないから」で、「子育ては
母親が中心となって行うものと思っているから」との意見が就学前児童�
世帯、就学児童世帯とも３割以上を占めている。

　【課題】
・�父親の育児への関わりをさらに増すことが求められている。
・�子育てしやすい社会づくりに向けて、企業への働きかけや職場環境の改善に�
向けた意識啓発が求められている。

（２）後期計画における特定事業の目標事業量の達成状況について
後期計画においては、国の策定指針に基づき、特定 11事業について、平成 26
年度までの計画期間における整備水準を保育サービスなどの利用希望や将来の就労
希望などを踏まえた家族類型の変化（専業主婦（夫）家庭から共働き家庭への移行）
を勘案し、目標事業量を設定しています。
平成 26年度までの目標事業量と 26年度末の見込みは、次の表のとおりで、概
ね目標事業量を達成しています。
なお、特定 11事業の各年度における実施状況については、広報やホームページ
を活用して公表してきました。

＜後期計画における目標事業量と実績値及び達成見込み＞

事業名 平成
21年度

平成
22年度

平成
23年度

平成
24年度

平成
25年度

平成
26年度

目標
事業量

平成
26年度
末見込み

通常保育
事業

3歳
未満

認可保育所　
定員 1,552人 1,612人 1,817人 1,950人 2,062人 1,932人 2,094人

家庭的保育 0人 0人 1人 6人 11人 30人 16人

3歳
以上

認可保育所　
定員 2,520人 2,603人 2,847人 2,959人 3,097人 2,870人 3,188人

家庭的保育 0人 0人 0人 0人 0人 15人 0人

計
認可保育所

定員 4,072人 4,215人 4,664人 4,909人 5,159人 4,802人 5,282人

家庭的保育 0人 0人 1人 6人 11人 45人 16人
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事業名 平成
21年度

平成
22年度

平成
23年度

平成
24年度

平成
25年度

平成
26年度

目標
事業量

平成
26年度
末見込み

延長保育
事業

30分延長 5か所
630人 5か所 5か所 5か所 5か所 ― 5か所

591人

午後7時まで 29か所
3,262人 27か所 27か所 30か所 30か所 37か所

3,765人
30か所
3,378人

午後8時まで 2か所
150人 4か所 6か所 8か所 11か所 7か所

667人
14か所
1,272人

午後9時まで 1か所
30人 0か所 0か所 0か所 0か所 3か所

370人
0か所
0人

午後10時まで 0か所 1か所 1か所 0か所 0か所 ― ―

計 37か所
4,072人 37か所 39か所 43か所 46か所 47か所

4,802人
49か所
5,241人

夜間保育
事業

施設数 1か所 1か所 1か所 1か所 1か所 3か所 1か所

定員 30人 30人 30人 30人 41人 100人 41人

トワイライト
ステイ事業

施設数 0か所 0か所 0か所 2か所 3か所 1か所 4か所

定員 0人 0人 0人 9人 12人 6人 16人

休日保育
事業

施設数 1か所 2か所 3か所 3か所 3か所 3か所 2か所

定員 10人 10人 16人 30人 30人 30人 20人

病児・病後児
保育事業

施設数 1か所 1か所 3か所 3か所 3か所 3か所 3か所

定員 4人 10人 16人 17人 17人 14人 17人

放課後児童
健全育成事業

施設数 43か所 42か所 46か所 45か所 45か所 50か所 46か所

定員 2,820人 3,008人 3,008人 2,968人 3,018人 3,260人 3,068人

地域子育て
支援拠点

事業

ひろば
型

国基準 2か所 3か所 4か所 4か所 4か所 4か所 4か所

藤沢版 0か所 7か所 7か所 7か所 7か所 13か所 7か所

センター型　 2か所 2か所 3か所 3か所 3か所 4か所 3か所

一時預かり
事業

（一時保育、
特定保育を

含む）

施設数 9か所 10か所 13か所 13か所 15か所 12か所 15か所

定員 90人 100人 130人 130人 150人 120人 150人

ショート
ステイ事業 施設数 0か所 0か所 0か所 1か所 1か所 1か所 1か所

ファミリー・
サポート・
センター

事業
施設数 1か所 1か所 1か所 1か所 1か所 1か所 1か所
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（３）今後の方向性
藤沢市の０歳から 14歳までの人口は、これまでは増加し続けていましたが、平
成 26年度に初めて減少に転じ、将来人口推計においても、総人口は増加が見込ま
れるものの、14歳までの人口は徐々に減少すると推測されています。
一方では、近年の働く母親の急増により、保育所の入所希望も増加したため、平
成 21年度に「保育所整備計画」（ガイドライン）を策定し、平成 26年度までの
５年間において 730名の定員拡大を図ることを目標に、認可保育所の整備を進め、
平成 24年度末までに、計画を上回る 900名を超える定員増を行いました。
しかしながら、定員増が保育需要に追いつかず、待機児童も年々増加していたた
め、平成 25年度に「藤沢市緊急保育対策２ヵ年計画」を策定し、平成 27年度ま
でに 820人の定員拡大を図ることを目標に整備を進めています。
さらに、女性の労働力人口は増加傾向にあり、ニーズ調査の結果においても、女
性の非就業者のうち、就労意向のある割合は８割を超えています。
また、子育てをめぐる現状では、核家族化の進行など家族構成の変化によって、
子育ての不安を感じている割合は高く、ニーズ調査の結果でも約７割が不安になっ
たことがあると回答しています。
こうした現状から、子育て家庭のニーズに的確に対応するため、多様な保育サー
ビスを提供するとともに、在宅で子育てをする家庭、特別に支援が必要な家庭など、
全ての子育て家庭が安心して子育てができるよう、さらなる子育て支援の充実を図
る必要があります。
　　
以上のことから、今後の方向性として

・�新たな計画に定める「幼児期の教育・保育」及び「地域における子ども・子育て
支援」の量の見込みや確保方策に基づき、その達成に向け、計画的に実施します。
・�保育の利用を希望する保護者が幅広い選択ができるよう、新制度における多様な
保育サービスの充実を図るとともに、幼稚園については、預かり保育の長時間化
や認定こども園への移行を促します。
・�配慮を必要とする子どもとその保護者に対しては、必要としている支援を的確に
把握し、適宜を得た支援が提供できるよう関係機関が連携し、その体制を構築し
ます。
・�安心して子どもを産み育てられる社会を目指し、妊娠から出産、子育てまで切れ
目なく支援する取り組みを強化します。
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第２章　子ども・子育て、若者を取り巻く状況

  １．藤沢市の子ども・子育てに関わる概況

（１）人口・世帯数
①藤沢市の人口の推移
ここ５年間の藤沢市の総人口は増加しており、平成 22年から平成 26年にかけ
て 16,676 人の増加となっています。

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年
人口 404,448 408,544 412,698 419,886 421,124
０～14歳 56,904 57,586 58,269 58,836 58,732
15～64歳 267,275 268,745 269,259 271,312 268,830
65歳以上 80,269 82,213 85,170 89,738 93,562

0
50,000
100,000
150,000
200,000
250,000
300,000
350,000
400,000
450,000（人）

資料：住民基本台帳（各年４月１日現在）
（住民基本台帳法の一部改正に伴い、平成 24年から外国人住民含む）

②将来人口の見通し
本市の人口はこれまで増加してきており、この傾向は平成 40年頃まで堅調に推
移すると推計されていますが、０～ 14歳人口、15～ 64歳人口は減少傾向にあり、
少子化が進むものと推測されます。

平成27年 平成32年 平成37年 平成42年 平成47年 平成52年
420,184 427,130 429,714 430,789 427,824 422,659
54,829 51,147 47,156 44,676 43,771 43,251
268,058 271,202 274,357 271,418 259,730 241,548
97,298 104,781 108,201 114,695 124,323 137,859

0
50,000
100,000
150,000
200,000
250,000
300,000
350,000
400,000
450,000（人）

人口
０～14歳
15～64歳
65歳以上

資料：国勢調査を基準とした推計値

第２章  子ども・子育て、若者を取り巻く状況
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第２章　子ども・子育て、若者を取り巻く状況

③世帯数の推移
総人口の増加により世帯数も増加していますが、一方で１世帯あたりの人員は減
少しています。

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年
世帯数 172,477 172,975 175,939 177,856 179,380
１世帯当たり人員 2.37 2.38 2.36 2.34 2.33

168,000

170,000

172,000

174,000

176,000

178,000

180,000
（世帯）

2.30

2.31

2.32

2.33

2.34

2.35

2.36

2.37

2.38

2.39
（人）

資料：国勢調査を基準とした推計値

（２）出生の状況
①出生数と合計特殊出生率
本市の合計特殊出生率（ひとりの女性が生涯に産む子どもの平均数）は、やや増
加傾向にあり、神奈川県よりは高いものの、全国よりは低い値となっています。全
国の合計特殊出生率は、平成元年に過去最低の 1.57 人となり、さらに平成 17年
には 1.26 人まで落ち込んだものの、ここのところは微増傾向にあります。

平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年
藤沢市出生数 3,586 3,577 3,566 3,689 3,607
全国 1.37 1.37 1.39 1.39 1.41
神奈川県 1.23 1.23 1.25 1.25 1.27
藤沢市 1.24 1.25 1.27 1.33 1.31

3,500
3,520
3,540
3,560
3,580
3,600
3,620
3,640
3,660
3,680
3,700

1.10

1.15

1.20

1.25

1.30

1.35

1.40

1.45
（人） （人）

資料：神奈川県衛生統計年報
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第２章　子ども・子育て、若者を取り巻く状況

②就学前児童数の推移
就学前児童数は、平成 25年までは増加傾向にありましたが、平成 26年にはや
や減少に転じています。

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年
５歳 3,840 3,733 3,842 3,960 3,969
４歳 3,672 3,789 3,916 3,973 3,957
３歳 3,719 3,854 3,897 3,924 3,848
２歳 3,748 3,787 3,861 3,848 3,827
１歳 3,698 3,750 3,782 3,824 3,719
０歳 3,543 3,562 3,616 3,625 3,576
合　計 22,220 22,475 22,914 23,154 22,896

0

5,000

10,000

15,000

20,000

（人）

資料：住民基本台帳（各年４月１日現在）

③年少人口の推移
総人口に占める０～ 14歳人口の割合は、平成 17年では 14.27％でしたが、平
成 26年では 13.95％と減少傾向にあり、人口が増加する一方で、すでに少子化が
進んでいる状況がわかります。

平成
17年

平成
18年

平成
19年

平成
20年

平成
21年

平成
22年

平成
23年

平成
24年

平成
25年

平成
26年

0-14歳人口 55,771 55,772 56,122 56,494 56,683 56,904 57,586 58,269 58,836 58,732
人口比 14.27 14.21 14.18 14.16 14.11 14.07 14.11 14.12 14.01 13.95

13.7

13.8

13.9

14.0

14.1

14.2

14.3

54,000
54,500
55,000
55,500
56,000
56,500
57,000
57,500
58,000
58,500
59,000
59,500
（人） （％）

資料：藤沢市統計年報
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第２章　子ども・子育て、若者を取り巻く状況

（３）婚姻の状況
①婚姻率の推移
婚姻率は、全国、神奈川県と同様に緩やかな減少傾向にあります。
なお、婚姻率は、千人当たりにおける婚姻件数です。

平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年
全国 5.8 5.6 5.5 5.2 5.3
神奈川県 6.3 6.1 6 5.6 5.7
藤沢市 6.1 6.1 5.9 5.5 5.6

4

4.5

5

5.5

6

6.5（件）

資料：神奈川県衛生統計年報

②離婚率の推移
離婚率は、千人当たりにおける離婚件数です。

平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年
全国 2.0 2.0 2.0 1.9 1.9
神奈川県 2.0 2.0 2.0 1.9 1.9
藤沢市 2.0 1.9 2.0 1.8 1.9

1.7

1.8

1.8

1.9

1.9

2.0

2.0

2.1（件）

　資料：神奈川県衛生統計年報
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第２章　子ども・子育て、若者を取り巻く状況

③未婚率の推移
2010 年（平成 22年）の総務省「国勢調査」によると、25～ 39歳の未婚率は
男女ともに引き続き上昇しています。男性では、25～ 29歳で 71.8％、30～ 34
歳で 47.3％、35歳～ 39歳で 35.6％、女性では、25～ 29歳で 60.3％、30～
34歳で 34.5％、35～ 39歳で 23.1％となっています。

昭和
35年

昭和
40年

昭和
45年

昭和
50年

昭和
55年

昭和
60年

平成
２年

平成
７年

平成
12年

平成
17年

平成
22年

男性25-29歳 46.1 45.7 46.5 48.3 55.1 60.4 65.1 66.9 69.4 71.4 71.8
男性30-34歳 9.9 11.0 11.6 14.3 21.5 28.1 32.8 37.3 42.0 47.1 47.3
女性25-29歳 21.6 18.9 18.1 20.9 24.0 30.6 40.4 48.0 54.0 59.0 60.3
女性30-34歳 9.4 9.0 7.2 7.7 9.1 10.4 13.9 19.7 26.6 32.0 34.5

0.0
10.0
20.0
30.0
40.0
50.0
60.0
70.0
80.0（％）

資料：国勢調査

（４）就労の状況
①労働力率（注）の推移
男性の労働力率は、わずかに減少傾向にありますが、女性は増加傾向にあり、平

成 22年には５割近くに達しています。

平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年
男性 80.1 80.4 78.5 76.8 76.3
女性 43.1 45.2 45.3 45.9 48.5

30.0
35.0
40.0
45.0
50.0
55.0
60.0
65.0
70.0
75.0
80.0
85.0（％）

資料：国勢調査

（注）労働力率：15歳以上人口に占める労働力人口（就業者＋完全失業者）の割合。
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第２章　子ども・子育て、若者を取り巻く状況

②女性の労働力率
女性の労働力率を年代別に見ると、平成 17年には 30歳代の労働力率が低い典
型的なＭ字型になっていますが、平成 22年にはやや改善され、35～ 39 歳の労
働力率は６割近くに達しています。

15-19
歳

20-24
歳

25-29
歳

30-34
歳

35-39
歳

40-44
歳

45-49
歳

50-54
歳

55-59
歳

60-64
歳

65歳
以上

平成17年藤沢市 18.7 64.7 74.0 57.4 53.5 60.6 65.8 61.2 53.1 35.4 12.3
平成22年藤沢市 17.2 64.6 78.1 65.0 59.3 63.8 69.6 67.6 57.8 43.8 15.7
平成22年全国 15.4 70.4 78.7 69.4 68.0 72.5 75.8 73.2 63.9 47.5 14.9
平成22年神奈川県 18.0 67.5 79.0 65.5 61.0 65.7 70.7 68.6 59.9 45.4 15.0

0.0
10.0
20.0
30.0
40.0
50.0
60.0
70.0
80.0
90.0（％）

資料：国勢調査

（５）就学前児童の状況
①幼稚園・認可保育所の利用状況の推移
幼稚園・認可保育所の利用割合は、ほぼ同割合で推移しています。

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年
就学前児童数 22,220 22,475 22,914 23,154 22,896
幼稚園 31.7 31.6 31.0 30.6 30.4
認可保育所 19.6 20.7 20.6 21.3 21.9
その他 48.7 47.7 48.4 48.1 47.7

0.0
10.0
20.0
30.0
40.0
50.0
60.0
70.0
80.0
90.0
100.0（％）

資料　就学前児童数は住民基本台帳人口（各年 4月 1日現在）
認可保育所利用状況は保育課（各年 4月 1日現在）

幼稚園利用状況は神奈川県学校基本調査結果報告書（各年 5月 1日現在）
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第２章　子ども・子育て、若者を取り巻く状況

②認可保育所の施設数・定員数及び待機児童数の推移
認可保育所の施設数は増加しており、平成 22年から平成 26年にかけて 8施設
増えています。それに伴い定員数も増加していますが、待機児童数は各年によって
増減があり、平成 24年をピークに減少しています。

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年
施設数 39 42 42 45 47
待機児童数 287 254 379 277 258
定員数 4,192 4,664 4,719 5,009 5,082

0
5
10
15
20
25
30
35
40
45
50

0

1000

2000

3000

4000

5000

（人） （箇所）

資料：保育課（各年４月１日現在）

③幼稚園の箇所数及び在園者数の推移
幼稚園の箇所数は平成 25年に１園減少しています。在園者数は５歳児が最も多
く、次いで 4歳児、３歳児となっていますが、平成 26年には５歳児の減少が大き
く４歳児はほぼ同数となっています。

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年
合計 7,050 7,092 7,105 7,080 6,958
５歳 2,682 2,577 2,599 2,615 2,507
４歳 2,542 2,569 2,607 2,490 2,498
３歳 1,826 1,946 1,899 1,975 1,953
園数 36 36 36 35 35

0
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000
7,000
8,000（人）

資料：神奈川県学校基本調査結果報告（各年５月１日現在）
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第２章　子ども・子育て、若者を取り巻く状況

（６）放課後児童クラブの状況
①放課後児童クラブの入所人数の推移
放課後児童クラブの入所人数は増加傾向にあり、平成 22年から平成 26年にか
けて 365人増加しています。小学５年生以上は減少傾向にありますが、低学年で
は増加傾向にあります。

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年
合計 2,319 2,462 2,473 2,538 2,684
小６ 82 69 68 52 35
小５ 142 152 113 119 112
小４ 329 308 388 370 425
小３ 457 514 518 559 514
小２ 603 648 674 632 727
小１ 706 771 712 806 871

0
500
1,000
1,500
2,000
2,500
3,000（人）

資料：青少年課（各年５月１日現在）
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第２章　子ども・子育て、若者を取り巻く状況

  ２．子ども・若者に関わる概況

（１）児童・生徒数の推移
①小学校
小学校の児童数は平成 24年まで増加を続けていましたが、平成 25年はやや減
少し、平成 26年は増加に転じました。

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年
総数 24,015 24,207 24,232 24,189 24,318
小６ 3,969 4,027 4,078 4,042 4,084
小５ 3,993 4,077 4,040 4,055 4,192
小４ 4,065 4,002 4,035 4,151 4,095
小３ 3,974 4,010 4,107 4,066 3,916
小２ 3,982 4,059 4,056 3,909 3,964
小１ 4,032 4,032 3,916 3,966 4,067

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000（人）

資料：神奈川県学校基本調査結果報告（各年５月１日現在）

②中学校
中学校の生徒数は平成 21年から平成 22年にかけて微減しましたが、その後増
加傾向にあります。

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年
総数 12,760 13,005 13,126 13,169 13,203
中３ 4,137 4,245 4,388 4,369 4,373
中２ 4,236 4,386 4,370 4,369 4,447
中１ 4,387 4,374 4,368 4,431 4,383

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000（人）

資料：神奈川県学校基本調査結果報告（各年５月１日現在）
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第２章　子ども・子育て、若者を取り巻く状況

（２）不登校児童生徒の状況
①小学生不登校率の推移
小学校児童の不登校率はほぼ同割合で推移していますが、平成 24年度から平成
25年度にかけては全国、神奈川県、本市ともに増加しています。

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
全国 0.32 0.32 0.33 0.31 0.36
神奈川県 0.45 0.47 0.46 0.41 0.47
藤沢市 0.29 0.27 0.25 0.27 0.32

0.00

0.05

0.10

0.15

0.20

0.25

0.30

0.35

0.40

0.45

0.50（％）

資料：児童・生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査
（全国は国公私立、神奈川県と藤沢市は公立）

②中学生不登校率の推移
中学校生徒の不登校率は平成 24年度までは減少傾向にありましたが、平成 24
年度から平成 25年度にかけて増加に転じています。

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
全国 2.77 2.74 2.64 2.57 2.69
神奈川県 3.79 3.72 3.43 3.19 3.23
藤沢市 3.27 3.62 2.95 2.45 2.87

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

4.00（％）

資料：児童・生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査
（全国は国公私立、神奈川県と藤沢市は公立）
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第２章　子ども・子育て、若者を取り巻く状況

③高校生不登校率の推移
神奈川県の公立高等学校の不登校率は全日制ではほぼ同割合で推移していますが、
定時制では平成 24年度まで増加傾向にあり、平成 25年度は減少に転じています。

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
全日制 1.24 1.50 1.50 1.76 1.41
定時制 11.47 17.29 20.36 22.10 16.44

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00（％）

資料：児童・生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査

④高校生中途退学率の推移
神奈川県の公立高等学校の中途退学率は全日制では平成 24年度まで減少傾向に
ありましたが、平成 25年度はわずかに増加しています。定時制ではゆるやかに減
少傾向にあります。

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
全日制 1.17 1.16 1.03 0.91 0.99
定時制 16.06 13.12 12.85 11.86 11.46

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

14.00

16.00

18.00（％）

資料：児童・生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査

20

第
２
章

藤沢市子供・子育て計画パンフ.indd   20 2015/05/26   18:10



第２章　子ども・子育て、若者を取り巻く状況

（３）就職・離職の状況
①就職率の推移
中学校卒業者と高等学校卒業者の就職率はほぼ横ばいとなっており、大学卒業者
の就職率は増加傾向にあります。

平成23年3月卒業 平成24年3月卒業 平成25年3月卒業
中学校卒業者 0.4 0.4 0.4
高等学校卒業者 16.3 16.7 16.9
大学卒業者 61.6 63.9 67.3

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0（％）

資料：平成 26年版子ども・若者白書

②就職後 3 年間の離職率の推移
就職後 3年間の離職率は中学校卒業者でわずかに減少傾向にありますが、高等
学校卒業者と大学卒業者では平成 24年から 25年にかけて増加しています。

平成20年採用者 平成21年採用者 平成22年採用者
中学校卒業者 64.7 64.2 62.1
高等学校卒業者 37.6 35.7 39.2
大学卒業者 30.0 28.8 31.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0（％）

資料：平成 26年版子ども・若者白書

21

第
２
章

藤沢市子供・子育て計画パンフ.indd   21 2015/05/26   18:10



第２章　子ども・子育て、若者を取り巻く状況

（４）フリーターの状況
フリーター数は平成 20年までは減少傾向にありましたが、それ以降はほぼ横ば
いとなっています。一方、労働力人口に対する割合では平成 20年から増加傾向に
ありましたが、平成 23年から平成 24年にかけて大きく減少しています。

平成
16年

平成
17年

平成
18年

平成
19年

平成
20年

平成
21年

平成
22年

平成
23年

平成
24年

平成
25年

フリーター数（万人） 214 201 187 181 170 178 183 176 180 182
労働力人口に対する割合 9.9 9.4 8.9 8.9 8.6 9.2 9.8 10.1 6.6 6.8

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

0

50

100

150

200

250
（万人） （％）

資料：平成 26年版子ども・若者白書

（５）若年無業者の状況
若年無業者は全国では増加傾向にありますが、本市では平成 17年と平成 22年
を比較すると 416人の減少となっています。

平成12年 平成17年 平成22年
藤沢市30～34歳 428 290
藤沢市25～29歳 358 244
藤沢市20～24歳 347 222
藤沢市15～19歳 244 205
全国 1.28 2.00 2.12
藤沢市 1.29 1.00

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600
（人） （％）

資料：国勢調査、労働力調査
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第２章　子ども・子育て、若者を取り巻く状況

（６）ひきこもりの状況
平成 22年の内閣府の調査によると、広義のひきこもりは 69.6 万人、ひきこも
り親和群は 155万人と推計されています。

区　分 推計数 有効回収率に
占める割合

狭義のひきこもり 23.6 万人 0.60%

・自室からほとんど出ない
・�自室からは出るが、家からは出
ない
・�ふだんは家にいるが、近所のコ
ンビニなどには出かける

準ひきこもり 46.0 万人 1.19%
・�ふだんは家にいるが、自分の趣
味に関する用事のときだけ外出
する

合計
（広義のひきこもり） 69.6 万人 1.79%

ひきこもり親和群 155 万人 3.99%

・�家や自室に閉じこもっていて�
外に出ない人たちの気持ちがわ
かる
・�自分も、家や自室に閉じこもり
たいと思うことがある
・�嫌な出来事があると、外に出た
くなくなる
・�理由があるなら家や自室に閉じ
こもるのも仕方がないと思う
資料：内閣府ひきこもりに関する実態調査

（平成 22年 2月調査　15～ 39歳 5,000 人対象　有効回収率 65.7％）
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第２章　子ども・子育て、若者を取り巻く状況

  ３．子ども・子育て支援に関するニーズ調査からみた現状

（１）調査の実施
計画の策定にあたっては、子育て支援に関する利用状況や意見・要望等を把握す
るとともに、教育・保育施設及び地域子ども・子育て支援事業の「量の見込み」を
算出するため、「藤沢市子ども・子育て支援に関するニーズ調査」を実施しました。
調査対象・回収率は、以下のとおりです。

調査地域 藤沢市全域

調査対象 市内在住の就学前児童をもつ保護者6,000名

対象者抽出方法 住民基本台帳からの無作為抽出

調査方法 郵送による配布・回収方式

調査期間 2013年（平成25年）10月25日（金）～11月15日（金）

回収数 2,759人（うち有効回収数　2,737人）

回収率 46.0％�（うち有効回収率　45.6％）

（２）現状の分析
①対象の子どもと家族の状況

・子育て（教育を含む）を主に行っている人
子育て（身の回りの世話や教育などを含む）を主に行っている人は、「父母ともに」
が４割超、「主に母親」が５割台半ばとなっています。

42.2 56.3

0.40.5
0.1

0.5
ｎ

（2,737）

（%）

父
母
と
も
に

主
に
母
親

主
に
父
親

主
に
祖
父
母

そ
の
他

無
回
答
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第２章　子ども・子育て、若者を取り巻く状況

・母親の就労状況　
母親の就労状況は、「フルタイム（産休・育休・介護休業中を含む）」が２割台半
ば、「パート・アルバイト等」が１割台半ば、「以前は就労していたが、現在は就労
していない」が半数近くとなっています。

16.5 8.4 14.7 4.9 6.11.21.2 48.2
ｎ

（2,728）

（%）

フ
ル
タ
イ
ム
で
就
労
し
て
お

り
、
産
休
・
育
休
・
介
護
休
業

中
で
は
な
い

フ
ル
タ
イ
ム
で
就
労
し
て
い
る

が
、
産
休
・
育
休
・
介
護
休
業

中
で
あ
る

パ
ー
ト
・
ア
ル
バ
イ
ト
等
で
就

労
し
て
お
り
、
産
休
・
育
休
・

介
護
休
業
中
で
は
な
い

パ
ー
ト
・
ア
ル
バ
イ
ト
等
で
就

労
し
て
い
る
が
、産
休
・
育

休
・
介
護
休
業
中
で
あ
る

以
前
は
就
労
し
て
い
た
が
、
現

在
は
就
労
し
て
い
な
い

こ
れ
ま
で
就
労
し
た
こ
と
が
な

い 無
回
答

・母親の就労意向
就労意向については、非就業者のうち８割近くが就労意向を持っており、就労形
態については９割近くがパート・アルバイト等を希望しています。就労時期の希望
は、「１年以内」が２割、子どもが成長した後という希望の中では、「一番下の子ど
もが６歳以上になったら」が過半数となっています。

〈就労形態〉　　　　　　　　　　　　　　〈就労時期〉

11.8 87.3
ｎ

（1,107）
（%）
0.9

フ
ル
タ
イ
ム

パ
ー
ト
・

ア
ル
バ
イ
ト
等

無
回
答

57.2 19.3 21.1 2.3
ｎ

（1,447）
（%）

無
回
答

子
育
て
や
家
事
な

ど
に
専
念
し
た
い

（
就
労
の
予
定
は

な
い
）

す
ぐ
に
で
も
、

も
し
く
は
１
年

以
内
に
就
労
し

た
い

１
年
よ
り
先
、
一
番

下
の
子
ど
も
が
○
歳

に
な
っ
た
こ
ろ
に

就
労
し
た
い

〈就労希望の子どもの年齢〉

3.4 17.6 13.3 55.9

1.7

6.2

1.9

ｎ
(828)

１
歳

２
歳

３
歳

４
歳

５
歳

６
歳
以
上

無
回
答

（%）
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第２章　子ども・子育て、若者を取り巻く状況

②子どもの育ちをめぐる環境

・子育て（教育を含む）に日常的に関わっている人
子育て（身の回りの世話や教育などを含む）に日常的に関わっているのは、「父
母ともに」が最も多く６割台半ば、次いで「母親」が約３割、「幼稚園」が２割台
半ば、「祖父母」「認可保育所」と続いています。

n=（2,737）

父母ともに

母親

幼稚園

祖父母

認可保育所

認可外保育施設

父親

認定こども園

その他

無回答

64.5

29.9

25.1

22.7

19.1

4.4

0.4

0.4

2.9

1.2

0 10 20 30 40 50 60 70（%）

・子どもをみてもらえる親族・友人等の有無
子どもをみてもらえる親族・友人等の有無については、「日常的に祖父母等に子
どもをみてもらえる家庭」が２割強、「緊急時もしくは用事の際には祖父母等の親
族にみてもらえる家庭」が５割強となっています。また、「日常的に子どもをみて
もらえる友人・知人がいる家庭」は 4.4％、「緊急時もしくは用事の際にはみても
らえる友人・知人がいる家庭」は約２割となっています。

n=（2,737）
緊急時もしくは用事の際には祖父母等の

親族にみてもらえる
日常的に祖父母等の親族にみてもらえる
緊急時もしくは用事の際には子どもを

みてもらえる友人・知人がいる
いずれもいない

日常的に子どもをみてもらえる
友人・知人がいる

無回答

52.2

23.4

19.6

14.1

4.4

3.1

0 10 20 30 40 50 60（%）
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第２章　子ども・子育て、若者を取り巻く状況

・祖父母等の親族に子どもをみてもらっている状況
祖父母等の親族に子どもをみてもらっている状況は、「安心してみてもらえる」
という回答が７割台半ばを占めています。一方、「祖父母等の身体的負担が大きく
心配である」が２割台半ば、「親の立場として負担をかけていることが心苦しい」
が約２割となっています。

n=（2,068）

安心して子どもをみてもらえる
祖父母等の親族の身体的負担が

大きく心配である
自分たち親の立場として、負担を

かけていることが心苦しい
祖父母等の親族の時間的制約や精神的な

負担が大きく心配である
子どもの教育や発達にとってふさわしい環境で

あるか、少し不安がある
その他

無回答

74.9

24.5

20.5

17.4

5.9

3.8

0.1

0 20 40 60 80(%)

・子育て（教育を含む）をする上で気軽に相談できる相談先
子育てについて気軽に相談ができる人の有無については、９割台前半が「いる／
ある」と回答しており、その相談先は「祖父母等の親族」や「友人や知人」が８割
を超えており、次に「近所や地域の人」が２割台前半で続いています。

92.8 5.6 1.6
ｎ

（2,737）

（%）

い
る
／
あ
る

な
い

無
回
答

n=（2,541）

祖父母等の親族
友人や知人

近所や地域の人
幼稚園

かかりつけの医師や病院
認可保育所

子育て支援施設（子育て支援センター、
つどいの広場等）・子育てサークル

保健所・保健センター
認可外保育施設

市役所の子どもや子育ての担当窓口
認定こども園

民生委員・児童委員
その他
無回答

85.0
80.4

22.6
16.1
14.7
14.6

10.9
5.8
3.2
1.5
0.4
0.1
2.8
－

0 20 40 60 80 100（%）
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第２章　子ども・子育て、若者を取り巻く状況

③定期的な教育・保育事業の利用

・�教育・保育事業の平日の利用は、幼稚園、認可保育所、認可外の保育施設、幼稚
園の預かり保育、幼児教育施設、自治体の認証・認定保育施設の順となっています。

n=（1,585）

幼稚園

認可保育所

その他の認可外の保育施設

幼稚園の預かり保育

幼児教育施設

自治体の認証・認定保育施設

事業所内保育施設

ファミリー・サポート・センター事業

認定こども園

家庭的保育

居宅訪問型保育

その他

無回答

51.9

35.2

4.6

4.5

3.3

2.8

1.8

1.2

0.9

0.7

－

2.8

0.3

0 10 20 30 40 50 60（%）

・�今後の利用希望は、幼稚園の預かり保育が 19.3％と現状の 4.5％と比較すると特
に高くなっています。また、幼児教育施設や認定こども園、事業所内保育所など
も現状と比較すると高くなっています。

n=（2,737）

幼稚園

認可保育所

幼稚園の預かり保育

幼児教育施設

認定こども園

事業所内保育施設

小規模な保育施設

自治体の認証・認定保育施設

ファミリー・サポート・センター事業

家庭的保育

居宅訪問型保育

その他の認可外の保育施設

その他

無回答

53.4

37.4

19.3

6.7

6.4

5.4

5.1

4.2

4.1

2.3

2.2

1.9

1.3

8.4

0 10 20 30 40 50 60（%）
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第２章　子ども・子育て、若者を取り巻く状況

④地域の子育て支援事業の利用状況・認知度・利用意向
・�現在の子育て支援センター、つどいの広場の利用状況は１割台半ばであり、７割
台後半が利用していないと回答しています。今後の利用希望は３割台後半となっ
ています。
・�事業の認知度では、子育て情報ネットワーク事業は５割台前半とやや低くなって
いますが、その他の事業は７割程度と高くなっています。事業の利用意向は、ふ
じさわすくのびカード、ふじさわ子育てガイド、子育て情報ネットワーク事業、
公民館等における子育て支援事業が５割台で特に高くなっています。

〈利用状況〉
n=（2,737）

子育て支援センター、つどいの広場

その他藤沢市で実施している類似の事業

利用していない

無回答

15.5

5.8

78.6

3.4

0 20 40 60 80 100（%）

27.1 9.6 58.9 4.3
ｎ

(2,737)

利
用
し
て
い
な
い
が
、

今
後
利
用
し
た
い

す
で
に
利
用
し
て
い

る
が
、
今
後
利
用
日

数
を
増
や
し
た
い

新
た
に
利
用
し
た
り
、

利
用
日
数
を
増
や
し

た
い
と
は
思
わ
な
い

無
回
答

（%）

＜認知度＞

（８）市役所の子どもや
子育ての担当窓口

（９）保育所の園庭等の開放

（４）公民館等における
子育て支援事業

（５）ふじさわ　すくのびカード

（６）ふじさわ子育てガイド

（７）子育て情報ネットワーク事業

n=（2,737）

（１）両親学級

（２）赤ちゃん・子どもの
育児教室

（３）お母さんと子どもの
健康相談

71.2

72.9

73.1

71.1

70.1

53.7

68.2

70.1

21.7

20.5

19.6

23.1

24.3

40.8

26.6

24.5

7.1

6.6

7.3

5.7

5.6

5.4

5.1

5.3

（%）
78.4 14.9 6.7

は
い

い
い
え

無
回
答
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第２章　子ども・子育て、若者を取り巻く状況

＜利用意向＞

（８）市役所の子どもや
子育ての担当窓口

（９）保育所の園庭等の開放

（４）公民館等における
子育て支援事業

（５）ふじさわ　すくのびカード

（６）ふじさわ子育てガイド

（７）子育て情報ネットワーク事業

n=（2,737）

（１）両親学級

（２）赤ちゃん・子どもの
育児教室

（３）お母さんと子どもの
健康相談

39.6

43.7

51.1

56.7

55.0

51.8

46.4

47.6

43.3

39.1

31.9

26.7

27.5

31.9

37.8

38.0

17.1

17.2

17.0

16.6

17.5

16.3

15.8

14.4

(%)
25.2 57.0 17.8

は
い

い
い
え

無
回
答

⑤病気の際の対応
・この一年間に病気やケガで通常の事業利用ができなかったことの有無
子どもが病気やケガで平日の教育・保育事業を利用できないことがあった人は６
割台後半となっており、その時の対処方法は、「母親が休んだ」が５割台後半ともっ
とも高くなっています。

67.7 24.8 7.5
ｎ

（1,585）

（%）

あ
っ
た

な
か
っ
た

無
回
答

n=（1,073）

母親が休んだ
父親又は母親のうち就労して
いない方が子どもをみた

（同居者を含む）親族・知人に
子どもをみてもらった

父親が休んだ

病児・病後児の保育を利用した
ファミリー・サポート・センター事業による病児・

病後児の預かりを利用した
ベビーシッターを利用した

仕方なく子どもだけで留守番をさせた

その他

無回答

58.2

34.3

31.3

28.0

3.9

1.6

1.1

1.1

3.2

1.1

0 10 20 30 40 50 60 70（%）
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第２章　子ども・子育て、若者を取り巻く状況

・父母が休んで対処した場合の施設等の利用希望の有無
父親や母親が休んで対処した人の病児・病後児等保育施設の利用希望は、４割台
後半となっており、事業形態としては「小児科や医療機関に併設した施設」、「幼稚
園・保育所等に併設した施設」へのニーズが高くなっています。

48.2 51.2

0.6

ｎ
（666）

（%）

で
き
れ
ば
病
児
・
病

後
児
等
保
育
施
設
等

を
利
用
し
た
い

利
用
し
た
い
と
は
思

わ
な
い

無
回
答

〈年齢別〉

全 体 (666)

０歳 (73)

１歳 (116)

２歳 (96)

３歳 (132)

４歳 (126)

５歳以上 (121)

ｎ

61.6

53.4

55.2

42.4

40.5

43.8

37.0

45.7

44.8

56.8

59.5

55.4
0.8

0.8

0.9

1.4

48.2 51.2
0.6

で
き
れ
ば
病
児
・
病

後
児
等
保
育
施
設
等

を
利
用
し
た
い

利
用
し
た
い
と
は
思

わ
な
い

無
回
答

（%）

〈施設別〉
n=（321）

小児科や医療機関に併設した施設で
子どもを保育する事業

他の施設（幼稚園・保育所等）に併設した
施設で子どもを保育する事業

地域住民等が子育て家庭等の身近な
場所で保育する事業

その他

無回答

80.1

62.3

20.6

2.5

1.6

0 20 40 60 80 100（%）
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第２章　子ども・子育て、若者を取り巻く状況

⑥不定期の教育・保育事業や宿泊を伴う一時預かり等の利用
・�不定期の教育・保育事業の利用状況は、幼稚園の預かり保育が約１割となってい
ます。利用希望は４割台後半となっており、目的としては、買い物や習い事など
の私用やリフレッシュ目的が７割台前半と最も高くなっています。施設等の事業
形態は、幼稚園や保育所等の大規模施設が６割台後半と特に高くなっています。

n=（2,737）

幼稚園の預かり保育

一時預かり

ファミリー・サポート・センター事業

認可外保育施設

ベビーシッター

子どものショートステイ（宿泊を伴うもの）

子どものトワイライトステイ

その他

利用していない

無回答

9.6

6.0

2.3

1.6

0.5

0.1

－

0.3

80.7

0.8

0 20 40 60 80 100（%）

＜利用希望＞

　　　　　

46.7 52.3

1.1

ｎ
（2,737）

（%）

利
用
し
た
い

利
用
す
る
必
要
は

な
い

無
回
答

＜目的＞

　　

n=（1,277）
私用（買い物、子ども（兄弟姉妹を含む）
や親の習い事等）、リフレッシュ目的
冠婚葬祭、学校行事、子ども（兄弟

姉妹を含む）や親の通院等
不定期の就労

その他

無回答

72.2

63.7

27.0

5.0

2.5

0 20 40 60 80（%）

＜事業形態＞

　　　 

n=（1,277）
大規模施設で子どもを保育する事業

（幼稚園・保育所等）
小規模施設で子どもを保育する事業

（地域子育て支援拠点等）
地域住民等が子育て家庭等の近くの

場所で保育する事業
その他

無回答

68.4

53.3

32.3

2.3

1.3

0 20 40 60 80（%）
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第２章　子ども・子育て、若者を取り巻く状況

⑦小学校就学後の放課後の過ごし方
・�平日の小学校終了後の放課後の時間の過ごし方は、低学年のうちは、自宅、祖父
母宅や友人・知人宅、週に１、２回の習い事などが選択されています。放課後児
童クラブの利用意向は約３割となっています。高学年になると、習い事の日数が
増えていますが、放課後児童クラブの利用意向は約２割に減少しています。

＜低学年＞
n=（831）

習い事（音楽教室、スポーツ教室、学習塾など）

自宅

放課後児童クラブ（学童保育）

祖父母宅や友人・知人宅

放課後子ども教室

児童館

地域子供の家

ファミリー・サポート・センター

その他（公民館、公園など）

無回答

61.0

59.4

30.3

21.5

10.1

9.6

9.1

1.2

34.3

6.9

0 10 20 30 40 50 60 70（%）

＜高学年＞
n=（831）

習い事（音楽教室、スポーツ教室、学習塾など）

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

放課後児童クラブ（学童保育）

放課後子ども教室

児童館

地域子供の家

ファミリー・サポート・センター

その他（公民館、公園など）

無回答

75.9

61.6

21.8

20.7

9.0

8.4

8.3

0.5

37.9

7.8

0 20 40 60 80（%）

33

第
２
章

藤沢市子供・子育て計画パンフ.indd   33 2015/05/26   18:10



第２章　子ども・子育て、若者を取り巻く状況

⑧育児休業や短時間勤務制度など職場の両立支援制度
・母親・父親の育児休業取得の有無
育児休業の取得状況は、母親で28.3％、父親で3.6％となっており、母親の６割

は働いていなかったと回答しています。取得していない理由は、母親では子育てや
家事に専念するために退職が約４割と最も高くなっています。父親では、仕事が忙
しかった、職場に育児休業を取りにくい雰囲気があったなどが上位となっています。

父親

n=（2,737）

母親

88.8 6.6
1.0
3.6

59.3 28.3 10.9
1.4

働
い
て
い
な
か
っ
た

取
得
し
た
（
取
得
中

で
あ
る
）

取
得
し
て
い
な
い

無
回
答

（%）

＜育児休業を取得していない理由＞

子育てや家事に専念するため退職した

職場に育児休業の制度がなかった
（就業規則に定めがなかった）

職場に育児休業を取りにくい雰囲気があった

仕事に戻るのが難しそうだった

有期雇用のため育児休業の取得
要件を満たさなかった

仕事が忙しかった

配偶者が無職、祖父母等の親族にみてもらえる
など、制度を利用する必要がなかった

収入減となり、経済的に苦しくなる

（産休後に）仕事に早く復帰したかった

保育所（園）などに預けることができた

産前産後の休暇（産前６週間、産後８週間）を
取得できることを知らず、退職した

育児休業を取得できることを知らなかった

配偶者が育児休業制度を利用した

昇給・昇格などが遅れそうだった

その他

　無回答

41.1

20.4

15.4

11.0

7.7

7.0

5.4

4.3

3.7

3.3

2.7

2.0

0.7

0.3

16.4

6.4

0.3

10.7

34.5

4.9

0.4

37.6

34.2

26.2

0.2

0.9

－

1.9

18.8

7.7

7.1

5.5

0 10 20 30 40 50

母親 n=（299）
父親 n=（2,431）

（%）
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第２章　子ども・子育て、若者を取り巻く状況

・育児休業からの復帰のタイミング
育児休業からの復帰のタイミングは、年度初めの入所に合わせたタイミングが母
親で６割台前半、父親ではそれ以外が８割台前半となっています。母親の復帰時期
を希望の時期と比較すると、１歳６ヶ月までは希望よりも早く復帰している人が多
くなっています。復帰時期が希望と異なった理由は、母親では「希望する保育所に
入るため」が特に多くなっています。

〈復帰時期〉

母親(478)

父親 (77)

ｎ

6.5 83.1 10.4

63.2 35.6
1.3

年
度
初
め
の
入
所
に

合
わ
せ
た
タ
イ
ミ
ン

グ
だ
っ
た

そ
れ
以
外
だ
っ
た

無
回
答

（%）
　　　

〈実際の復帰時期と希望の復帰時期〉

母親・実際 (478)

母親・希望 (478)

父親・実際 (77)

父親・希望 (77)

ｎ

35.1

32.5

36.6

7.8

11.7

24.9 9.6 12.1 9.2

54.5

48.1

3.1

2.6

2.6
3.9

2.3

1.3

2.1

10.9 47.3 28.0 6.5
2.1 2.1 0.8

2.3

０
歳
〜
０
歳
６
ヶ
月

以
内

０
歳
６
ヶ
月
〜
１
歳

０
ヶ
月
以
内

１
歳
０
ヶ
月
〜
１
歳

６
ヶ
月
以
内

１
歳
６
ヶ
月
〜
２
歳

０
ヶ
月
以
内

２
歳
０
ヶ
月
〜
２
歳

６
ヶ
月
以
内

２
歳
６
ヶ
月
〜
３
歳

０
ヶ
月
以
内

３
歳
以
上

無
回
答

（%）
　　　

〈希望の時期に復帰しなかった理由（母親）〉
n=（277）

希望する保育所に入るため
人事異動や業務の節目の時期に合わせるため

経済的な理由で早く復帰する必要があった

配偶者や家族の希望があったため

その他

無回答

62.8

24.5

20.2

1.8

13.0

10.8

0 10 20 30 40 50 60 70（%）
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第３章　計画の基本的な考え方

  １．計画の目指す基本的な方向性

（１）計画の将来像
「子ども・子育て支援法」では、市町村の責務として、子どもの健やかな成長の
ために、適切な環境が等しく確保されるよう、子ども・保護者に必要な子ども・子
育て支援給付及び地域子ども・子育て支援事業を総合的かつ計画的に行うこととさ
れています。
また、この法律の基本理念では、子ども・子育て支援は、父母その他の保護者が
子育てについての第一義的責任を有するという基本的認識のもとに、家庭、学校、
地域、企業など、その他の社会のすべての分野において、各々の役割を果たすとと
もに、相互に協力して行われなければならないとされています。
この計画では、これまでの「次世代育成支援行動計画」の基本的な考え方を継承
するとともに、事業計画の策定にあたっては、子ども・子育て支援法の基本理念を
踏まえ、次のとおり藤沢市の目指す将来像を掲げます。

『未来を創る子ども・若者が
健やかに成長する

子育てにやさしいまち』

（２）計画推進のための基本的な視点
この計画では、一人ひとりの子ども・若者が健やかに成長することができる「まち」
の実現のために、自助・互助・共助・公助の考え方に基づき、地域全体で子どもや
子育て家庭、若者を支える社会の構築を目指し、以下の基本的な視点を掲げます。

第３章  計画の基本的な考え方
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第３章　計画の基本的な考え方

【自助・互助・共助・公助】
今後の地域福祉においては、公的な支援だけでなく、自らの自助努力と近隣の人々の助
け合いによる共助が重要であり、それぞれの役割の連携による効果が期待されています。
　　　　　◆自助　　　 ：住民一人ひとりに期待される役割
　　　　　◆互助・共助 ：地域（近隣住民）に期待される役割
　　　　　◆公助　　　 ：行政の役割

1. 子どもの幸せを第一に考え、最善の利益が実現されるまち
　すべての子どもは、社会にとって「希望」であり、未来を創る力です。
　子どもの健やかな育ちと子育てを支えることは、一人ひとりの子どもや家族の
幸せにつながることはもとより、藤沢の未来を創ることにもつながることから、子
どもの視点に立ち、良質かつ多様な子育て支援施策を提供することが必要です。
　すべての子どもの健やかな育ちと発達が保障され、「子どもの最善の利益」が実
現される社会を目指す取り組みを進めます。

2. 安心して子どもを産み健やかに育てることができるまち
　核家族化や都市化の進行等の社会環境の変化に伴い、子育て家庭を取り巻く環
境も変化し、身近な人からの協力を得ることが困難な状況になってきており、子育
てに対する負担や不安、孤立感を抱えている場合が少なくありません。
　保護者が子育てについての第一義的な責任を有するという基本的認識のもと、
地域や社会が保護者に寄り添い、子育てに対する負担感等を和らげることを通じ
て、親としての成長を支援し、子どもを産み育てることに喜びや生きがいを感じる
ことができるよう支援していくことが必要です。
　安心して子どもを産み、子どもの健やかな育ちを支援するため、行政はもとより、
社会全体が協力して子育てしやすい環境づくりを進めます。

3. 社会全体で子ども・若者を支援し、自立することができるまち
　子ども・若者は、やがて次代の親世代となっていきます。
　子ども・若者が他世代との交流やさまざまな体験を重ねることを通じて、自らの
意思で責任感をもって考え、行動することができ、他者への配慮や社会性を身につ
けることができるよう、支援することも必要です。
　地域や関係機関、関係団体が連携して、子ども・若者の健全育成を支援します。
　また、育ちの過程で困難を抱え、ニートやひきこもり、不登校といった状況にあ
る子ども・若者についても、個々に寄り添いながら、就労を視野に入れた適切な支
援など、自立に向けた支援を行う取り組みを進めます。
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第３章　計画の基本的な考え方

  ２．計画の基本目標

計画の将来像や基本的な視点を実現するため、次のとおり基本目標を定め、計画
を推進します。

※「障がい」の用語について
　当該用語の使用に関して、この計画では、法律上の用語や事業名、固有名詞などを除き、
「障がい」という表記で統一しています。

基本目標１：子育て支援の充実

基本目標２：親子の健康の確保及び増進

基本目標３：豊かな心を育む教育環境の整備

基本目標４：子育てしやすい生活環境の整備 

基本目標５：仕事と家庭との両立の推進

基本目標６：配慮を必要とする子ども・家庭への支援

基本目標７：若者の自立支援の充実
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第３章　計画の基本的な考え方

《基本目標》

《将来像》

《基本的な視点》

親子の健康の
確保及び増進

豊かな心を育む
教育環境の整備

子育てしやすい
生活環境の整備

配慮を必要とする
子ども・家庭への

支援仕事と家庭との
両立の推進

若者の自立支援
の充実

子育て支援
の充実

安心して
子どもを産み

健やかに育てる 
ことができるまち

子どもの幸せを
第一に考え、
最善の利益が

実現されるまち

社会全体で
子ども・若者を支援し、

自立することが
できるまち

未来を創る子ども・若者が健やかに成長する
子育てにやさしいまち
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第３章　計画の基本的な考え方

  ３．計画の体系

将来像 基本的な視点 基本目標 施策の柱

ニート・ひきこもり・不登校等の若者への支援の充実

若者の職業的自立支援や就労等の支援の充実

子どもの貧困対策の推進

障がい児施策の充実

ひとり親家庭等の自立支援の推進

児童虐待防止対策の推進

仕事と子育てとの両立支援の推進

安全・安心なまちづくりの推進

生活・居住環境の整備

さまざまな困りごとを抱える児童生徒への対応の充実

学校教育等の環境の整備

家庭や地域における教育力の向上

青少年の健全育成と非行防止活動の推進

次代の親の育成

学齢期・思春期における保健対策の推進

小児医療体制の充実

「食育」の推進

妊産婦・乳幼児期までの切れ目ない保健対策の推進

経済的負担の軽減

子育て支援のネットワークづくりと人材の活用

子どもの居場所の充実

乳幼児期の保育・教育の充実

子育て支援サービスの充実

未
来
を
創
る
子
ど
も
・
若
者
が
健
や
か
に
成
長
す
る
子
育
て
に
や
さ
し
い
ま
ち

子育て支援の充実

親子の健康の
確保及び増進

豊かな心を育む
教育環境の整備

子育てしやすい
生活環境の整備

仕事と家庭との
両立の推進

配慮を必要とする
子ども・家庭への
支援

若者の自立支援の
充実

1. 子どもの幸せを
第一に考え、最善
の利益が実現さ
れるまち

2. 安心して子ども
を産み健やかに
育てることがで
きるまち

3. 社会全体で子ど
も・若者を支援し、
自立することが
できるまち
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第３章　計画の基本的な考え方

●子育て支援センター及びつどいの広場事業の充実　●一時預かり事業の推進
●ファミリー・サポート・センター事業の充実　●トワイライトステイ・ショートステイ事業の推進　など
●法人立保育所における保育内容の充実　●保育所等の計画的な整備や受入児童数の拡大　
●届出保育施設への支援　●幼稚園に対する認定こども園への移行支援　など

●放課後児童健全育成事業　●放課後子ども教室推進事業　●公民館での子ども開放事業の実施　など

●子育てに関する情報提供の充実　●市民との協働による子育て支援ネットワークづくり　など

●小児医療費助成事業　●各種手当の支給　●特定不妊治療費・不育症治療費の助成　など

●安全な妊娠・出産、育児への切れ目ない支援　●乳幼児健診等の充実　●母子歯科保健の充実
●母子保健・育児に関する適切な情報提供　●「育てにくさ」を感じている親への支援　など
●子どもの発育・発達に応じた食育の推進　●乳幼児（保育所）の食育の推進
●学童期の食に関する指導　●藤沢市食育推進計画「生涯健康！ふじさわ食育プラン」の推進　など

●子どもに関わる医療体制の推進　●ふじさわ安心ダイヤル24　●予防接種の推進　など

●思春期保健事業の実施

●幼児理解（家庭科・総合的な学習の時間）　など

●青少年指導員育成事業　●青少年施設の整備・運営の充実　●街頭指導活動　●社会環境浄化活動　など

●乳幼児を持つ子育て家庭の交流　●保育者セミナー　●学校・家庭・地域連携推進事業　など

●学びを育むための指導の充実　●学校における安全対策の充実　●小・中学校整備事業　など

●学校教育相談センターにおける相談体制の充実　●いじめや暴力の防止対策の推進　など

●市営住宅の環境整備　●公園・広場等の拡大　●スポーツ・レクリエーション広場の設置　など

●交通安全運動の推進　●犯罪のない明るいまちづくりの推進　など

●男女平等意識啓発のための情報提供　●就労支援体制の充実　●雇用環境の整備　など

●児童虐待防止ネットワークの充実　●特に支援が必要な相談の充実　●養育支援訪問事業　など

●ひとり親家庭への子育て・生活・就労・経済的支援　●寡婦（夫）控除のみなし適用

●子ども発達相談の充実　●子ども発達支援ネットワークの推進　など

●ひとり親家庭への支援　●生活困窮世帯の子どもに対する学習支援の充実　など

●技能振興関係事業

●個別サポート事業　●若年者就労支援事業　●子ども・若者自立支援事業　など

主な施策の展開
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第３章　計画の基本的な考え方

●小児医療費助成事業 　　●児童手当など各種手当の支給

●子どもの発育・発達に応じた食育の推進　●学童期の食に関する指導 　　●藤沢市食育推進計画「生涯健康！ふじさわ食育プラン」の推進

●ふじさわ安心ダイヤル24 

●男女平等意識啓発のための情報提供　●就労支援体制の充実　●働きやすい環境づくりに向けた啓発 　　●雇用環境の整備

●児童虐待防止ネットワークの充実　●特に支援が必要な相談の充実 　　●養育支援訪問事業

●ひとり親家庭への子育て･生活支援（母子･父子自立支援員による相談支援 　　◦ひとり親家庭日常生活支援事業　◦母子生活支援施設への入所支援）
●ひとり親家庭への就労支援（自立支援教育訓練給付金　◦高等職業訓練促進給付金 　　◦高等学校卒業程度認定試験合格支援給付金の支給）
●ひとり親家庭への経済的支援（児童扶養手当の支給　◦ひとり親家庭等医療費助成 　　◦養育者支援金の支給）
●寡婦（夫）控除のみなし適用

●子どもの貧困対策（生活困窮世帯の子どもに対する学習支援の充実 　　◦子どものいる生活保護世帯等に対する支援の充実　◦ひとり親家庭への支援）

●子育て支援センター事業及びつどいの広場事業　●子育てふれあいコーナー事業　●一時預かり事業

基本目標 妊娠期 乳幼児期

子育て支援の充実

親子の健康の
確保及び増進

豊かな心を育む
教育環境の整備

子育てしやすい
生活環境の整備

仕事と家庭との
両立

配慮を必要とする
子ども・家庭への

支援

若者の自立支援の
充実

●ファミリー･サポート･センター事業　●トワイライトステイ事業 　　●ショートステイ事業

●保育所等の計画的な整備や受入児童数の拡大
●特別保育の実施（休日保育･病後児保育･延長保育･夜間保育）
●藤沢型認定保育施設への支援　●届出保育施設への支援
●幼稚園に対する認定こども園への移行支援
●幼稚園における預かり保育の長時間化等の推進　●幼児教育の振興

●子育てに関する情報提供の充実　●市民との協働による子育て支援ネットワークづくり　●ふじさわすくのびカード事業
●ブックスタート事業　●地域でのおはなし会の開催

●特定不妊治療費助成事業
●不育症治療費助成事業

●認可外保育施設利用者への助成　●幼稚園等就園奨励費補助事業

●安全な妊娠･出産、育児への切れ目ない支援

●母子健康手帳の交付　●妊婦健康診査
●保健指導

●こんにちは赤ちゃん事業　●保健指導

●母子保健･育児に関する適切な情報提供

●両親学級　●父子手帳の配布 ●赤ちゃん教室　●育児相談

●母子歯科保健の充実

●子どもに関わる医療体制の推進　●予防接種の推進 　　●小児慢性特定疾病児童に対する支援

●「育てにくさ」を感じている親への支援

●乳幼児を持つ子育て家庭の交流
（保育園での地域交流・園庭開放・体験保育等による親同士の学びあい）
●公民館事業の充実

●市営住宅の環境整備（ひとり親世帯･子育て期にある多子世帯への優遇） 　　●公共施設のバリアフリー化

●交通安全運動の推進 　　●犯罪のない明るいまちづくりの推進

（再掲）●ファミリー･サポート･センター事業　●トワイライトステイ事業の推進 　　●ショートステイ事業

●母子保健からの児童虐待予防及び早期対応

●子ども発達相談の充実　●子ども発達支援ネットワークの推進　 　　●特別支援教育の充実
●障がい児支援サービス 　　●特別支援教育整備事業

ライフステージごとの主な取り組み
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第３章　計画の基本的な考え方

小・中学生 青年期（〜39歳）

●放課後児童健全育成事業
●放課後子ども教室推進事業

●公民館での子ども開放事業の実施
●学校体育施設開放の充実

●就学援助費事業

●小児医療費助成事業 　　●児童手当など各種手当の支給

●子どもの発育・発達に応じた食育の推進　●学童期の食に関する指導 　　●藤沢市食育推進計画「生涯健康！ふじさわ食育プラン」の推進

●ふじさわ安心ダイヤル24 

●思春期保健事業の実施

●幼児理解（家庭科・生活科・総合的な学習の時間などでの実践的・体験的な学習）

●青少年指導員育成事業　●青少年施設の整備･運営の充実　●青少年健全育成事業
●青少年団体･育成団体への活動助成･支援事業　●街頭指導活動　●社会環境浄化活動

●学びを育むための指導の充実　●学校における安全対策の充実　●小･中学校整備事業 ●高校生のシチズンシップ教育の
普及

●学校教育相談センターにおける相談体制の充実　●いじめや暴力の防止対策の推進
●不登校児童生徒対策事業

●通学路の指定及び安全の確保

●男女平等意識啓発のための情報提供　●就労支援体制の充実　●働きやすい環境づくりに向けた啓発 　　●雇用環境の整備

●児童虐待防止ネットワークの充実　●特に支援が必要な相談の充実 　　●養育支援訪問事業

●ひとり親家庭への子育て･生活支援（母子･父子自立支援員による相談支援 　　◦ひとり親家庭日常生活支援事業　◦母子生活支援施設への入所支援）
●ひとり親家庭への就労支援（自立支援教育訓練給付金　◦高等職業訓練促進給付金 　　◦高等学校卒業程度認定試験合格支援給付金の支給）
●ひとり親家庭への経済的支援（児童扶養手当の支給　◦ひとり親家庭等医療費助成 　　◦養育者支援金の支給）
●寡婦（夫）控除のみなし適用

●子どもの貧困対策（生活困窮世帯の子どもに対する学習支援の充実 　　◦子どものいる生活保護世帯等に対する支援の充実　◦ひとり親家庭への支援）

●技能振興関係事業（学校訪問事業　◦職人版インターンシップ事業）

●個別サポート事業　●若年者就労支援事業　●子ども･若者自立支援事業

●ファミリー･サポート･センター事業　●トワイライトステイ事業 　　●ショートステイ事業

●子どもに関わる医療体制の推進　●予防接種の推進 　　●小児慢性特定疾病児童に対する支援

●市営住宅の環境整備（ひとり親世帯･子育て期にある多子世帯への優遇） 　　●公共施設のバリアフリー化

●交通安全運動の推進 　　●犯罪のない明るいまちづくりの推進

（再掲）●ファミリー･サポート･センター事業　●トワイライトステイ事業の推進 　　●ショートステイ事業

●子ども発達相談の充実　●子ども発達支援ネットワークの推進　 　　●特別支援教育の充実
●障がい児支援サービス 　　●特別支援教育整備事業
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第４章　子ども・子育て支援施策の展開

近年の少子高齢化や核家族化の進行、地域とのつながりの希薄化など、家庭や地
域を取り巻く環境の変化に伴い、身近な地域で相談、協力を得ることが困難な状況に
なってきており、子育てに対する負担や不安、孤立感が高まっている現状にあります。
今回実施した「子ども・子育て支援に関するニーズ調査」においても、妊娠中あ
るいは出産後、子育てをしていて不安になったと回答した割合は、約７割となって
おり、そのうち、約６割が１歳までの乳児期に不安になったと回答しています。
こうした現状から、地域の中で、子どもたちが安心して育まれるとともに、家庭
においても、子育てに対する不安や負担を抱え込むことなく、喜びを感じながら子
育てができるよう、支援していく必要があります。
また、女性の社会進出等により共働き世帯が増加しており、保育所の入所希望も
年々増加し、待機児童の解消が喫緊の課題となっています。さらに、延長保育や休
日保育、一時預かりなどの保育サービスを実施していますが、引き続き、多様なニー
ズに対応していく必要があります。
新制度では、地域の実情に応じた子ども・子育て支援の量的拡充と質的改善を図
るため、「質の高い幼児期の学校教育、保育の総合的な提供」、「保育の量的拡大・
確保、教育・保育の質的改善」、「地域の子ども・子育て支援の充実」の 3つを柱
として掲げています。
本市では、この制度の実施主体として、すべての子育て家庭が安心して子育てが
できるよう、地域における子ども・子育て支援サービスや保育・教育サービスを充
実させるとともに、子育て支援のネットワークづくりを進めます。

  １．子育て支援サービスの充実

すべての子育て家庭への支援の充実を図るため、「子育て支援センター」や「つ
どいの広場」において、子育てに関する相談や親子同士の交流を実施するとともに、
各地域において自主的に行われている親子の交流を促進する活動に対する支援を実
施してきました。
しかし、ニーズ調査の結果では、各事業の認知度は比較的高いものの、利用状況
は限定的であるなどの課題があり、子育て情報を積極的に発信していくとともに、

第４章  子ども・子育て支援施策の展開
基本目標１：子育て支援の充実
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第４章　子ども・子育て支援施策の展開

さまざまなツールを活用して、子育て家庭の個別のニーズにも的確に対応する情報
提供を行う必要があります。
こうした状況から、身近な場所での相談・支援ができるよう「子育て支援センター」

の増設や利用者支援を拡充するとともに、「子育てネットふじさわ」や「子育てガ
イド」による情報提供の充実を図り、子育て家庭のライフスタイルに合わせた多様
な支援や相談体制の充実など、これまでの取り組みをさらに推進していきます。
また、子どもを一時的に預かる、ファミリー・サポート・センター事業及びトワ

イライトステイやショートステイ事業、保育園での一時預かり事業などの子育て支
援事業を引き続き実施します。

【主な施策の展開】
番号 事業名 事業内容 取り組みの方向

１

子育て支援セン
ター事業の充実

[子育て企画課]

地域の子育て支援拠点として、
子育てに関する相談や情報提供、
子育てサークルの育成、支援など
のさまざまな子育て支援事業を行
う「地域子育て支援センター」の
整備・運営を行います。

○�子育て全般に関する専門的な支援を行う
拠点として、親子の交流の場の提供や子育
てに関する相談、情報提供などの基本的な
機能のほか、利用者支援の充実を図るため、
保育サービスの情報提供や母子保健相談
の実施を検討します。

　Ｈ27：３ヵ所
　Ｈ28：１ヵ所開設

2

つどいの広場事
業の充実

[子育て企画課]

子育てに対する不安感の軽減
を図るため、主に乳幼児（０～３
歳）をもつ子育て中の親子の交流
や子育てアドバイザーによる子育
て相談、地域の子育て情報の提供
などを行います。

○�子育て支援センターと連携しながら、子育
て相談や地域の実情に合わせた子育てに
関する講習会を実施します。

　Ｈ27：４ヵ所

3

子育てふれあい
コーナー事業の
推進

[子育て企画課]

地域子供の家や児童館等にお
いて、保育士や子育てボランティ
アなどによる、子育て中の親子の
交流、情報提供、育児相談を実施し
ます。

○�遊びを通して、気軽に相談ができることで、
子育てに対する不安や悩みを軽減すると
ともに、親子の交流の促進を図ります。

　Ｈ27：21ヵ所で実施

4

藤沢版つどいの
広場への支援

[子育て企画課]

地域において、つどいの広場に
準じて実施している子育て中の親
子の交流などの自主的な活動に対
して支援を行います。

○�引き続き、子育てアドバイザーの派遣など
により、その活動を支援します。

※平成 27年 4月の組織改正により、子ども青少年育成課は子育て企画課と青少年課に再編されます。
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第４章　子ども・子育て支援施策の展開

番号 事業名 事業内容 取り組みの方向

5

利用者支援の充
実

[子育て企画課・
保育課]

子育て家庭の個別ニーズを把
握し、教育・保育施設及び地域子
ども・子育て支援事業等の利用に
あたっての相談、情報提供等の支
援を行います。

○�保育サービスの情報提供として、保育コン
シェルジュによる相談のほか、地域の子育
て支援センター等での実施を検討します。
○�産前・産後における相談支援の充実に向け
た検討を進めます。

6

地域に開かれた
保育園

[保育課]

保育園において、さまざまな世
代との交流を図るため、小・中・高
校生や高齢者との交流を行います。
また、子育てに関する相談を行い
ます。

○�引き続き、子育て家庭交流事業、小・中・高
校生と園児との交流、世代間等交流事業、
体験保育、子育て相談などを行います。

7

一時預かり事業
の推進

[保育課]

週１日～３日までの就労及び
就学、冠婚葬祭、保護者の疾病、入
院などにより、緊急・一時的に保
育を必要とする児童に対する一時
預かり事業を推進します。

○�一時預かりの需要は高いことから、新設
園・改築園において一時預かりの実施を推
進し、より多くの希望者の受け入れを図り
ます。

8

ファミリー・サ
ポート・セン
ター事業の充実

[子ども家庭課]

育児の援助を受けたい「おねが
い会員」と、育児の援助ができる
「まかせて会員」からなる相互援
助の会員組織「藤沢市ファミリー・
サポート・センター」を運営します。

○�「おねがい会員」の多様なニーズに対応で
きるようにするため、広く事業のＰＲを行
い「まかせて会員」の会員数の増加に取り
組みます。また、料金等も含め誰もが利用
しやすい制度となるよう検討を進めます。

9

トワイライトス
テイ事業の推進

[子ども家庭課]

保護者が残業などの理由によ
り、一時的に家庭での養育が困難
になった場合、夕方から夜にかけ
て子どもを預かり食事や身の回り
の世話などを行います。

○�地域ごとの利用状況等を踏まえ、実施施設
の拡大や支援の充実を図ります。

10

ショートステイ
事業の推進

[子ども家庭課]

保護者が仕事や疾病などの理
由により一時的に家庭での子ども
の養育が困難になった場合、施設
において宿泊を含む預かりを行い
ます。

○�利用状況を踏まえ、利用者のニーズに応じ
た支援内容の充実を図ります。

11

ブックスタート
事業

[総合市民図書
館（子育て企画
課・子ども健康
課）]

１歳６か月児健診を受診する
子どもとその保護者を対象に、健
診終了後、ボランティアや図書館
職員が絵本を読んだり、メッセー
ジを伝えたりしながら絵本を手渡
し、絵本を介した心ふれあう時間
を持つきっかけをつくります。

○�ブックスタート事業の目的の共有化や資
質向上等の目的のため、職員とボランティ
アの交流会・研修会を行います。
○�ブックスタート前後の乳幼児とその保護
者など、幅広い年齢の子どもに向けて、読
書に関心を持つ機会の拡充を図るため、啓
発の機会を検討します。
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第４章　子ども・子育て支援施策の展開

  ２．乳幼児期の保育・教育の充実

近年、働く母親が増加し、保育所への入所希望の急増により、待機児童の解消が
喫緊の課題となっています。
新制度では、「保育の量的拡大・確保」を柱の一つに掲げ、国においては、平成
29年度末までに待機児童を解消することを目指しています。
本市においても、待機児童の解消に向け、国の「待機児童解消加速化プラン」を
活用し、認可保育所の定員拡大を進めるとともに、認可外保育施設に対する認可化
支援など計画的な整備を行い、保育サービスの量的拡充・質的向上を目指します。
さらに、保護者の多様な保育ニーズに応えられるよう、家庭的保育、小規模保育な
どの地域型保育や、一時預かり事業、延長保育事業などを実施し、より一層の提供
体制の充実を目指します。
また、幼稚園については、地域型保育の連携先として、預かり保育の長時間化や
認定こども園への移行を支援します。

【主な施策の展開】
番号 事業名 事業内容 取り組みの方向

12

法人立保育所に
おける保育内容
の充実

[保育課]

国基準を上回る本市の保育士
配置基準による保育士を配置する
ことにより、良好な保育環境の確
保と法人の経営基盤の安定を目的
として、法人立保育所に対して助
成を行います。

○�社会福祉法人立などの認可保育所に対し
て、人件費を中心とした運営費などの助成
を行い、保育内容の向上及び施設運営の安
定を図ります。

13

保育所等の計画
的な整備や受入
児童数の拡大

[子育て企画課]

保育所整備計画に基づき、認可
保育所などの保育施設の整備を着
実に進めることにより、保育受け
入れ枠の拡充を図り、待機児童の
解消を目指します。

○�待機児童解消加速化プランによる国・県の
補助制度を積極的に活用し、保育所や小規
模保育施設の新設など施設整備を積極的
に進め、定員の拡大を図ります。
○�平成31年度までに、保育所の新築・改築な
どにより、定員拡大を図ります。
○�地域型給付の対象となる０歳児から２歳
児までの低年齢児の待機児童解消を図る
ため、小規模保育施設等の新設を進めます。

14

休日保育事業の
実施

[保育課]

日曜・祝日の保護者の勤務など
による保育ニーズへの対応を図る
ため、休日保育事業を実施します。

○�現状は南部に２か所で実施しており、平成
31年度までに５か所（50人）の実施を目
指します。
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第４章　子ども・子育て支援施策の展開

番号 事業名 事業内容 取り組みの方向

15

病後児保育の
推進

[保育課]

保育園の入所児童などが病気
の「回復期」であり、集団保育の困
難な期間、児童を保育所に付設さ
れた専用スペースなどにおいて、
一時的に預かる病後児保育事業を
実施します。

○�今後は新設園に実施を要請し、開設場所を
増やすことで保護者が利用しやすい環境
づくりを目指します。
○�地域のバランスを考慮しながら増設を検
討します。

16

延長保育事業の
充実

[保育課]

保護者の就労時間に対応する
ため、通常の開所時間（基本は11
時間）を超えて早朝や夕方（場合
によっては夜間）に行う延長保育
の長時間化などの拡充を図ります。

○�今後新設される園に対して、延長保育の長
時間化の実施を要請します。

17

夜間保育事業の
推進

[保育課]

夜間、保護者の就労などにより
保育を必要とする児童を預かるた
めに夜間保育事業を実施します。

○�保護者ニーズを踏まえながら、その増設を
検討します。

18

届出保育施設へ
の支援

[子育て企画課・
保育課]

届出保育施設を利用する子ど
もの安全の確保や良好な保育を進
めるため、健康診断に要する経費
の助成を行うとともに、認可保育
所・小規模保育施設への移行を支
援します。

○�認可保育所・小規模保育施設への移行を進
めます。

19

保育サービスの
第三者評価の
実施

[保育課]

保育サービスの質の維持・向上
を図るため、公正で中立な第三者
機関が、専門的で客観的な立場�
から評価する第三者評価を実施し
ます。

○�今後も引き続き、第三者評価を実施し、保
育サービスの質の維持・向上を図ります。

20
幼児教育の振興

[保育課]

幼稚園などにおける備品及び
教材教具等購入費、健康管理費に
対する助成を行い、教育環境の向
上を進めます。

○�幼稚園・幼児教育施設に継続して助成を行
うことにより、教育環境の向上を進めます。

21

幼稚園に対する
認定こども園へ
の移行支援

[子育て企画課]

待機児童の解消及び小規模保
育施設等地域型保育事業の連携施
設の確保を図るため、幼稚園の認
定こども園への移行を支援します。

○�具体的な支援策を検討し、積極的に支援を
行うことにより設置の促進を図ります。

22

実費徴収に係る
補足給付を行う
事業

[保育課]

保育所や幼稚園等において利
用者負担額とは別に、教材費や行
事参加費等の上乗せ徴収を行う場
合、低所得者の負担軽減を図るた
め、公費による助成を行います。

○�国の基準に基づき、教材費や行事参加費等
の実費負担に対して、助成をを行います。

23

幼稚園における
預かり保育の長
時間化等の推進

[子育て企画課]

保護者が就労している児童も
幼稚園を利用できるように、預か
り保育の長時間化や夏期休業中の
保育の推進を図ります。

○�幼稚園事業者と協議のうえ、早期に具体的
な支援策を検討します。
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第４章　子ども・子育て支援施策の展開

番号 事業名 事業内容 取り組みの方向

24

藤沢型認定保育
施設への支援

[子育て企画課・
保育課]

待機児童の解消を図るため、認
可保育所を補完する施設として、
市が定めた基準を満たす届出保育
施設を「藤沢型認定保育施設」と
して認定し、運営費の助成を行い
ます。

○�今後の待機児童の状況を踏まえながら、当
面の間、新たな認定を行います。

25

保育所・幼稚園
における児童の
安全確保の充実

[保育課]

保育所・幼稚園におけるアレル
ギー対応や保護者からの投薬要望
の増加などに対応するため、看護
師の配置を目指します。

○�今後、看護師の配置を行う園に対する補助
を検討します。

  ３．子どもの居場所の充実

すべての子どもたちの放課後等における安全・安心な居場所として、地域子供の
家等の青少年施設の運営、さらには余裕教室を活用した放課後子ども教室の開設な
ど、地域の参加と協力のもと、引き続き子どもの健全育成のための環境づくりを進
めます。
放課後、保護者が就労などの理由により不在となる家庭の児童に生活の場を提供
する放課後児童クラブについては、平成２７年度から児童福祉法の改正により、小
学校６年生まで対象が拡大されるとともに、市が定めた設備及び運営の基準を定め
る条例に基づき、平成 31年度までにその基準に則った施設を整備する必要があり
ます。そのため、放課後児童クラブについては整備計画を策定し、順次整備を進め
ます。
なお、地域子供の家等が未設置の小学校区については、拡充が必要な放課後児童
クラブの整備を優先的に進めるなかで、国の「放課後子ども総合プラン」なども参
考に、整備について検討します。
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第４章　子ども・子育て支援施策の展開

【主な施策の展開】
番号 事業名 事業内容 取り組みの方向

26

放課後児童健全
育成事業

[青少年課]

放課後、保護者が就労などの理
由により不在となる家庭の児童の
健全育成、保護者の子育て支援、就
労支援を図るため、放課後児童ク
ラブの充実を図ります。

○�放課後児童クラブの量の見込み3,650人
に対し、「藤沢市放課後児童健全育成事業
の設備及び運営に関する基準を定める条
例」に基づき、平成31年度までの５年間で
新たな基準に則した放課後児童クラブの
施設整備及び運営を図ります。
○�平成31年度までに、20％を小学校内で実
施することを目指します。
○�放課後児童クラブの実施に当たっては、教
育委員会と連携を図るとともに、小学校の
余裕教室の活用について協議します。
○�すべての放課後児童クラブで、開所時間を
午後７時まで実施します。
○�放課後児童クラブ及び放課後子ども教室
の一体的、または連携による実施について
検討を進めます。
○�障がい児等の受け入れにあたっては、バリ
アフリーなど障がいに配慮した施設整備
を計画します。

27

放課後子ども
教室推進事業

[青少年課]

放課後などに小学校の余裕教
室などを活用して、子どもたちの
安全・安心な居場所（遊び場）を設
け、地域の方々の参画を得て、子ど
もたちが地域社会の中で心豊かで
健やかに育まれる環境づくりを推
進します。

○�教育委員会と連携を図り、希望する小学校
区を調査、把握し、実施に向けて計画的な
整備を推進します。
○�平成31年度までに、一体型の放課後児童
クラブ及び放課後子ども教室を、新たに３
カ所整備することを目指します。
○�放課後子ども教室の実施にあたり、余裕教
室の活用については、教育委員会と連携を
図り、事業計画を定めるとともに責任体制
を明確化します。
○�放課後子ども教室及び放課後児童クラブ
の一体的、または連携による実施について
検討を進めます。

28

公民館での
子ども開放事業
の実施

[生涯学習総務
課]

子どもたちの地域での居場所
づくりを推進するため、公民館に
おいて子どもたちが自由に利用で
きる開放事業を進めます。

○�子どもたち自身が企画・運営を行ない、横
のつながりを深める事業を実施します。
○�子どもが自由に来館して、さまざまな遊び
等を体験できる事業を実施します。
○�体育室や学習室を開放し、異年齢での交流
を深める事業を実施します。
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第４章　子ども・子育て支援施策の展開

番号 事業名 事業内容 取り組みの方向

29

学校体育施設
開放の充実

[スポーツ推進
課]

身近で利用できるスポーツ活
動の場として、学校体育施設の開
放を行います。

○�子どもたちに親しみやすいスポーツ活動
の場を確保するため、身近な学校体育施設
の開放充実を図ります。

  ４．子育て支援のネットワークづくりと人材の活用

子育て支援のニーズが多様化する中で、子育て家庭が抱える不安や負担も様々で
あり、子どもや子育て家庭の状況に応じた、きめ細かな支援策が求められています。
ライフスタイルや価値観が多様化した状況にあっては、公的な取り組みだけでな
く、市民の自主的な子育て支援活動と協働し、地域全体として重層的な子育て支援
のネットワークを広げていく必要があります。
このため、市民や関係団体との連携・協力を図り、地域全体で子育て支援を支え
ることができるよう、地域における子育て支援ネットワークの構築を目指します。
また、子育て支援に関わる人材を発掘・育成し、地域ぐるみでの人材の活用を図
ります。

【主な施策の展開】
番号 事業名 事業内容 取り組みの方向

30

子育てに関する
情報提供の充実

[子育て企画課]

安心して子育てができるよう、
各種子育て支援サービスの情報を
まとめた冊子「ふじさわ子育てガ
イド」の充実を図るとともに、イ
ンターネット等を活用したポータ
ルサイト「子育てネットふじさわ」
による情報発信の充実を図ります。

○�出生届時に配付している「ふじさわ子育
てガイド」について、子育て家庭にとって、
よりわかりやすくなるよう随時見直しを
行います。
○�「子育てネットふじさわ」について、最新
情報を発信するとともに内容の充実を図
ります。

31

市民との協働に
よる子育て支援
ネットワークづ
くり

[子育て企画課]

子育て家庭などに対する情報
提供や子育て支援グループの交流
を目的に市民との協働による「子
育て応援メッセｉｎふじさわ」を
実施します。

○�市域での「子育て応援メッセｉｎふじさ
わ」の充実を図るとともに、地域版子育て
応援メッセを支援し、その拡大を図りま
す。
○�支援者同士の情報交換や交流等を通じて、
地域の子育て支援の充実が図れるよう支
援します。
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番号 事業名 事業内容 取り組みの方向

32

ふじさわすくのび
カード事業

[子育て給付課]

安心して子育てができるよう
地域・企業・行政が一体となり、地
域ぐるみで子育てを支える環境づ
くりを目指して、「ふじさわすくの
びカード」事業を推進します。

○�ふじさわすくのびカードの利用者及び協
賛店舗の拡大に向けて事業のＰＲなどを
行います。

33

民生委員児童委
員との連携

[福祉総務課]

子育て支援に関する地域の諸
課題について、専門機関や施設と
の連携を深められるよう支援しま
す。

○�研修会を開催します。
○�他機関・行政との懇談会等を開催します。
（年間５回以上）
○�子育てサロンの設置運営（４か所）を行
います。
○�市民センター・公民館等での子育て支援
事業の取り組みを推進します。
○�子ども青少年部・神奈川県中央児童相談
所との連携を強化します。

34

主任児童委員の
活動の充実

[福祉総務課]

子育て家庭への支援技術を高
める機会を増やし、地域における
相談機能の充実を進めます。

○�研修会を開催します。（年間４回以上）
○�他機関・行政との懇談会等を開催します。
（年間２回以上）
○�子育てサロンの設置運営（４か所）を行
います。
○�市民センター・公民館等での子育て支援
事業の取り組みを推進します。
○�子育て応援メッセへ参加します。
○�主任児童委員と民生委員児童委員の連携
を強化します。
○�子ども青少年部・神奈川県中央児童相談
所との連携を強化します。

35

地域の情報化と
ネットワーク化

[福祉総務課]

民生委員児童委員、主任児童委
員と連携して、地域の児童虐待に
関する情報に迅速に対応し、虐待
防止のネットワーク化を推進しま
す。

○�民生委員児童委員及び主任児童委員は、
ともに子ども青少年部と神奈川県中央児
童相談所との情報交換を行う場の開催、
事例検討等の機会の充実に努め、ネット
ワーク化をさらに推進します。

36

地域福祉におけ
る手続・相談体制
の充実

[福祉総務課]

市民の利便性の向上に向けて、
本庁以外でも、身近な場所で手続
きや相談をすることができる体制
の充実を図ります。

○�地区福祉窓口において、子どもに関する
手続き業務や相談業務などの充実を図り
ます。

37

子育て・保育ボラ
ンティアの養成

[生涯学習総務課]

学校・地域・行政域などで、子
育て環境支援・保育ボランティア
として活動できる市民人材を養成
します。

○�生涯学習大学において、子育て企画課と
連携した講座を行い、子育てに関するボ
ランティアの裾野を広げます。
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第４章　子ども・子育て支援施策の展開

番号 事業名 事業内容 取り組みの方向

38

地域でのおはな
し会の開催

[総合市民図書館]

おはなし会ボランティアと連
携して、おはなし会を行い、子ども
が本に親しむ機会をつくります。

○�各市民図書館・各市民図書室で子どもの
発達段階に応じたおはなし会等を開催し
ます。また、図書館・図書室おはなし会ボ
ランティア交流会連絡会及び研修会を開
催し、ボランティアと職員相互の交流を
深め、情報共有に努めます。
○�子どもに関わる施設及び団体等に、資料
の団体貸出や情報提供など、おはなし会
開催のための支援を行います。

39

公民館での子育
て支援・親子の交
流事業の実施

[生涯学習総務課
（子育て企画課）]

子育て支援事業及び親同士の
交流の場づくりを進めます。

○乳幼児から未就学児とその保護者を対象
とした保育室開放事業や、子育て応援メッ
セ等を、子育て支援グループ等の協力を得
て実施します。

  ５．経済的負担の軽減

経済情勢が依然として厳しい中、子育てに係る経済的負担が増大し、子育て家庭
が抱える不安や負担の中には、経済的負担を挙げる家庭が少なくありません。
これまでも、児童手当の支給や小児医療費の助成、保育料の助成などに取り組ん

できましたが、今後も、国・県へ制度の充実を要望しながら、子育て家庭の経済的
負担の軽減に努めます。

【主な施策の展開】
番号 事業名 事業内容 取り組みの方向

40

小児医療費助成
事業

[子育て給付課]

小学校６年生までの入通院及
び中学生の入院（保護者の所得が
旧児童手当の特例給付の限度額
内）の医療費の助成を行います。

○�子育て家庭の経済的負担を軽減し、小児
に対する福祉の増進を図るため、現行制
度を継続して実施します。

41
児童手当の支給

[子育て給付課]

中学校修了前までの児童を養
育している家庭に、児童手当・特
例給付の支給を行います。

○�児童手当法に基づき、中学校修了までの
児童を養育している家庭に手当を支給す
ることにより、児童を養育している家庭
の生活の安定を図ります。
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第４章　子ども・子育て支援施策の展開

番号 事業名 事業内容 取り組みの方向

42
未熟児養育事業

[子育て給付課]

身体の発育が未熟なまま出生
した乳児に必要な入院に係る医療
費の給付を行います。

○�母子保健法に基づき、身体の発育が未熟
なまま出生した乳児が、正常児と同等の
諸機能を得るために必要な入院に係る医
療費の給付を行います。

43

育成医療給付
事業

[子育て給付課]

障がい児等の健全な育成を図
るために必要な医療費の給付を行
います。

○�障がい児（障がいに係る医療を行わない
ときは将来障がいを残すと認められる疾
患がある児童を含む）の健全な育成を図
るため、生活の能力を得るために必要な
医療費の給付を行います。

44

特別児童扶養手当
の支給(経由事務)

[子育て給付課]

精神または身体に中程度以上
の障がいのある児童を監護してい
る方への特別児童扶養手当の支給
に関する手続きの経由事務を行い
ます。

○�特別児童扶養手当等の支給に関する法律
に基づき、精神または身体に中程度以上
の障がいのある20歳未満の児童を監護
している父、母または父母に代わりその
児童を養育している方に特別児童扶養手
当を支給するための事務を行います。

45

施設型給付幼稚園
移行時の保育料軽
減

[保育課]

「施設型給付」に移行する幼稚
園の在園児童の保護者に対する負
担軽減を行います。

○�「施設型給付」に移行する幼稚園を継続
して利用する児童の保護者に対し、施設
が移行前の実費負担保育料を保育料とし
て設定した場合に、移行後の保育料との
差額を助成します。

46

認可外保育施設
利用者への助成

[保育課]

認可外保育施設利用保護者の
経済的負担の軽減を図るため、利
用料の一部を助成します。

○�現行制度の事業目的、対象者、助成額につ
いての見直しを行い、制度の再構築を行
います。

47

幼稚園等就園奨励
費補助事業

[保育課]

幼児教育の振興と保護者の経
済的な負担軽減を図るため、就園
奨励費の助成を行います。

○�保護者の所得状況に応じた就園奨励費を
助成します。

48

特定不妊治療費
助成事業等の実施

[子ども健康課]

体外受精及び顕微授精による
特定不妊治療を受けた夫婦に対し、
治療費の助成を継続して行います。
加えて不育症治療費に対する

助成を実施します。

○�特定不妊治療並びに不育症治療を受けた
夫婦に対し、その治療費への助成を実施
するとともに、助成制度を広く市民へ周
知し、経済的負担の軽減を図ります。

49

障がい者等医療費
助成事業

[保健医療総務課]

身体障がい者手帳１～３級の
方、精神障がい者保健福祉手帳１
級及び２級の方、知能指数50以
下の方を対象とし、入通院の医療
費の自己負担分（入院時標準負担
額を除く）を助成します。

○�今後も継続して事業を実施し、障がい児
の医療に関わる経済的負担を軽減し、保
健の向上と福祉の増進を図ります。
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第４章　子ども・子育て支援施策の展開

番号 事業名 事業内容 取り組みの方向

50

障がい児福祉手当
の給付

[障がい福祉課]

身体障がい者手帳１級の一部
及び２級の一部の方、知能指数20
以下の方、精神障がい者保健福祉
手帳１級またはその他常時介護が
必要であると認められる方で20
歳未満の重度障がい児で、日常生
活において常時介護を必要とする
方に支給します。

○�特別児童扶養手当等の支給に関する法律
に基づき、今後も障がい児に対して手当
を支給し、福祉の増進を図ります。

51

障がい者福祉手当
の給付

[障がい福祉課]

身体障がい者手帳１～３級の
方、精神障がい者保健福祉手帳１
級及び２級の方、IQ50以下の方
を対象とし条例に基づき手当を支
給します。

○�藤沢市障がい者福祉手当条例に基づき、
引き続き障がい児に対して手当を支給し、
福祉の増進を図ります。

52

就学援助費事業
(要保護準要保護
児童・生徒援助事
業)

[学務保健課]

市立小・中学校に在籍する児童
生徒のうち、経済的理由から就学困
難な児童生徒の保護者に対し、教
育に関わる費用の負担軽減のため、
学用品費などの援助を行います。

○�保護者に対し、教育に関わる費用の負担
軽減のため、学用品費、給食費、校外活動
費、修学旅行費、医療費及びめがね購入費
などの援助を行います。

53

特別支援教育就
学奨励費事業

[学務保健課]

市立小・中学校の特別支援学級
に在籍する児童生徒の保護者に対
し、教育に関わる費用の負担軽減
を行います。

○�保護者に対し、教育に関わる費用の負担
軽減のため、学用品費などの補助を行い
ます。
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第４章　子ども・子育て支援施策の展開

母子保健法では、「母親はすべての児童がすこやかに生まれ、かつ、育てられる基
盤であることから、尊重され、かつ、保護されなければならない。」とされており、乳
幼児についても「乳児及び幼児は、心身ともに健全に成長するために、その健康が保
持され、かつ、増進されなければならない。」とされています。家庭は子育ての基盤
となることから、家族の健康は充実した子育てにとって大切なものとなります。
本市においては、これまでも母子保健施策の推進のために母子保健計画を策定し、

妊娠・出産期からの切れ目ない支援に取り組んできました。子ども・子育て支援新制
度においても、妊娠前から妊娠、出産、産後に至るまでの各段階に応じた母子保健事
業に取り組み、妊婦に対する健康診査をはじめ、乳幼児健康診査、母子保健に関する
知識の普及、保健指導その他の母子保健関連施策等を推進していきます。なお、この
計画に包含される「母子保健計画」は、この基本目標２を中心に構成されています（Ｐ
65母子保健計画の施策体系　参照）。

  １．妊産婦・乳幼児期までの切れ目ない保健対策の推進

核家族化の進行などを背景に、妊娠や出産の悩みや不安について、両親や同世代
の友人・知人など身近に相談相手がいないなどの状況があります。さらに、産後の
母親の身体的、精神的な負担は大きく、その健康を保持していくことは、子どもの
健やかな成長にも大きく影響します。
妊娠期からの継続した切れ目のない母子保健サービスを一層充実させ、育児や子
どもの発達に関する様々な不安や問題を早期に発見し、継続した支援を行うととも
に「こんにちは赤ちゃん事業」をはじめとする訪問指導や、養育支援を必要とする
家庭への訪問など相談・支援体制を充実させ、母親の孤立防止に努めます。同時に、
地域におけるさまざまな子育て支援サービスと連携し、子どもの健やかな成長を見
守る地域づくりを進めていきます。
子どもの発育や発達に関しては、乳幼児健康診査の充実を図るとともに、子ども
の育ちに関する適切な情報提供を行い、普及・啓発に努めます。また、「育てにくさ」
を感じている保護者に対しては、必要な支援が行えるよう関係機関と連携し、適切
な対応を図ります。

基本目標２：親子の健康の確保及び増進
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第４章　子ども・子育て支援施策の展開

【主な施策の展開】
番号 事業名 事業内容 取り組みの方向

54

安全な妊娠・出
産、育児への切
れ目ない支援

[子ども健康課]

妊娠期からの継続した保健指
導を行うことにより、安全な妊娠
期が過ごせ、無事出産を迎え、安心
して子育てができるように支援し
ます。

○��安全な妊娠・出産、子どもの健やかな発育・
発達のため、母子健康手帳の活用を促し�
ます。
○�妊婦健康診査の受診率の向上と保健指導
の充実を図ります。
○�「こんにちは赤ちゃん事業｣として生後４
か月までの母子を全戸訪問し、育児不安を
早期に解決できるよう、保健指導を行い�
ます。
○�妊娠期から産後にわたり、母親の体調不良
や子どもの発育への不安など、継続した支
援が必要な場合には、専門職による家庭訪
問等を行い、保健指導による不安解消を目
指すとともに、さらなる支援方法について
も検討します。
○�母親の孤立防止のため、地域の子育てに関
する様々な機関との連携に努めます。

55

乳幼児健診等の
充実

[子ども健康課]

健やかな発育・発達のために、
乳幼児健診の充実を図り、健診に
関する満足度の向上を目指します。

○�疾病の早期発見及び適切な指導のほか、保
護者が子どもの発育・発達状況を確認でき、
安心して子育てができるよう、乳幼児健診
の充実を図ります。
○�乳幼児健診の周知や啓発を行い、受診率の
向上を目指します。
　数値目標：４か月児健診受診率
　（Ｈ25実績）� 96.6％
　（Ｈ31）� 98.0％
　９～10か月児健診受診率
　（Ｈ25実績）� 92.1％
　（Ｈ31）� 95.0％
　１歳６か月児健診受診率
　（Ｈ25実績）� 93.7％
　（Ｈ31）� 95.0％
　３歳６か月児健診受診率
　（Ｈ25実績）� 87.5％
　（Ｈ31）� 90.0％
○�年齢に応じた子どもの発育・発達について
の情報提供を行い、ニーズにあった相談の
充実を図ります。
○�健診を受けられなかった場合には、子ども
の発育・発達や育児についての相談ができ
るような支援を行います。
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第４章　子ども・子育て支援施策の展開

番号 事業名 事業内容 取り組みの方向

56

母子保健・育児
に関する適切な
情報提供

[子ども健康課]

妊娠期からの情報提供に加え、
発育・発達に応じた接し方や育児
に関する基本的な知識を提供する
ことで、子どもの健やかな成長を
促し、保護者が安心して子育てに
取り組めるよう支援します。

○�安全な妊娠・出産を迎えるため、両親学級
（マタニティクラス）等を実施し、妊娠期の
保健指導の充実を図ります。
　数値目標：マタニティクラス参加者数
　（Ｈ25実績）� 1,337人
　（Ｈ31）� 1,500人
○�父親に対しては、父性を育み、赤ちゃんへ
の愛情を深めるとともに、妊娠・出産や育
児についての正しい情報とイメージが持
てるように、父子手帳の配布を行います。
○�妊娠中から乳児期、幼児期を通して、専門
職による相談ができる場として育児相談
の充実を図ります。
○�全７か月児を対象とした赤ちゃん教室を
開催し、乳児期後期に関する知識や情報を
伝えるとともに、必要時、個別支援を行い
ます。

57

「育てにくさ」を
感じている親へ
の支援

[子ども健康課]

保護者が子どもの発育や発達
についての問題に気づき、理解を
深め、孤立することなく育児がで
きるよう支援します。

○�保護者が、子どもの発達に関して理解を深
め、必要な時期に継続した相談ができるよ
う、現行の１歳６か月児健診及び３歳６か
月児健診のほか、５歳児等においても、相
談や必要な支援が受けられるよう検討し
ます。
○�健診後の発達フォロー事業を実施し、健や
かな親子関係が築けるよう支援します。

58

慢性疾患や障が
い等により、長
期療養や在宅医
療が必要な児及
び保護者への支
援

[子ども健康課]

慢性疾患や障がいなどで、養育
支援が必要な子どもと保護者に対
して、育児や療養の支援を行うと
ともに、地域でのネットワークが
効果的に図られるよう推進します。

○�子どもや保護者が地域で安心して生活で
きるよう、家庭訪問などによる保健指導や
療養生活相談などの個別支援を行います。
○�保護者間の情報交換ができる機会を提供
します。
○�保護者が、子どもの疾患などについて理解
を深め、必要時、相談ができるよう講演会
等を開催し、情報提供に努めます。
○�地域の関係機関が連携して、養育支援が必
要な子どもと保護者を支援できるよう、在
宅療養支援ネットワークの充実を目指し
ます。
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番号 事業名 事業内容 取り組みの方向

59

母子歯科保健の
充実

[子ども健康課]

妊娠期から、家族の口腔衛生に
関心を持ち、う蝕予防についての
理解を促します。
健康な歯を育てるための口腔

ケアが受けられるように、関係機
関との連携を図ります。

○�両親学級や赤ちゃん教室等において、う蝕
予防についての情報提供、啓発を行います。
○�１歳６か月児健診、３歳６か月児健診にお
ける歯科健診のほか、２歳児歯科健診の受
診率を向上させます。
　２歳児歯科健診
　（Ｈ25実績）� 80.9％
　（Ｈ31）� 85.0％
○�口腔衛生上のリスクが高い場合には、歯科
指導、相談を行い、う蝕予防に取り組める
よう支援するとともに、地域のかかりつけ
歯科医への受診を勧奨します。
○�障がいや疾患がある場合には、発達や状態
に応じ、家庭訪問や経過検診等により対応
するとともに、関係機関との連携を図り�
ます。

  ２．「食育」の推進

市民の生涯にわたる適切な食習慣の確立を目指し、食育運動がより一層発展し推
進して行くことができるよう、「第 2次藤沢市食育推進計画～生涯健康！ふじさわ
食育プラン」を策定しました。
今後とも、保護者や子どもが主体的に望ましい食習慣を確立できるよう、この計
画に基づき、妊娠期から栄養バランスの整った適切な食生活を心がけ、乳幼児期に
おいては食生活が正しく、楽しく行えるよう、子どもの食に関する不安感を軽減し
ます。生涯を通じた健康づくりを支援するため、母子保健事業のほか、保育所等に
おける事業をとおして、「家庭における子どもの食育」を推進します。
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第４章　子ども・子育て支援施策の展開

【主な施策の展開】
番号 事業名 事業内容 取り組みの方向

60

第２次藤沢市食
育推進計画「生
涯健康！ふじさ
わ食育プラン」
の推進

[健康増進課]

第２次藤沢市食育推進計画（平
成26～31年度）に基づき、大目
標と３つの重点目標に向けて、市
民・各種団体・行政が連携し、食育
をより一層総合的かつ計画的に推
進します。

○�家庭において、健全な食習慣の確立を図り
ます。
○�学校・幼稚園・保育所等において、健全な
食生活の実現と健全な心身の成長を目指
します。
○�地域において食生活の改善を推進し、生活
習慣病を予防します。
○�市民・教育関係者・農業者・漁業者・食品
関連事業者など、民間団体の自発的な食育
活動の展開を図ります。
○�生産者と消費者の交流を進め、農水産業へ
の理解を深め、都市と農水産業との共存を
図ります。
○�伝統ある優れた食文化の継承を図ります。
○�食品の安全性や栄養に関し、正しい情報を
適切に活用する力を養えるよう、取り組み
を進めます。

61

子どもの発育・
発達に応じた食
育の推進

[子ども健康課]

妊娠期から栄養バランスの
整った適切な食生活を確立し、乳
幼児期では、子どもの食の自立が
順調に進められるよう支援します。
生涯健康であるために「家庭に

おける子どもの食育」を推進しま
す。

○�妊娠期から栄養バランスの整った食生活
を送るための普及啓発を行い、適正な体重
管理や家庭全体の食生活の確立を促しま
す。
○�育児相談や栄養に関する教室・健康教育を
通し、楽しく健康な食習慣の基礎をつくる
ために、子どもの食生活に関する適切な支
援を行います。

62

乳幼児（保育所）
の食育の推進

[保育課]

子どもの健全な食生活と健全
な心身の成長を目指し、子どもに
食に関する関心と理解を深め、健
全な食習慣の推進を図ります。

○�野菜や果物を栽培し、給食での提供を実施
します。
○�市内で生産される食材を積極的に献立に
取り入れます。
○�給食食材や調理法などについて周知しま
す。
○�クッキング保育等を充実し、食に対する意
識を高めます。
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番号 事業名 事業内容 取り組みの方向

63

学童期の食に関
する指導

[学校給食課]

食に関する項目を含んだ教科
や特別活動など、様々な学習を通
して学年に応じた食に関する指導
を栄養教諭・栄養職員が行えるよ
う支援します。さらに、学校給食
を「生きた教材」として活用し、バ
ランスのとれた食事の大切さや健
康を考えた食事の選び方ができる
ようにします。
低学年からの段階的な指導に

より、食への関心を高め、正しい食
事のあり方や望ましい食習慣を身
につけさせ、生涯にわたって健康
的な生活を送るための自己管理能
力を養います。
また、家庭用啓発冊子や各学校

で発行している給食だよりなどを
とおして、家庭における食育の推
進も図ります。

○�家庭用啓発冊子「大切です！食生活」を毎
年４月に市立小学校及び白浜養護学校の
新入学児童の家庭に配布します。
　　発行予定部数：4,500部
○�各学校において食に関する指導の年間計
画案を作成し、学年に応じた指導を実施し
ます。
　　36校（全校）
○�各学校の特色を表した給食だよりの発行
及び保護者対象の試食会を開催すること
により、家庭における食育の推進を促し�
ます。
○�学校給食が「生きた教材」となるよう献立
内容を充実するとともに、地場産物の活用
や食物アレルギー児への対応を行います。
○�学校給食に対する理解を深めたり、子ども
たちが望ましい食生活習慣を身につけ、心
身ともに健全に発達できるよう啓発活動
を行います。
○�給食週間の期間に、児童の絵を中心に学校
での食育の取り組みに関する展示を行い
ます。� �
　また、学校給食メニューの試食や講演会
を盛り込んだ「きゅうしょくフェア」を５年
ごとに開催します。

64

中学校給食実施
研究事業

[学校給食課]

栄養バランスに配慮した献立
を本市の栄養士が作成し、望まし
い食習慣の育成や食育を推進する
とともに、食事を通じて好ましい
人間関係を育んでいけるよう中学
校給食を試行します。

○�試行期間は平成28年３月までとし、実施
校を現在の２校から増やしていき、利用者
の声や運営上の課題を踏まえ、全校実施に
向けて検討します。
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第４章　子ども・子育て支援施策の展開

  ３．小児医療体制の充実

すべての子どもたちが安心して適切な医療サービスを受けることができるよう、
関係機関、医師会などと連携し、休日・夜間診療体制の充実を図るとともに、不安
解消のため、24時間電話健康相談サービス「ふじさわ安心ダイヤル 24」を引き
続き実施します。
また、育成医療事業、未熟児養育事業の実施や小児慢性特定疾病などに関する手
続きを円滑に行い、子どもが必要とする適切な医療が受けられるよう取り組みます。

【主な施策の展開】
番号 事業名 事業内容 取り組みの方向

65

子どもに関わる
医療体制の推進

[保健医療総務
課]

休日・夜間急病診療所において
休日昼間及び夜間23時までの小
児救急医療を実施します。
〈南休日・夜間急病診療所〉
休日昼間� � 9～17時
土曜休日夜間�18～23時

〈北休日・夜間急病診療所〉
休日昼間� � 9～17時
土曜休日夜間�18～23時
平日夜間� 20～23時
休日・夜間急病診療所で対応し

ていない23時以降の小児救急に
ついては、市民病院が実施する小
児救急24時間診療体制で対応し
ます。

○�小児医療体制を推進するため、引き続き現
行の診療体制を継続します。

66

ふじさわ安心
ダイヤル２４

[地域保健課]

心や身体の健康などについて
気軽に相談できるよう24時間
365日体制で電話相談を行います。

○�ヘルスカウンセラーが妊娠・出産・育児�
などの相談にわかりやすくアドバイスし
ます。

67
（40）

小児医療費助成
事業　【再掲】

[子育て給付課]

小学校６年生までの入通院及
び中学生の入院（保護者の所得が
旧児童手当の特例給付の限度額
内）の医療費の助成を行います。

○�子育て家庭の経済的負担を軽減し、小児に
対する福祉の増進を図るため、現行制度を
継続して実施します。

68
（42）

未熟児養育事業
【再掲】

[子育て給付課]

身体の発育が未熟なまま出生
した乳児に必要な入院に係る医療
費の給付を行います。

○�母子保健法に基づき、身体の発育が未熟な
まま出生した乳児が、正常児と同等の諸機
能を得るために必要な入院に係る医療費
の給付を行います。
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番号 事業名 事業内容 取り組みの方向

69

小児慢性特定疾
病児童に対する
支援

[子育て給付課]

小児慢性特定疾病医療費助成
の対象児童に対し、日常生活用具
を給付します。

○�小児慢性特定疾病医療費助成の対象と
なっている児童に対し、便器や特殊マット
等の日常生活用具を給付することにより、
日常生活の便宜を図ります。
○�小児がん等長期間の治療を必要とする小
児慢性特定疾病に罹患している児童に対
して児童の健全な育成及び経済的負担の
軽減を図るため、県知事へ医療給付に関す
る手続きの経由事務を行います。

70
予防接種の推進

[子ども健康課]

予防接種の正しい知識につい
ての普及啓発を行い、身近な場で
予防接種の相談や接種ができるよ
う、関係機関との連携強化を図り
ます。

○�適切な時期に予防接種が受けられるよう
周知に努めます。
○�予防接種の接種勧奨にあたっては、その有
効性や重要性などについて、正しい知識の
普及啓発に努めます。
○�医師会等、関係機関との連携により、安全
に予防接種が行える体制を整えます。

71

療育医療給付事
業(経由事務）

[保健予防課]

結核で罹患した児童に対する
支援を行います。

○�結核で長期療養を必要とする児童への心
身両面にわたる支援を行うため、県知事へ
医療給付に関する手続きの経由事務を行
います。

  ４．学齢期・思春期における保健対策の推進

思春期の子どもたちをめぐっては、心身の著しい成長に伴う悩みや不安に加え、
今日のめまぐるしい社会環境変化もあり、心身の不安定や生活習慣の乱れを来たす
ケースも見受けられます。
家庭や学校、地域において、生命の尊厳、人への思いやり、男女平等について学
べるような思春期保健対策が求められています。
妊娠前から妊娠・出産・育児に関する正しい知識を得られることや、思春期の子
どもの身体的・心理的状況の理解と行動の受け止めができる地域づくりを進め、学
校保健等と連携し、思春期の心とからだの健康づくりを図っていきます。
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【主な施策の展開】
番号 事業名 事業内容 取り組みの方向

72

思春期保健事業
の実施

[子ども健康課]

思春期にある子どもたちが、正
しい母性・父性を培うことができ
るよう支援します。
支援にあたっては、思春期の子

どもへのアプローチとともに、周
りの大人たち、双方への働きかけ
を行います。

○�思春期にある子どもや保護者が性につい
ての正しい知識や避妊方法、病気の予防に
ついての啓発の充実を図ります。
　数値目標：思春期保健教育の実施
　（Ｈ25実績）10校→（Ｈ31）10校
○�思春期にある子どもの周りの大人たちが、
思春期における心身の変化や適切な対応
等について理解し、子どもたちの健全な育
成を促します。（思春期講演会の開催）
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基本的な
視点 基本目標 施策の柱 施策の柱

１歳６か月児健診、３歳６か月児健診の
ほか、５歳児等においても相談や必要な
支援を検討

健診後の発達フォロー事業の充実

栄養相談及び食に関する教室の充実

妊娠期からの栄養に関する普及啓発

定期予防接種の周知と接種率の向上

予防接種の情報提供と啓発の充実

安全な予防接種の精度管理

学校に出向いた思春期健康教育の実施

思春期講演会の実施

母子健康手帳の交付

妊婦健康診査の実施

妊娠期からの保健指導の充実

孤立化防止のための他機関との連携

こんにちは赤ちゃん事業の実施

乳幼児健診の充実

情報提供と相談の充実

健診未受診児フォローの充実

健診の受診率の向上

両親学級（マタニティクラス）の充実

育児相談の充実

７か月児赤ちゃん教室の実施

父子手帳の配布

経過健診療養生活相談等の実施

講演会等の情報提供の実施

在宅療養支援ネットワークの充実

親同士の交流の場の確保

◦ 安全な妊娠・ 
出産、育児への 
切れ目ない支援

◦ 乳幼児健診等の 
充実

◦ 母子保健・育児 
に関する適切な 
情報提供

◦ 慢性疾患や 
障がい等により、 
長期療養や在宅 
医療が必要な 
児及び保護者へ 
の支援

◦ 「育てにくさ」 
を感じている 
親への支援

◦ 子どもの発育・ 
発達に応じた 
食育の推進

◦予防接種の推進

◦ 思春期保健事業 
の充実

施策の柱

妊産婦・乳幼児期へ
の切れ目ない保健
対策の推進

学齢期・思春期に
おける保健対策の
推進

「食育」の推進

小児医療体制の
充実

■母子保健計画の施策体系

安
心
し
て
子
ど
も
を
産
み
健
や
か
に
育
て
る
こ
と
が
で
き
る
ま
ち

親
子
の
健
康
の
確
保
及
び
増
進
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第４章　子ども・子育て支援施策の展開

本市では、地域社会全体で子どもを見守り育てる仕組みづくりを目指し、地域と各
種教育機関の連携強化や藤沢ならではの豊かな自然環境を生かした教育などに取り組
み、子どもの自立性や社会性を育む機会を充実してきました。
今後も、子どもたちの発達段階に応じて個性や「生きる力」を伸長できるよう、特

色ある学校教育の推進や安心安全な教育環境づくりに取り組むとともに、社会性を育
む交流機会や活動機会の提供に努めていく必要があります。
また、「次代の親」の育成の観点からは、中・高校生を対象に乳幼児との交流事業
を進め、子どもたちが子育ての楽しさや家庭を築くことの意義を学ぶ機会の提供に努
めてきましたが、今後は広く若者に対象を広げながら様々な啓発機会、体験機会の提
供に取り組む必要があります。同時に、子どもたちの健全な育成を家庭や地域全体で
見守り、支えていくことが重要であることから、家庭や地域社会の子育て力の向上に
一層取り組む必要があります。

  １．次代の親の育成

子どもたちが次代の親としての自覚と正しい知識をもち、望ましい家庭を築くこ
とができるよう、それぞれ発達段階に応じた教育や啓発の機会を充実していくこと
が重要です。
このため、子どもたちが命や家庭の大切さを考え、仕事や家庭で果たすべき社会
的責任、男女共同参画の重要性などについて知識や自覚が高められるよう、幼稚園
や保育所での交流事業や学校教育など多くの機会をとらえた啓発事業の一層の推進
に取り組みます。

【主な施策の展開】
番号 事業名 事業内容 取り組みの方向

73

幼児理解（家庭
科・生活科・総合
的な学習の時間）

[教育指導課]

学校において、幼児の生活と家
族について学び、家庭の機能につ
いて理解を深め、生活をより良く
する能力と態度が育つよう支援し
ます。

○�各学校での家庭科・生活科・総合的な学習
の時間などにおける実践的・体験的な学習
をとおして、「幼児理解」の推進が図られる
よう支援します。

74
（6）

地域に開かれた
保育園
【再掲】

[保育課]

保育園において、さまざまな世
代との交流を図るため、小・中・高
校生や高齢者との交流を行います。
また、子育てに関する相談を行い
ます。

○�引き続き、子育て家庭交流事業、小・中・高
校生と園児との交流、世代間等交流事業、
体験保育、子育て相談などを行います。

基本目標３：豊かな心を育む教育環境の整備
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番号 事業名 事業内容 取り組みの方向

75

家庭科学習（家
庭科）

[各学校・教育
指導課]

各学校の家庭科の学習におい
て、「家族・家庭と子どもの成長」
についての学習活動をとおして、
家庭の機能について理解を深め、
生活をより良くする能力と態度が
育つよう支援します。

○�各学校の家庭科の授業において、「自分の
成長と家族」「家庭と家族関係」「幼児の生
活と家族」「家庭生活と仕事」「家族の近隣
の人々との関わり」等の内容が計画的に実
践されるよう、研修などの支援を行います。

  ２．青少年の健全育成と非行防止活動の推進

青少年が、社会との関わりを自覚しつつ、自尊感情や自己肯定感を育み、自立し
た個人としての自己を確立するとともに、社会との関係では、適応するのみならず、
自らの力で未来の社会をより良いものに変えていく力を身に付けることができるよ
う、健やかな成長・発達を支援します。
こうした青少年育成を推進していくために、充実した青少年の活動を支援するた
めの人材の育成を進めるとともに、青少年に関わる組織・団体の支援を行います。
併せて青少年が活動するために既存施設の活用を図るとともに、老朽化している青
少年の活動拠点や居場所の整備を公共施設再整備方針に基づき検討していきます。
また、青少年自身や家庭・地域・学校・関係機関・関係団体・企業等と連携し、
街頭指導やキャンペーン活動をはじめとする青少年の非行防止や非行を繰り返させ
ないための活動の充実を図るとともに、大人と青少年の規範意識をともに高めなが
ら活動を推進します。
インターネット上の有害サイトや喫煙、飲酒、薬物乱用などの危険性について、
青少年やその保護者などに対して、学校教育をはじめ多くの機会をとらえ、啓発を
推進するとともに、関係団体や地域住民などによる連携強化や関係業界の自主的な
取り組みを促進し、青少年に悪影響を与える有害環境の解消に取り組みます。

67

第
４
章

藤沢市子供・子育て計画パンフ.indd   67 2015/05/26   18:10



第４章　子ども・子育て支援施策の展開

【主な施策の展開】
番号 事業名 事業内容 取り組みの方向

76

青少年指導員
育成事業

[青少年課]

青少年指導員の育成を図り、地
域における健全育成活動を推進す
るため、青少年指導員を対象に研
修、青少年の育成事業を行います。

○�学校からの推薦を受けた子育て世代の新
任指導員に対して、任期満了後も継続し
て活動できるように地区活動へのサポー
トに取り組みます。

77

青少年施設の整
備・運営の充実

[青少年課・公益
財団法人藤沢市
みらい創造財団
青少年事業課]

青少年施設（青少年会館・少年
の森・地域子供の家・児童館・SL
広場）の整備及び管理運営と、各
施設を拠点とした青少年の自立と
社会参加を推進する事業を実施し
ます。

○�本市の基本方針に準じ、指定管理者によ
る施設の管理運営、さまざまな事業を実
施することで、青少年健全育成を推進し
ます。� �
　また、多様な体験プログラムを提供す
るため、地域で活動しているさまざまな
人材の発掘・活用を図ります。

78

青少年健全育成
事業

[公益財団法人藤
沢市みらい創造
財団青少年事業
課]

世代間・同世代の交流や体験活
動機会等を提供するため、各種青
少年健全育成事業を実施し、青少
年の自立と社会参加を支援します。

○�青少年に自然体験や仲間づくり、親子や
同世代とのふれあいなどの体験機会を提
供するため、各種事業を実施します。

・青少年の自立と社会参加への支援
　�藤沢ダンスＭＩＸ事業、自然ふれあい�
教室　等

・�コミュニティー意識の形成と青少年の� �
活動支援
　ふじさわ未来プロジェクト　等
・青少年のボランティア活動への支援　
　小学生・中学生・高校生リーダー研修　等

79

青少年団体・育成
団体への活動助
成・支援事業

[公益財団法人藤
沢市みらい創造
財団青少年事業
課]

地域住民が主体的に活動する
青少年健全育成を目的として、青
少年団体・青少年育成団体の活動
の奨励と振興を図るため、その活
動の助成、支援を行います。

○�市民による組織的かつ継続的に行われる
自主的な青少年育成活動がより活発に行
われるように継続的に支援を行います。

80

高校生のシチズン
シップ教育の普及
事業

[青少年課]

藤沢における次世代の若者の
育成に向け、さまざまな課題に立
ち向かう被災地の若者との交流を
とおして、高校生自身が地域や社
会の課題に目を向け、解決に向け
た取り組みを行います。

○�平成27年度・28年度は、藤沢市まちづ
くりパートナー事業として実施し、高校
生の変化や社会参加に対する実態を調査
し、持続性のあるプログラムを開発して、
市民活動団体等が実践できる環境をつく
ります。

81

青少年国際化推進
事業

[公益財団法人藤
沢市みらい創造財
団青少年事業課]

青少年が外国の人と交流し、さ
まざまな生活習慣や文化を知るこ
とで視野を広げ、互いの人権を尊
重する心を養うことができるよう、
各種イベント・講座を実施します。

○�日本語講座や国際交流事業等を実施し、
外国人市民とのさまざまな交流を通して、
日本の文化や他の国の習慣・文化を相互
に学ぶ多文化交流の機会を提供します。
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番号 事業名 事業内容 取り組みの方向

82
街頭指導活動

[青少年課]

青少年の問題行動を早期に発
見し、非行防止を図るため、青少年
指導員、街頭指導員、特別街頭指導
員が巡回し、青少年に声をかけて
指導を行います。
また、青少年の深夜外出や喫

煙・飲酒・薬物乱用などの非行防
止に向け、夏休み期間中に警察関
係団体・青少年関係団体等と協力
して夜間パトロールを行い、啓発・
指導を行います。

○�非行防止街頭キャンペーン等を行うにあ
たり、おやじの会や大学生等と連携して、
非行防止活動の担い手を拡大します。

83
社会環境浄化活動

[青少年課]

青少年を非行から守るための
啓発事業として講演会や社会環境
浄化活動など諸活動を行い、青少
年にとってよい環境づくりを行い
ます。

○�講演会の開催や非行防止ポスター展、
キャンペーンの実施等により、青少年の
環境浄化活動を推進し、市民に健全な社
会環境と非行防止について関心を持って
もらうよう働きかけます。

84

学校における
喫煙・飲酒・薬物
乱用防止教育の
実施

[教育指導課]

喫煙・飲酒・薬物乱用などの身
体への影響を正しく理解し、発達
段階に応じて乱用防止の意識を高
めるための教育を支援します。

○�学習指導要領に則り、保健体育等の学習
の中で薬物乱用防止について教育課程に
位置づけ、計画的・継続的に行うことが
できるよう支援します。
○�県や他課と連携した教員向け講演会を周
知し、最新の情報や傾向を踏まえた指導
が行えるよう支援します。

  ３．家庭や地域における教育力の向上

核家族化の進展などを背景に、子育ての場である家庭での養育力（子育て力）の
低下が言われていることから、家庭での子育て力が向上するよう支援するとともに、
学校教育や公民館事業を通じて、親子が地域と接する交流機会の充実を目指します。
また、子どもたちの健やかな成長を支援していくため、地域社会全体で子どもを
育てる観点から、学校・家庭・地域による相互連携をさらに強化していくことが求
められています。
今後も公民館において家庭教育の支援や世代間交流・伝承文化の継承を目的とし
た事業を実施するほか、市内 19中学校区を基本に組織された学校・家庭・地域の
三者連携組織の運営などを通じ、地域社会全体としての教育力の向上を目指します。
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【主な施策の展開】
番号 事業名 事業内容 取り組みの方向

85

乳幼児をもつ
子育て家庭の交流

[保育課・子育て
企画課]

未就学児の保護者が、親子同士
の交流を通じて、自分自身に合っ
た子育てを見つけられるよう、相
互に学びあう場を提供します。

○�保育園での地域交流・園庭開放・体験保
育等を通して、親同士が学びあえる交流
を実施します。
○�子育てひろば等親子が集う場において、
親子の交流等を促進します。

86
保育者セミナー

[生涯学習総務課]

各地域の公民館で活動してい
る保育ボランティアの育成を推進
します。

○�公民館事業で保育ボランティアとして活
動している方や、これから活動を始める
方を対象に、保育活動に必要な知識や技
能の向上を目的とした研修会（セミナー）
を実施します。

87
公民館事業の充実

[生涯学習総務課]

各地域の公民館において、家庭
教育に関する事業を実施します。

○�伝承文化や自然環境に関して、子どもた
ちに地域の大人が教え伝える事業を開催
します。
○�異学年・異年齢間交流を図る子ども事業
を開催します。
○�就学前の児童をもつ親を対象にした、保
育室を併設した家庭教育学級の開催や保
育室の開放などを実施します。

88

スポーツノーマ
ライゼーション
事業の推進

[スポーツ推進課]

子どもたちがすべての人たち
とスポーツを楽しめる環境づくり
を目指します。

○�子どもたちが障がい者や高齢者とともに
同じフィールドに身を置き、スポーツを
楽しめる事業の実施に努めます。

89

音楽・演劇鑑賞
事業

[文化芸術課]

子ども向けの音楽事業、演劇事
業を実施し、文化芸術にふれる機
会を提供します。

○�子ども向けのわかりやすく楽しい楽曲で
構成したファミリーコンサートや、誰も
が知っている演目を気軽に観劇すること
ができるミュージカルを開催します。

90

藤沢ゆかりの
音楽家たちによる
コンサート
（学校編）

[文化芸術課]

藤沢にゆかりのある音楽家た
ちによる、学校を訪問してのコン
サート等を開催し、次世代への文
化芸術の普及・振興に努めます。

○�藤沢にゆかりのある音楽家が、市立小・
中学校を訪問し、コンサートや音楽に関
する指導を行います。

91

学校・家庭・地域
連携推進事業

[学校教育企画課]

子どもたちの健やかな成長を
支援するため、中学校区を基本に
組織された学校・家庭・地域、三者
の連携による15の地域協力者会
議（４地域は２中学校区合同）を
開催し、各地区の課題の解決に向
けた連携事業を推進します。

○�子どもたちをめぐる地域課題に対し、ど
のような連携を図り対応していくかを話
し合い、必要な支援体制を推進します。
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番号 事業名 事業内容 取り組みの方向

92

開かれた
学校づくり

[教育指導課]

児童生徒の実態や地域の特色
を踏まえた学校教育目標を定め、
その実現に向けて家庭や地域と�
双方向的な協力・信頼関係を築き
ます。

○�おはようボランティア、学校支援ボラン
ティア等の活用推進を図ります。
○�児童生徒や保護者、地域の方のアンケー
ト結果や意見を踏まえた学校評価の充実
を図ります。

  ４．学校教育等の環境の整備

グローバル化や少子高齢化の進展、インターネットをはじめとする情報化社会の
進展など、教育を取り巻く環境が大きく変化する中にあっても、次代を担う子ども
が個性豊かに生きる力を伸長することができるように、豊かな心の育成に、引き続
き取り組みます。

【主な施策の展開】
番号 事業名 事業内容 取り組みの方向

93

学びを育むための
指導の充実

[教育指導課]

児童生徒の豊かな心を育み、基
礎的・基本的な知識・技能及びこ
れらを活用する思考力、判断力、表
現力を身につけさせるために、各
学校が校内研究等を通して、学校・
家庭・地域の実態を踏まえながら、
指導方法の工夫改善と指導の充実
を図ります。

○�学校を計画的に訪問し、授業研究及び研
究会での指導助言を行います。
○�全国学力学習状況調査の本市の結果から、
傾向・課題等の分析を行い、指導改善の
ポイントを情報提供し、各学校の実態に
合わせた教育活動が推進されるよう支援
します。

94

教職員の研修・
研究の充実

[教育指導課・学
校教育企画課]

教職員が自己研鑽に励み、研
修・研究に積極的に参加し、創意
工夫ある教育課程の推進を行うよ
う研修・研究の充実を図ります。

○�校内研究推進担当者会を実施します。
○�研究推進校による研究発表会を開催し�
ます。
○�小・中学校教育研究会を委託先とする研
究委託事業を実施します。
○�教職員を対象にした研修会・研究会を実
施します。
○�教育文化センターで調査研究並びに教育
関係職員の研修を実施します。指導改善
のポイントを各学校に情報提供し、各学
校に合わせた教育活動の推進を支援し�
ます。
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番号 事業名 事業内容 取り組みの方向

95

教育連携の推進

[教育指導課・保
育課]

幼稚園・保育所、小・中・高校・
特別支援学校の相互のふれあいや
教育連携を推進し、人と人との関
係性を育みます。

○�各学校の独自性や特色を生かしつつ、教
育連携のあり方やその具体的な方策につ
いて、推進校の実践などの紹介や情報交
換を行い、実践が推進されるよう支援を
行います。
○�教育連携担当者会（年１回、55名）を実
施します。
○�学校間教育連携活動報告書により実践の
成果と課題の集約を行います。
○�合同行事等を通じ学校間の連携を行い�
ます。
○�近隣校で情報交換を積極的に行います。

96

学校における安全
対策の充実

[教育指導課]

児童生徒の日々の安全を確保
し、緊急時にスムーズな対応がと
れるよう、設備の整備、市内外にお
ける事故事例等をもとにした啓発
資料の作成、学校事故の未然防止
に向けた注意喚起を行います。
また、防災教育の充実を図ります。

○�市立小・中・特別支援学校に対して、緊急
時にスムーズな対応がとれるよう整備を
進めます。
○�学校非常通報システムを引き続き55校
に整備します。
○�防犯ブザーの配付、安全指導の充実に引
き続き努めます。
○�スクールガード・リーダーの小学校全校
配置を目指します。
　数値目標：�H31までに全小学校35校に

配置
○�学校において防災講演会や研修会等を開
催します。

97

中学校学習支援
事業　

[教育指導課]

基礎的・基本的な学力の確実な
定着を図るため、学校が放課後及
び夏季休業中に実施する補習指導
に「学習指導員」を派遣し、学校教
育を支援します。

○�学習習慣を身につけるとともに、基礎的・
基本的な学力の確実な定着を図るため、
引き続き市内19校において実施します。

98

人権・環境・平和
教育の推進

[教育指導課]

児童生徒及び教職員を対象に、
人権教育・環境教育・平和教育の
啓発と研修を行います。

○�教職員に対し、人権・環境・平和教育の研
修を実施します。
○�セクハラ防止リーフレットを作成し、児
童生徒に配付します。
○�子どもの権利条約啓発リーフレットを作
成し、児童生徒に配付します。
○�環境教育を推進します。
○�セクシュアル・ハラスメント防止リーフ
レットを作成・配付します。
○�児童生徒及び教職員を対象に、人権、環境、
平和教育に関する講演会等を実施します。
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第４章　子ども・子育て支援施策の展開

番号 事業名 事業内容 取り組みの方向

99

野外体験活動の
推進

[学校教育企画課]

自然に恵まれた八ヶ岳周辺で
行う体験活動を通じて、児童生徒
の心身ともに豊かな人格を育み�
ます。

○�八ヶ岳野外体験教室における自然体験活
動を実施します。

100

教育用情報機器の
整備の推進

[学校教育企画課]

教育情報環境及び機器の整備
を図り、児童生徒の教育情報機器
を活用した学習を推進します。

○�パイロット校におけるタブレット端末の
授業での活用方法や課題等を検証します。

101

小・中学校整備
事業

[学校施設課]

児童生徒の安全確保や教育環
境の整備を図るため、各種整備工
事並びに施設の改築や大規模改修
等の事業を実施します。

○�藤沢市立学校施設再整備計画を策定し�
ます。
○�藤沢市立学校施設再整備計画に基づき、
学校施設の安全対策・維持保全、環境整
備等各種整備工事並びに施設の改築や大
規模改修等の事業を実施します。

  ５．さまざまな困りごとを抱える児童生徒への対応の充実

近年、少子高齢化の進行、高度情報化に伴う情報格差、雇用や失業問題、子ども
の虐待など、さまざまな社会的要因が複合的に重なることで、児童生徒の置かれて
いる環境も複雑になっています。このようなことから、児童生徒が抱える問題も家
庭環境だけにとどまらず、多くの社会環境に左右されることも多く、多様化、深刻
化してきている状況です。こうした問題を早期に発見し、適切に対応するためには、
さまざまな困りごとを抱える児童生徒一人ひとりに応じた、きめ細かな対応が求め
られています。いじめや不登校などの諸課題に適切に対応するため、児童生徒及び
保護者に対する相談体制や支援体制の充実、未然に防止するための取り組みを行い
ます。
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第４章　子ども・子育て支援施策の展開

【主な施策の展開】
番号 事業名 事業内容 取り組みの方向

102

学校教育相談セン
ターにおける相談
体制の充実

[教育指導課]

センターにおける電話・来所相
談、小・中学校におけるスクール
カウンセラー配置により、学校教
育に関する悩みや問題を抱える児
童生徒とその保護者・担任に対す
る相談支援を行います。
不登校児童生徒を支援する相

談支援教室の機能の充実を図り�
ます。
また、小学校入学時の就学相談

から中学校卒業まで、相談対応を
一元化するとともに、各関係機関
との連携を強化して、支援の充実
に努めます。

○�スクールカウンセラーの活用により各学
校の支援体制の充実と連携の推進を行い
ます。
○�小学校への本市スクールカウンセラーの
配置日数を、週１日から週1.5日以上に
して相談体制の充実を図ります。
○�本人の力だけでは解決できない問題を抱
えている児童生徒に対し、スクールソー
シャルワーカーを派遣し、学校や関係機
関と連携しながら福祉的な支援も含めて
家庭環境への支援を行います。
○�相談支援教室への入室を工夫することで、
より多くの児童生徒が充実した活動参加
とカウンセリングが受けられるよう支援
を行います。
○�就学先の選択から入学後の支援まで、幼
児の状況を観察しながらきめ細かい相談
支援を行います。

103

いじめや暴力の
防止対策の推進

[教育指導課・
人権男女共同参画
課]

児童生徒が安心して安全な学
校生活を送れるよう、いじめや暴
力に対する未然防止や早期発見・
対応を図ります。

○�「藤沢市子どもをいじめから守る条例」
に基づき、いじめ防止対策を推進します。
○�「いじめ防止プログラム」「いじめ防止教
室」を実施し、いじめの未然防止を図り�
ます。
○�「いじめ相談ホットライン」「いじめ相談
メール」及び「いじめ防止対策スクール
カウンセラー」を配置して、児童生徒、保
護者からの相談に対応します。
○�「いじめ防止啓発リーフレット」を作成し、
新入学児童の家庭に周知します。

104

児童生徒指導の
充実

[教育指導課]

児童生徒の健全育成を図るた
め、指導・支援体制の充実に努め
ます。　

○�いじめ、暴力、不登校等の児童生徒指導上
の諸課題に対し、関係機関との連携のも
と、未然防止・早期発見・早期対応に努め
ます。
○�学校や担当者会における研究・研修を通
して、教職員の対応力と指導力の向上を
図ります。
○�小学校に児童支援担当教諭を配置し、�
児童支援・指導体制の構築と充実を図り
ます。
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番号 事業名 事業内容 取り組みの方向

105

不登校児童生徒
対策事業　

[教育指導課]

不登校児童生徒をもつ保護者
を支援します。

○�不登校児童生徒をもつ保護者を対象に、
おしゃべり広場を実施し、情報提供や情
報交換、個別相談等を行います。
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第４章　子ども・子育て支援施策の展開

子どもを安心して健やかに育むためには、子育てを支援する生活環境の整備や安全
の確保に向けた取り組みが重要です。
生活環境の整備については、これまでも取り組みを進めてきたところですが、子ど

もの視点、子育て家庭の視点に立って、引き続き、計画的な事業の推進に取り組む必
要があります。
また、子どもが巻き込まれる犯罪や交通事故をなくし、安全で安心して暮らすこと
ができるように、関係機関や地域住民との連携を密にし、子どもの安全を地域全体で
見守る仕組みに一層取り組む必要があります。

  １．生活・居住環境の整備

次世代育成支援に関するアンケート調査では、「自転車やベビーカーのための道
路環境整備」や「通学路や公園などの子どもの遊び場の安全対策」などの要望が多
く寄せられています。子どもや子ども連れでも安心して自由に行動できるように、
引き続き、安心して遊べる公園の整備や、安全に歩行できる歩道の確保、子育てバ
リアフリーの推進に取り組みます。

【主な施策の展開】
番号 事業名 事業内容 取り組みの方向

106

市営住宅の環境
整備

[住宅課]

住宅に困窮するひとり親世帯
や子育て期にある多子世帯などに
対して、市営住宅入居者募集時に
優遇制度を継続し、入居しやすい
環境をつくるとともに、健康で安
全な暮らしやすい生活環境を整備
します。

○�７月と１月に住宅に困窮する低所得者に
低廉な家賃で提供する市営住宅の入居募
集を行います。
○�市営住宅入居時に優遇を行うことや適宜
随時募集を行うことで、入居しやすい環
境を構築します。
○�ひとり親世帯に対し、みなし寡婦控除を
適用し、住宅使用料の減免制度について
整備します。

107

緑地保全地区等
の拡大

[みどり保全課]

緑地保全地区などの指定拡大
や「みどり基金」による緑地の取
得を図ります。

○�「藤沢市緑の保全及び緑化の推進に関す
る条例」に基づき、緑の保全、創出及び普
及のための施策を推進し、引き続き緑地
保全を図ります。
○�「緑の実施計画」に基づく緑地取得を進
めます。
　平成27年度　用地取得��１件（川名緑地）
　平成28年度　用地取得��１件（川名緑地）

基本目標４：子育てしやすい生活環境の整備
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第４章　子ども・子育て支援施策の展開

番号 事業名 事業内容 取り組みの方向

108
緑化推進運動

[みどり保全課]

緑化のための普及啓発活動を
推進します。

○�緑いっぱい運動など緑化のための普及啓
発活動を推進します。
　平成27年度��緑と花いっぱい推進の集い
　参加目標人数1,000人
　平成28年度��緑と花いっぱい推進の集い
　参加目標人数1,050人

109

公園・広場等の
拡大

[公園課]

新たな公園の整備など、公園・
広場などの拡大に向けて取り組み
ます。

○�新たな公園の整備を進めるとともに、緑
の広場を活用するなどしてオープンス
ペースの充実を図ります。
　�平成27年度　公園と緑の広場の統廃合
による都市計画の変更
　�平成28年度　公園と緑の広場の統廃合
による公園の整備（１箇所）

110

安全な遊び場を
目指した地域との
連携

[公園課]

公園・広場などの管理・利用に
あたっては、公園愛護会や地域の
団体などと充分な連携を図り、安
全で安心して利用できるように努
めます。

○�公園愛護会の設立促進を勧奨していくと
ともに、公園美化ボランティアの養成を
進め、地域による公園の自主管理組織を
さらに充実させます。
　�平成27年度　公園愛護会の新規設立�
２団体
　�平成28年度　公園愛護会の新規設立�
２団体

111

スポーツ・レクリ
エーション広場の
設置

[スポーツ推進課]

子どもたちが伸び伸びとスポー
ツ・レクリエーションを楽しめる
広場の設置を目指します。

○�天神スポーツ広場の少年野球場及び多目
的広場の整備を進めます。
○�喫緊の課題である、野球場整備を進め�
ます。

112

歩行空間等整備
事業

[道路整備課]

誰もが安全で安心して歩ける
環境をつくるため、駅や公共施設
へ連絡する道路を中心に歩道の整
備を進めます。高齢者や障がい者
にとっても歩きやすく、段差など
の少ないバリアフリーの道づくり
を目指します。
また、交通事故防止のため、道

路管理者である市と交通管理者で
ある警察と一体となって道路の見
直しを進めます。交差点の改良や
信号・横断歩道などの見直しや設
置検討など、安心して歩ける道づ
くりを目指します。

○�整備中の路線の事業進捗を図るとともに、
誰もが安全に安心して通行できる道路交
通環境の整備を進めます。
○�交通事故の防止に向けた安全対策として、
道路管理者である市と交通管理者である
警察が一体となって、道路区画線表示、道
路反射鏡・車止めの設置なども並行して
進め、安心して歩ける道づくりに努めます。

113

藤沢市道路特定
事業計画の推進

[道路整備課]

乗降客の多い駅周辺の道路を
選定し、バリアフリー化を目指し
ます。

○�平成27年度策定予定の善行駅周辺地区
移動円滑化基本構想に基づき道路特定事
業を実施します。
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第４章　子ども・子育て支援施策の展開

番号 事業名 事業内容 取り組みの方向

114

公共施設の
バリアフリー化

[公共建築課]

すべての人にとって使いやす
い環境づくりを目的とするユニ
バーサルデザインの視点に立ち、
新しい整備基準を盛り込んだ「藤
沢市公共建築ユニバーサルデザイ
ン」を念頭に整備を進めます。

○�公共施設の整備については、関連法令を
遵守した上で「藤沢市公共建築ユニバー
サルデザインマニュアル」を活用し、より
きめ細やかな対応のユニバーサルデザイ
ンを目指します。

115

藤沢バリアフリー
マップ

[障がい福祉課]

定期的にバリアフリーの現況
調査を行い、ホームページ上に掲
載している「藤沢バリアフリー
マップ」の更新を行います。

○�最新の情報へ定期的に更新を行い、経路
情報について音声読み上げ機能を追加す
るなど、よりわかりやすく利用しやすい
ホームページの作成に努めます。

  ２．安全・安心なまちづくりの推進

子どもを痛ましい事故から守るため、関係機関や地域と連携しながら、交通安全
教育や交通安全運動の推進、交通安全施設の整備に引き続き取り組みます。
また、年々増加する子どもを巻き込む犯罪や事故は、社会問題にもなっているこ
とから、今後も、子どもが犯罪に巻き込まれることがないよう、防犯意識の高揚や
防犯灯などの整備を進めるとともに、関係機関と連携し地域全体で防犯体制の強化
を図ります。

【主な施策の展開】
番号 事業名 事業内容 取り組みの方向

116

交通安全運動の
推進

[防犯交通安全課]

子どもたちを交通事故から守
るため、関係機関・団体等と連携し、
街頭指導、啓発活動等を実施し�
ます。

○�子どもたちに交通ルールと交通マナーや
危険予知･危険回避などの知識を身につ
けてもらうために実践指導や交通安全教
室を実施します。
○�通園･通学時の交通危険箇所での街頭指
導を実施します。（４月・９月）
○�四季（春・夏・秋・年末）の交通安全運動
を実施します。また、その中で「チャイル
ド(ベビー）シート着用」について啓発し
ます。
○�自転車マナーアップ運動を実施します。
　�街頭指導・啓発活動（原則毎月５日・22日）
○�交通安全日の早朝街頭指導を実施します。
　（原則毎月１日・15日）
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番号 事業名 事業内容 取り組みの方向

117

犯罪のない明るい
まちづくりの推進

[防犯交通安全課]

市民や事業者、関係機関・団体
等と連携し、子どもたちを犯罪や
不審者等から守るためのさまざま
な取り組みを積極的に推進します。

○�市民を犯罪から守るために、防犯ブザー
の貸出しを行います。(市民センター・公
民館、安心みまもりステーション等)
○�各地区毎に、防犯パトロール活動を実施
します。
○�夜間の通行の安全確保と地域の犯罪防止
のために、防犯灯及び防犯カメラの設置
費用を補助します。
○�安全・安心ステーションの設置及び運営
支援を行うとともに、コンビニエンスス
トアと連携し、安心みまもりステーショ
ンの設置を促進します。
○�子どもたちが犯罪や不審者などから逃れ
る緊急避難場所として、「こども110番」
の掲示を依頼し、事業の推進を図ります。
○�藤沢警察署・藤沢北警察署と連携して、市
民への身近な犯罪情報の提供を進めます。

118

通学路の指定及び
安全の確保

[学務保健課]

児童生徒の登下校時の安全確
保のため、各学校で指定をしてい
る通学路について、実態把握に努
めます。

○�引き続き、学校からの通学路変更届を受
け、通学路危険箇所の改善要望を受けた
場合は、関係機関と連携し、通学路の改善
に努めます。
○�引き続き、通学路上及び通学路に面した
箇所の宅地などの開発業者に対し、児童
生徒への安全確保の依頼を行います。
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第４章　子ども・子育て支援施策の展開

仕事と家庭との両立には、男女平等の意識や長時間労働等を前提とした従来の働き
方を見直す「ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）」が大きな課題となっ
ています。
市民一人ひとりがやりがいや充実感を持って働きながら、子育てや地域の中での活
動の時間を持ち、健康で豊かな生活ができるように、男女平等の意識やワーク・ライフ・
バランスの考え方を市民や事業所など広く地域社会に浸透させて、働きやすい、子育
てしやすい環境を整えることが重要です。
本市では、男女共同参画社会の実現に向けて「ふじさわ男女共同参画プラン

2020」を策定して、男女共同参画の認識を広めるための啓発に取り組んでいます。
また、平成23年度に労働団体、企業・経済団体、NPO、大学、行政等の各団体が
連携・協力して「ふじさわワーク・ライフ・バランス推進会議」を設置して、多様な
生き方・働き方をお互いに理解し、尊重し合う社会を目指していけるような施策を進
めています。
こうした取り組みをさらに充実し、働きやすい、子育てしやすい環境づくりを進め
ます。

  １．仕事と子育てとの両立支援の推進

男性も女性も仕事との両立を図りながら安心して子育てを続けることができるよ
う、子育てと仕事の両立を支える保育サービスを充実する一方で、ワーク・ライフ・
バランスの考え方をより一層浸透していくことが重要です。
このため、女性だけでなく、男性も含めた育児・介護休業などの取得促進や労働
時間短縮など、子育て家庭の望ましい働き方が実現されるよう、国や県などと連携
しながら広く啓発活動を進めるとともに、「ふじさわワーク・ライフ・バランス推
進会議」において地域の実情を把握し、具体的な支援施策に取り組みます。
また、労働相談事業を引き続き実施するなど、働きやすい環境づくりに努めます。

基本目標５：仕事と家庭との両立の推進
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第４章　子ども・子育て支援施策の展開

【主な施策の展開】
番号 事業名 事業内容 取り組みの方向

119

男女平等意識啓発
のための情報提供

[人権男女共同参
画課]

男女共同参画についての認識
を広めるための情報提供を行いま
す。

○�男女はともに対等であり、多様な生き方・
働き方が選択できるという意識の啓発を
推進します。

120

就労支援体制の
充実

[産業労働課]

就労支援として、雇用や経済情
勢を把握し、時代に合った事業を
実施します。

○�合同面接会を実施します。
○�資格取得の支援を行います。
○�就職支援セミナーを開催します。

121

働きやすい環境
づくりに向けた
啓発

[産業労働課]

広報紙による各種制度などの
啓発及び情報提供を行います。

○�勤労ふじさわ等による、企業及び勤労者
など市民への意識啓発を行います。
○�ワーク・ライフ・バランス推進会議と連
携した、支援施策に取り組みます。

122
雇用環境の整備

[産業労働課]

専門的な労働相談事業を実施
し、勤労者が働きやすい環境づく
りに努めます。

○�労働相談事業を実施します。
○�街頭労働相談会を開催します。

123
（８）

ファミリー・サポー
ト・センター事業
の充実
【再掲】

[子ども家庭課]

育児の援助を受けたい「おねが
い会員」と、育児の援助ができる
「まかせて会員」からなる相互援
助の会員組織「藤沢市ファミリー・
サポート・センター」を運営します。

○�「おねがい会員」の多様なニーズに対応
できるようにするため、広く事業のＰＲ
を行い「まかせて会員」の会員数の増加
に取り組みます。また、料金等も含め誰
もが利用しやすい制度となるよう検討を
進めます。

124
（9）

トワイライト
ステイ事業の推進
【再掲】

[子ども家庭課]

保護者が残業などの理由によ
り、一時的に家庭での養育が困難
になった場合、夕方から夜にかけ
て子どもを預かり食事や身の回り
の世話などを行います。

○�地域ごとの利用状況等を踏まえ、実施施
設の拡大や支援の充実を図ります。

125
（10）

ショートステイ
事業の推進
【再掲】

[子ども家庭課]

保護者が仕事や疾病などの理
由により一時的に家庭での子ども
の養育が困難になった場合、施設
において宿泊を含む預かりを行い
ます。

○�利用状況を踏まえ、利用者のニーズに応
じた支援内容の充実を図ります。
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第４章　子ども・子育て支援施策の展開

すべての子どもの最善の利益の実現を支援する観点から、支援が必要な児童への
取り組みが重要な課題の一つとなっています。
児童虐待は子どもの体や心を傷つけることであり、子どもに対する重大な人権侵害

とも言われ、深刻な社会問題にもなっています。
本市での児童虐待相談件数は年々増加傾向にあり、さらに困難事例への対応や迅速

な安全確認が求められています。
児童虐待防止対策の充実を図るためには、地域の関係機関や市民との連携を密にし、
相談支援体制の強化に取り組む必要があります。
また、思春期の子どもにあっては、心身上の様々な悩みを抱えたり、いじめの問題
や生活習慣の乱れなどの不安定な状況に陥りやすく、問題の早期発見に努め、また、
こうした子どもたちが身近で相談を受けられるよう、関係機関・団体との連携を強化
し、相談支援体制を一層充実していくことが求められています。
ひとり親家庭については年々増加傾向にあり、近年は父子家庭についても増加傾向

にあります。国では、平成26年10月に「母子及び寡婦福祉法」を「母子及び父子
並びに寡婦福祉法」に改正し、これまでの母子家庭への支援に加え、父子家庭に対す
る支援を拡充しています。
こうしたひとり親家庭のニーズは、経済的自立の支援から日常的な子育て支援に至
るまで多岐にわたっており、国・県の施策と連携しながら、引き続き、世帯の状況に
応じたきめ細かなニーズの発掘と適切な支援策が必要です。
さらに、障がいなどによって特別な支援を必要とする子どもたちが、地域において
伸びやかに育まれ、また、地域社会の一員として積極的に社会参加する機会を確保す
ることができるよう、広く地域の理解を深めながら、成長段階や障がいの特性に応じ
た一貫した支援策を推進していく必要があります。同時に、その家族の精神的、身体的、
経済的負担の大きさを考慮した支援策が求められます。

  １．児童虐待防止対策の推進

児童虐待防止を図るためには、保健、医療、福祉、教育、警察等の関係機関を含
めた地域全体で子どもを守る支援体制を構築し、相互に情報を共有することが必要
です。特に「子育て支援（虐待防止等）ネットワーク」（要保護児童対策地域協議会）
を通じた連携を図り、相談体制を強化する取り組みを進めていく必要があります。

基本目標６：配慮を必要とする子ども・家庭への支援
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第４章　子ども・子育て支援施策の展開

また、養育の支援が特に必要な家庭に対しては、訪問により、専門的指導・助言
や育児・家事援助等の支援を行います。
近年、問題となっている居住実態が把握できない児童については、子どもに関わ

る関係部署等と連携して実態の把握に努めるとともに、要保護児童対策地域協議会
において関係機関で情報を共有し、必要に応じて支援を行います。

【主な施策の展開】
番号 事業名 事業内容 取り組みの方向

126

児童虐待防止ネッ
トワークの充実

[子ども家庭課]

児童虐待の早期発見・発生後の
迅速かつ適切な対応を行うことに
より、家庭における児童の安定し
た養育の確保を図ります。また、
関係機関との協力体制を強化し、
児童虐待防止ネットワークの充実
に取り組みます。

○�要保護児童対策地域協議会のネット
ワークを活用し、地域全体で子どもを守
る支援体制を強化する取り組みを進め
ます。
○�居住実態が把握できない児童について
の情報把握に努めます。
○�児童虐待の再発防止のための支援を行
います。
○�市民や関係機関に対しての啓発活動を
行います。

127

特に支援が必要な
相談の充実

[子ども家庭課]

子ども・子育て・青少年に関す
る相談窓口を充実し、さまざまな
悩みに柔軟に対応します。また、
相談から適切な支援につながるよ
う関係機関との連携の強化を図り
ます。

○�子どもや子育てに関するさまざまな相
談に適切かつ柔軟に対応することによ
り、保護者の養育に関する負担感の軽減
と児童虐待の予防を図ります。
○�個別のニーズに応じた相談や情報の提
供を行うとともに関係機関との連携を
強化します。

128
養育支援訪問事業

[子ども家庭課]

養育支援が特に必要であると判
断した家庭に対し、保健師・保育士
などによる専門的相談支援やヘル
パーによる家事・育児援助を行い、
適切な養育の確保を図ります。

○�養育者が育児ストレス、産後うつなどの
問題により子育てに対して不安や孤立
感を抱える家庭、また、虐待の恐れやそ
のリスクを抱える家庭、乳児家庭全戸訪
問の実施結果などで支援が特に必要で
あると判断した家庭を対象に児童の安
定した養育の確保を図ります。
○�要支援家庭に対し、保健師などが養育に
関する専門的指導及び助言などの支援
を行います。
○�育児・家事の援助が必要な家庭へヘル
パーを派遣します。
　・支援形態
　　短期集中型（３か月以内）
　　中期支援型（６か月～12か月）
　　時間外支援型（３か月以内）
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第４章　子ども・子育て支援施策の展開

番号 事業名 事業内容 取り組みの方向

129

母子保健からの
児童虐待予防
及び早期対応

[子ども健康課]

母子保健事業の中から、虐待の
リスクの高い状況を早期に把握し、
関係機関との連携により、児の安
全と心身の健やかな発育・発達を
支援します。

○�妊娠届や出産医療機関等との連携によ
り、養育が困難と思われる家庭の早期発
見に努め、必要な保健指導の充実を図り
ます。
○�こんにちは赤ちゃん事業（ハローベビィ
訪問）及び健診未受診者への受診勧奨を
行い、児の状況把握に努め、関係機関等
と連携し、支援します。
○�養育支援が必要な家庭に対しては、養育
支援訪問事業等につなぐなど、育児負担
の軽減を図り、子どもの健やかな発育・
発達を促します。

130
（35）

地域の情報化と
ネットワーク化
【再掲】

[福祉総務課]

民生委員児童委員、主任児童委
員と連携して、地域の児童虐待に
関する情報に迅速に対応し、虐待
防止のネットワーク化を推進し�
ます。

○�民生委員児童委員及び主任児童委員は、
ともに子ども青少年部と神奈川県中央
児童相談所との情報交換を行う場の開
催、事例検討等の機会の充実に努め、
ネットワーク化をさらに推進します。

  ２．ひとり親家庭等の自立支援の推進

ひとり親家庭の自立にとって、子育てと就労の両立は必要不可欠であり、引き続
き、母子・父子自立支援員などによる情報提供や相談の充実のほか、関係機関との
連携を密にし、経済的自立に向けた支援を行います。
また、ひとり親家庭の状況に応じた日常生活支援を行う事業を進めるとともに、
一般世帯に比べ低い所得水準となっているひとり親家庭などを支援するため、経済
的支援や就労支援を進め、自立と生活の安定を促します。
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第４章　子ども・子育て支援施策の展開

【主な施策の展開】
番号 事業名 事業内容 取り組みの方向

131

ひとり親家庭への
子育て・生活支援

[子育て給付課]

母子・父子自立支援員による相
談支援を行います。
ひとり親家庭日常生活支援事

業を行います。
母子生活支援施設への入所支

援を行います。

○�ひとり親家庭の子育てや生活に関する
様々な相談からニーズや課題を把握し、
「バックアップふじさわ」等庁内各部及
び関係機関と連携し、相談者に寄り添っ
た継続的な支援を行います。
○�ひとり親家庭の親が日常生活の中で子
育てをしながら就労や修学等を行うに
あたり、一時的に家事支援や育児支援が
必要となった場合に支援員を派遣し、生
活の安定と負担感の軽減を図ります。
○�日常生活において複合的な課題を抱え、
継続的な専門的支援が必要と判断した
母子家庭については、母子生活支援施設
に入所できるよう支援します。
○�入所後においても、定期的な面接等によ
り自立に向けた支援を行います。

132

ひとり親家庭への
就労支援

[子育て給付課]

母子・父子自立支援員による相
談支援を行います。
ひとり親家庭の親が就業や転

職に有利となる技術や資格を取得
する場合、母子家庭等自立支援給
付金の支給等を行います。

○�就労に関する相談から家庭状況や課題
を的確に把握し、「ジョブスポットふじさ
わ」等の関係機関と連携し、より安定し
た生活基盤を築くための就労の確保に
向けて継続的な支援を行います。
○�厚生労働省の指定する１カ月以上１年
未満の教育講座を受講した場合、受講料
の一部を自立支援教育訓練給付金とし
て支給します。
○�生活の安定に資する資格（看護師・保育
士・介護福祉士など）を取得するため２
年以上の養成機関で修業する場合、高等
職業訓練促進給付金を支給します。
○�最終学歴が中学校である親が、高等学校
卒業程度認定試験合格のための講座を
受講した場合、修了時と認定試験合格時
に受講費用（上限あり）として、高等学校
卒業程度認定試験合格支援給付金を支
給します。
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第４章　子ども・子育て支援施策の展開

番号 事業名 事業内容 取り組みの方向

133

ひとり親家庭への
経済的支援

[子育て給付課]

ひとり親または養育者家庭に、
児童扶養手当の支給を行います。
母子家庭、父子家庭、父母のい

ない子どもの養育者家庭などひと
り親家庭等に、医療費の助成を行
います。
父または母に代わり児童を養

育している祖父母等に、養育者支
援金の支給を行います。
母子父子寡婦福祉資金の貸付

を行います。

○�児童扶養手当法に基づき、ひとり親また
は養育者家庭の生活の安定と自立の促
進及び子どもの福祉の増進を図るため、
児童扶養手当の支給を行います。
○�母子家庭、父子家庭、父母のいない子ど
もの養育者家庭等に医療費を助成する
ことにより、ひとり親家庭等の生活の安
定と自立を支援し、福祉の増進を図りま
す。
○�父または母に代わり児童を養育してい
る祖父母等に対し、公的年金や労働基準
法による遺族補償等を受給しているこ
とにより全部または一部が支給対象と
ならない児童扶養手当相当額を、生活の
安定と子どもの福祉の増進を目的に養
育者支援金として支給します。
○�母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づ
き、ひとり親家庭及び寡婦の生活の安定
と経済的自立を図るとともに子どもの
福祉の増進を目的として、県が実施する
就学支度資金や修学資金等の貸付業務
を行います。

134

寡婦（夫）控除の
みなし適用

[子育て給付課・
保育課]

税法上の寡婦（夫）控除が適用
されていない非婚のひとり親家庭
に対し、所得に応じて使用料等を
決定している場合に、寡婦（夫）控
除をみなし適用し、経済的負担の
軽減を図ります。

○�高等職業訓練促進給付金、認可保育所の
保育料及び幼稚園等就園奨励費補助金
に適用させていますが、さらに対象事業
の拡大を検討します。

  ３．障がい児施策の充実

近年、「障がい者基本法」や「児童福祉法」の改正に伴い、障がいのある子ども
や発達に遅れのある子どもへの新たな支援体制が整備されてきました。
本市でも、障がいのある子どもやその家族の状況に応じて必要な支援が受けられ
るよう、関係機関や関連施設などと連携しながら相談支援体制の整備や障がい児施
策の充実に取り組んできました。
今後は、障がいのある子どもやその家族の気持ちに寄り添った多様な支援を提供
することができるよう総合的な相談窓口の整備に取り組むとともに、関係機関と連
携し、保育所等への専門的な支援や人材育成に取り組みます。
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第４章　子ども・子育て支援施策の展開

また、子どもが地域の一員として「最善の利益」を実現できるよう、障がい福祉
計画との整合性を図りながら、障がい児施策の体系的な推進に努めます。
さらに、教育上特別な支援を必要とする児童生徒に対して、介助員の配置等支援

体制の充実に取り組むとともに、「特別支援学級」や「通級指導教室」などの整備
を図ることで、障がいの「ある」「なし」にかかわらず、すべての子どもたちが明
るく笑顔で生活できるよう、一人ひとりの教育的ニーズに沿った学習環境を整備し
ます。
障がい者等医療費助成事業については、今後も継続して事業を実施し、経済的負

担の軽減と保健福祉の向上を図ります。

【主な施策の展開】
番号 事業名 事業内容 取り組みの方向

135

子ども発達相談の
充実

[子ども家庭課]

発達に特別な支援が必要な児
童に関する相談を受け、必要に応
じて評価や経過観察等を実施して
適切な支援につなぎます。
保育園や幼稚園等の職員を対

象として、施設を巡回して相談や
指導・助言を行うとともに、人材
育成を図ります。

○�一人ひとりの特性や能力に応じた適切
な支援につなぐ体制を整えます。
○�保育園や幼稚園等施設の人材を育成し
て地域支援事業を推進します。
○�保護者の障がい理解を促すための講座
や啓発事業を実施します。

136

子ども発達支援
ネットワークの
推進

[子ども家庭課]

発達に特別な支援が必要な児
童の成長に沿い、ライフステージ
に応じて一貫した支援を受けられ
るようネットワークを強化します。

○�障がい児や発達に特別な支援が必要な
児童についての総合的な相談窓口の整
備に取り組みます。
○�障がい児の一貫した支援を図るために
サポートファイルを活用し、関係機関と
の緊密な連携を図ります。

137

障がい児支援
サービス

[障がい福祉課]

障がいのある子どもやその家族
に対し、障がい福祉サービスや障
がい児通所支援サービスの支給決
定を行い、子どもの自立や社会参
加に向けた支援を行うとともに、
家族の負担軽減を図ります。

○�国の動向を踏まえ、本市が策定する「障
がい者計画」及び「障がい福祉計画」に基
づき、障がい児支援サービスの充実を図
ります。

138
補装具の給付

[障がい福祉課]

身体の欠損または機能の損傷
を補い、日常生活を容易にする事
を目的として、身体障がい者手帳
の交付者及び特殊な疾病に該当す
る難病患者に対して、神奈川県総
合療育相談センターが補装具を必
要と認めた方に支給します。

○�障がい者総合支援法に基づき、身体機能
を補完することにより、障がい児の日常
生活の便宜性を図ります。
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第４章　子ども・子育て支援施策の展開

番号 事業名 事業内容 取り組みの方向

139

太陽の家しいの
実学園

[障がい福祉課]

知的発達の遅れや肢体不自由
のある子どもに対して、日常生活
や遊び、機能訓練などを実施し、障
がい児の発達を促します。

○�通園する障がい児に対して、さまざまな
生活体験や機能訓練などをとおして発
達を促し、障がい児の地域の中での生活
を支援します。

140
（49）

障がい者等医療費
助成事業
【再掲】

[保健医療総務課]

身体障がい者手帳１～３級の
方、精神障がい者保健福祉手帳１
級及び２級の方、知能指数50以
下の方を対象とし、入通院の医療
費の自己負担分（入院時標準負担
額を除く）を助成します。

○�今後も継続して事業を実施し、障がい児
の医療に関わる経済的負担を軽減し、保
健の向上と福祉の増進を図ります。

141
（50）

障がい児福祉手
当の給付【再掲】

[障がい福祉課]

身体障がい者手帳１級の一部及
び２級の一部の方、知能指数20以
下の方、精神障がい者保健福祉手
帳１級またはその他常時介護が必
要であると認められる方で20歳
未満の重度障がい児で、日常生活
において常時介護を必要とする方
に支給します。

○�特別児童扶養手当等の支給に関する法
律に基づき、今後も障がい児に対して手
当を支給し、福祉の増進を図ります。

142
（51）

障がい者福祉手当
の給付【再掲】

[障がい福祉課]

身体障がい者手帳１～３級の方、
精神障がい者保健福祉手帳１級及
び２級の方、ＩＱ50以下の方を対
象とし、条例に基づき手当を支給
します。

○�藤沢市障がい者福祉手当条例に基づき、
引き続き、障がい児に対して手当を支給
し、福祉の増進を図ります。

143

特別支援教育の
充実

[教育指導課]

教育上特別な支援を必要とす
る児童生徒一人ひとりのニーズに
応じることのできる教育環境を整
えます。

○�特別支援教育協議会において、藤沢市の
特別支援教育に関する課題の把握と課
題解決の方向性などについて協議しま
す。
○�小・中学校で教員研修などにおける講師
招へいの支援や、特別支援教育スーパー
バイザーの派遣などにより、教員の専門
性向上をはかります。
○�特別な教育的支援を必要とする児童生
徒に対し、介助員を派遣します。
○�医療的ケアを必要とする児童生徒に対
し、学校看護介助員を派遣します。
○�特別支援学級及び白浜養護学校在籍児
童のための体育館開放を行います。

144

特別支援教育整
備事業

[教育指導課]

特別な教育的支援を必要とする
児童生徒への教育の充実や適切な
支援など、本市の特別支援教育を
推進するため、教育環境の整備を
行います。

○�支援を必要とする児童生徒のニーズに
対応できるよう、児童生徒数の推移や空
き教室の状況等を勘案したうえで、特別
支援学級及び通級指導教室の設置を計
画的に進めていきます。
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第４章　子ども・子育て支援施策の展開

番号 事業名 事業内容 取り組みの方向

145
（43）

育成医療給付
【再掲】

[子育て給付課]

障がい児等の健全な育成を図
るために必要な医療費の給付を行
います。

○�障がい児（障がいに係る医療を行わない
ときは将来障がいを残すと認められる
疾患がある児童を含む）の健全な育成を
図るため、生活の能力を得るために必要
な医療費の給付を行います。

146
（44）

特別児童扶養手
当の支給(経由事
務)【再掲】

[子育て給付課]

精神または身体に中程度以上
の障がいのある児童を監護してい
る方に、特別児童扶養手当の支給
に関する手続きの経由事務を行い
ます。

○�特別児童扶養手当等の支給に関する法
律に基づき、精神または身体に中程度以
上の障がいのある20歳未満の児童を�
監護している父、母または父母に代わり
その児童を養育している方に特別児童
扶養手当を支給するための事務を行い
ます。

  ４．子どもの貧困対策の推進

子どもの将来がその生まれ育った環境によって左右されることのないように、ま
た、貧困が世代を超えて連鎖することのないよう、必要な環境整備と教育の機会均
等を図り、すべての子どもたちが夢と希望を持って成長する社会の実現を目指し、
子どもの貧困対策を総合的に推進することを目的に、平成２６年１月に「子どもの
貧困対策の推進に関する法律」が施行され、さらに、同年８月には「子供の貧困対
策に関する大綱」が閣議決定されました。
この大綱では、貧困の世代間連鎖の解消、子どもに視点を置いた切れ目ない施策
の実施、実態を踏まえた対策を基本方針として、子どもの貧困に関する指標を設定
し、指標の改善に向けた取り組みが求められています。
本市では、子どもの貧困対策の重点施策である「教育の支援」についての取り組
みの一つとして、生活困窮家庭の学習等に課題を抱える子どもに対し、子どもの健
全育成の視点に立った学習支援の充実を図ります。
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第４章　子ども・子育て支援施策の展開

【主な施策の展開】
番号 事業名 事業内容 取り組みの方向

147

ひとり親家庭への
支援

[子育て給付課]

「子供の貧困対策に関する大
綱」及び「神奈川県子どもの貧困
対策推進計画」に基づき、ひとり
親家庭への支援を行います。

○�経済的支援として、児童扶養手当、養育
者支援金の支給並びに母子父子寡婦福
祉資金の貸付を行います。
○�就労支援として、母子・父子自立支援員
が、就労に関する相談から家庭状況や課
題を的確に把握し、「ジョブスポットふ
じさわ」等の関係機関と連携し、より安
定した生活基盤を築くための就労の確
保に向けて継続的な支援を行います。
○�生活支援として、母子・父子自立支援員
が、ひとり親家庭の子育てや生活に関す
る様々な相談からニーズや課題を把握
し、「バックアップふじさわ」等庁内各部
及び関係機関と連携し、相談者に寄り
添った継続的な支援を行います。

148

生活困窮世帯の
子どもに対する
学習支援の充実

[福祉総務課]

生活保護受給世帯及び生活困
窮世帯の子どもを対象として、学
習支援や学習の場所・機会の提供
を通じて、高等学校への進学及び
卒業を支援することで、子どもの
社会的自立の促進と、貧困の連鎖
の防止を図ります。

○�対象者となる子どもの状況に応じて、以
下の支援を行います。
　（１）学習支援
　　　�対象者の状況に応じた基礎学力の

向上のための学習支援
　（２）進学支援
　　　�対象者及びその保護者に対する、主

に高等学校への進学情報、受験情報
の提供や、進学に伴う手続き支援

　（３）修学支援
　　　�順調な学校生活を送り、卒業するた

めの居場所の提供や学習に関する
助言等

149

子どものいる
生活保護世帯等
に対する支援の
充実

[生活援護課]

「生活保護子ども支援員」を配
置し、さまざまな困難を有する子
ども・若者と、その保護者に対して、
子どもの健全育成の視点に立ち、
きめ細かな寄り添い型の支援を実
施することで、生活保護受給世帯
等の社会的自立及び子どもの貧困
の連鎖の防止を図ります。

○�対象者となる世帯の状況に応じて、以下
の支援を行います。
　（１）日常生活支援　
　　　�子どもとその保護者が日常的な生

活習慣を身につけるための支援。
　（２）養育支援
　　　�ひきこもりや、不登校、育児不安に

対する支援。
　（３）教育支援
　　　�子どもの学校生活、進路等に関する

支援。
　(４)就労支援　
　　　�社会性が乏しく、就職活動が困難な

若者に対する就労準備支援及び保
護者の就労支援。
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第４章　子ども・子育て支援施策の展開

ニート、ひきこもり、不登校等の子ども・若者には、社会とのつながりが希薄とな
り孤立化する課題に対して、従来の個別分野での縦割り的な対応では限界があること
から、平成22年４月新たに「子ども・若者育成支援推進法」が施行されました。こ
のことを受けて、本市では、平成25年１月に「ふじさわ子ども・若者計画2014」
を策定しました。
この計画に基づく、ニート、ひきこもり等の困難を有する若者の自立支援に対する
取り組みとして、気軽に相談でき、適切な支援を受けて自立を目指すことができるよ
う、平成２５年５月に若年者就労支援事業（若者しごと応援塾（ユースワークふじさわ））
を開設しました。また、ユースワークふじさわを含め、湘南・横浜若者サポートステー
ションの相談機関では対応しきれない困難度の高い若者へのきめ細かな個別支援を行
う「個別サポート事業」を実施してきましたが、こうした相談窓口に来所等できず支
援につながらない若者が相当数いることから、今後も事業の充実を図ります。

  １．若者の職業的自立支援や就労等の支援の充実

キャリア教育の推進と就労への支援を推進するため、青少年が早くから職業意識
を持てるように、生産活動経験の場や、多様な職業体験の場の提供などキャリア教
育の推進・職業能力開発・就業支援の充実を図ります。

【主な施策の展開】
番号 事業名 事業内容 取り組みの方向

150
技能振興関係事業

[産業労働課]

技能職の担い手確保のため、若
年者を対象とした技能職職場体験
を実施します。また、技能者の後
継者育成及び技能者の仕事を身近
に感じてもらうため、技能者が小・
中学校等を訪問し、技能の講演・
実演・体験教室を実施します。

○�技能者の仕事を身近に感じてもらうため、
技能職団体等と連携し各種事業を実施
します。

　・職人版インターンシップ事業
　・学校訪問事業　等

基本目標７：若者の自立支援の充実
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第４章　子ども・子育て支援施策の展開

  ２．ニート・ひきこもり・不登校等の若者への支援の充実

困難を有する若者の心身の状況や、その状況に至るまでの社会・経済的な背景は
多様で複雑であり、若者一人ひとりの状況に応じた段階的な支援が必要です。
ひきこもりや無業状態が長く続くと、若者はより多くの困難を抱え、自立に向け
た支援も難しくなる傾向があるため、地域の関係機関、市の関係部署との連携、地
域とのネットワークづくりをさらに強化し、また、相談支援体制の充実を図り、困
難を有する若者に対して包括的な支援を行います。

【主な施策の展開】
番号 事業名 事業内容 取り組みの方向

151
個別サポート事業

[青少年課]

湘南・横浜若者サポートステー
ション及び若者しごと応援塾
（ユースワークふじさわ）利用者
のうち、市内在住者に対し、自立に
向かって一歩を踏み出せるように、
相談施設だけでは対応しきれない
きめ細かな個別支援を行います。

○�義務教育終了後の進路未決定者につい
ては、学校教育相談センター等と連携し
て就学中からの早期支援を進めます。

152

若年者就労支援
事業
（若者しごと応援
塾（ユースワーク
ふじさわ））

[産業労働課]

ニートやひきこもりなどの若
年者の自立に向けて、個別のプロ
グラムを作成し、社会体験・就労
体験等を通じた支援を行います。
また、その保護者や家族を対象に
電話やメールによる相談や交流会
なども実施します。

○�潜在的な需要を喚起するために、アウト
リーチの実施や地元での中間的就労の
場の確保を強化します。

153

子ども・若者自立
支援事業

[青少年課・公益
財団法人藤沢市
みらい創造財団
青少年事業課]

子ども・若者が将来困難な状況
にならないように、多様な人との
交流によって、地域との繋がりや
社会性を育むことができる居場所
づくりを推進します。
また、本市の困難を有する若者

の支援機関である「若者しごと応
援塾（ユースワークふじさわ）」と
連携し、困難を有する若者をボラ
ンティアとして受け入れることに
より、社会的自立を支援します。

○�社会的自立を目指す若者を継続的に支
援できるよう、青少年施設や事業におけ
るボランティア体験等に参加することで、
若者が自信を獲得し、就労に向けたさま
ざまな力を身につけていくことができ
るような機会を充実させていきます。
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第４章　子ども・子育て支援施策の展開

番号 事業名 事業内容 取り組みの方向

154
（102）

学校教育相談セン
ターにおける相談
体制の充実
【再掲】

[教育指導課]

センターにおける電話・来所相
談、小・中学校におけるスクール
カウンセラー配置により、学校教
育に関する悩みや問題を抱える児
童生徒とその保護者・担任に対す
る相談支援を行います。
不登校児童生徒を支援する相

談支援教室の機能の充実を図り�
ます。
また、小学校入学時の就学相談

から中学校卒業まで、相談対応を
一元化するとともに、各関係機関
との連携を強化して、支援の充実
に努めます。

○�スクールカウンセラーの活用により各
学校の支援体制の充実と連携の推進を
行います。
○�小学校への本市スクールカウンセラー
の配置日数を、週１日から週1.5日以上
にして相談体制の充実を図ります。
○�本人の力だけでは解決できない問題を
抱えている児童生徒に対し、スクール
ソーシャルワーカーを派遣し、学校や関
係機関と連携しながら福祉的な支援も
含めて家庭環境への支援を行います。
○�相談支援教室への入室を工夫すること
で、より多くの児童生徒が充実した活動
参加とカウンセリングが受けられるよ
う支援を行います。
○�就学先の選択から入学後の支援まで、幼
児の状況を観察しながらきめ細かい相
談支援を行います。

155
（105）

不登校児童生徒
対策事業
【再掲】　

[教育指導課]

不登校児童生徒をもつ保護者
を支援します。

○�不登校児童生徒をもつ保護者を対象に、
おしゃべり広場を実施し、情報提供や情
報交換、個別相談等を行います。
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第５章　教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策

  １．子ども・子育て支援新制度の概要

（１）新たな制度の目的
国の「社会保障と税の一体改革」において、消費税増収分の使途の一つとして、
子ども・子育て支援の充実が位置づけられました。併せて、平成２４年８月には、
一人ひとりの子どもが健やかに成長することができる社会を目指して、子ども・子
育て関連３法が成立しました。

　◆子ども・子育て関連３法
　①子ども・子育て支援法
　②�就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の
一部を改正する法律

　③�子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な
提供の推進に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備
等に関する法律

子ども・子育て支援新制度は、これらの法律に基づき、幼児期の教育・保育、地
域の子ども・子育て支援を総合的に推進することを目的として、平成２７年４月に
施行されます。

（２）新制度における市町村の役割
新制度では、子ども・子育て支援法に基づき、国が教育・保育及び地域子ども・

子育て支援事業の提供体制、子ども・子育て支援給付及び地域子ども・子育て支援
事業の円滑な実施の確保、その他、子ども・子育て支援のための施策を総合的に推
進するための基本的な指針を定めるとともに、市町村はこの制度の実施主体として、
その基本指針に則して５年を１期とする子ども・子育て支援事業計画を定めること
になります。
この基本指針においては、市町村が定める事業計画の作成に関する基本的な記載
事項として、
①教育・保育提供区域の設定
②�各年度における教育・保育の量の見込み並びに提供体制の確保の内容及びその

第５章 �教育・保育及び地域子ども・子育て�
支援事業の量の見込みと確保方策
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第５章　教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策

実施時期
③�各年度における地域子ども・子育て支援事業の量の見込み並びに提供体制の確
保の内容及びその実施時期
④�認定こども園の普及による子ども・子育て支援給付に係る教育・保育の一体的
提供及びその推進に関する体制の確保
以上の４項目が掲げられています。

（３）給付・支援事業について
新制度のもとでは、行政が保護者等に提供するサービスは、「子ども・子育て支援

給付」と「地域子ども・子育て支援事業」に大別されます。

※施設型給付に移行しない幼稚園については、現行制度（私学助成）を継続します。

利  用  者  支  援  事  業

子ども・子育て支援給付 地域子ども・子育て支援事業

施設型給付

保育所
【0歳～就学前】

幼稚園
【3歳～就学前】※

認定こども園
０～就学前の間、
園により異なる【　　　　　　　】

地域型保育給付

【主に0～2歳】

・小規模保育
　（定員6～19人）
・家庭的保育
　（定員5人以下）
・居宅訪問型保育
・事業所内保育
　‌‌（従業員以外の地域
の子どもも受入）

就学前・就学児
●ファミリー・サポート・
センター事業

●トワイライトステイ事業
●ショートステイ事業

就学前
●延長保育事業
●病後児保育事業

小学生
●放課後児童健全育成事業
　（放課後児童クラブ）

主に乳幼児期
●地域子育て支援拠点
事業

　（子育て支援センター、
　つどいの広場　等）
●一時預かり事業

妊娠期～主に乳児期
●妊婦健康診査
●乳児家庭全戸訪問
事業

　（こんにちは赤ちゃん事業）
●養育支援訪問事業
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第５章　教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策

＜子ども・子育て支援給付＞
新制度では、幼児期の教育・保育を個人の権利として保障する観点から、認定こど

も園・幼稚園・保育所・小規模保育等を通じた個人への給付制度が導入され、いず
れの施設や事業を利用した場合でも、共通の仕組みで公費の対象となります。（実務
上は、法定代理受領という仕組みで、市が直接施設や事業者に給付費を支払います。）
子ども・子育て支援給付は、次の２つの給付に分類されます。

　■施設型給付
�　施設型給付の対象施設は、「認定こども園」、「幼稚園」、「認可保育所」等の教育・
保育施設となります。

　■地域型保育給付
�　地域型保育給付の対象となる事業は、「小規模保育事業」、「家庭的保育事業」、「居
宅訪問型保育事業」、「事業所内保育事業」の４つの事業です。（新制度では、“地
域型保育事業”として、市町村の認可による２歳以下の子どもを対象とした定員
19人以下の保育事業を給付の対象としています。）

＜地域子ども・子育て支援事業＞
地域子ども・子育て支援事業は、保育を必要とする子どもやその家族だけでなく、
すべての子育て家庭を支援することを目的とした事業で、１３の事業が位置づけら
れており、地域の実情に応じて、各市町村が実施することになります。
　【地域子ども・子育て支援事業】
　①�利用者支援事業
　②�延長保育事業
　③�放課後児童健全育成事業
　④�子育て短期支援事業
　⑤�乳児家庭全戸訪問事業
　⑥�養育支援訪問事業
　⑦�地域子育て支援拠点事業
　⑧�一時預かり事業
　⑨�病児保育事業
　⑩�ファミリー・サポート・センター事業
　⑪�妊婦健康診査
　⑫�実費徴収に係る補足給付を行う事業
　⑬�多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業
　※�⑫及び⑬の事業については、量の見込み及び確保方策を設定する事業の対象外
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第５章　教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策

＜保育の必要性の認定について＞
新制度では、教育・保育施設及び事業の利用にあたっては、教育・保育を受ける

ための支給認定（保育の必要性の認定）を受ける必要があります。
認定については、子どもの年齢や保育の必要性に応じて、３つの区分があり、そ

の事由や保護者の就労時間、その他優先すべき事情などを勘案して行います。
区分によって利用できる施設・事業が異なります。

①教育・保育にかかる支給認定区分
保育の必要性がある場合には、保育標準時間（主にフルタイムの就労を想定し、

現行の 11時間の利用）と保育短時間（主にパートタイムの就労を想定）の２区分
によって認定を行うことになります。
また、満３歳以上で、保育の必要性がない場合には、教育標準時間認定を受ける

ことになります。
年齢で区分した認定区分、利用できる施設及び事業などは、以下のとおりです。

年　齢 保育の必要性 認定区分 利用できる主な施設及び事業

満３歳未満

なし － －

あり

３号認定
（保育標準時間認定） 保育所

認定こども園
地域型保育事業３号認定

（保育短時間認定）

満３歳以上

なし
１号認定

（教育標準時間認定）
幼稚園

認定こども園

あり

２号認定
（保育標準時間認定） 保育所

認定こども園２号認定
（保育短時間認定）
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第５章　教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策

②「保育の必要性」の事由について
「保育の必要性」の事由については、これまでの保育所の利用要件である「保育
に欠ける」事由に追加や緩和がされています。

現行の「保育に欠ける」事由 新制度における「保育の必要性」の事由

以下のいずれかに該当し、かつ、同
居の親族その他の者が当該児童を保育
することができないと認められる場合

①�昼間に居宅外で労働することを常態
としていること
②�昼間に居宅内で当該児童と離れて日
常の家事以外の労働をすることを常
態としていること
③�妊娠中又は出産後間がないこと
④�疾病にかかり、若しくは負傷し、又は
精神若しくは身体に障がいを有して
いること
⑤�同居の親族を常時介護していること
⑥�震災、風水害、火災その他の災害の
復旧に当たっていること
⑦�市長が認める全各号に類する状態に
あること

以下のいずれかの事由に該当すること

①就労
　◦�フルタイムのほか、パートタイム、
夜間など基本的にすべての就労に
対応（一時預かりで対応可能な短
時間の就労は除く）

　◦�居宅内の労働（自営業、在宅勤務
等）を含む。

②妊娠、出産
③保護者の疾病、障がい
④�同居又は長期入院等している親族の
介護・看護
⑤災害復旧
⑥求職活動
　◦�起業準備を含む
⑦就学
　◦��職業訓練校等における職業訓練を
含む

⑧虐待やDVのおそれがあること
⑨�育児休業取得時に、既に保育を利用
している子どもがいて継続利用が必
要であること
⑩�その他、上記に類する状態として市
町村が認める場合
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第５章　教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策

  ２．教育・保育提供区域の設定について

子ども・子育て支援法に基づき、国が定めた計画策定にあたっての基本指針では、
子ども・子育て支援事業計画において、地域の実情に応じて保護者や子どもが居宅
より容易に移動することが可能な区域（「教育・保育提供区域」）を設定することが
定められています。
本市においては、平成 22年に策定した保育所整備計画（ガイドライン）におけ
る区分の考え方を踏襲し、計画に定める「量の見込み」を踏まえて、全市を４地区
に区分し、教育・保育提供区域を設定しました。
なお、この区域に基づいて、保育所整備計画の改定を行い、全体的な整備目標の
中で、地域の実情やニーズの変化などに配慮して、施設整備や需給調整を行ってい
きます。

北部地区
・御所見
・遠藤
・長後
・湘南台

中部地区
・湘南大庭
・六会
・善行

西南地区
・明治
・辻堂
・鵠沼の一部

東南地区
・藤沢
・村岡
・鵠沼の一部
・片瀬

湘南大庭

御所見

遠藤

長後

湘南台

六会

善行

明治

辻堂

藤沢

鵠沼

村岡

片瀬
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第５章　教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策

  ３．教育・保育の量の見込みと確保方策

教育・保育提供区域ごとの計画期間における「幼児期の学校教育・保育の量の見
込み（必要利用定員総数）」と「確保の内容（提供体制）」は以下のとおりです。

（１）認定こども園及び幼稚園
【事業概要】
満 3歳以上の就学前児童の教育を行うもので、認定こども園は保育所と幼稚園
の枠組みを超えて、保育・幼児教育を一体的に提供します。なお、幼稚園は新制度
の施設型給付及び確認を受けない幼稚園（現行の私学助成を継続）の 2種類とな
ります。

【確保方策の考え方】
既存の市内の私立幼稚園の受け入れ体制で対応可能と想定しています。

（単位：人）

市全域 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

量
の
見
込
み

１号認定 5,956 5,852 5,762 5,599 5,435

２号認定 685 673 662 644 625

計　① 6,641 6,525 6,424 6,243 6,060

確
保
の
内
容

特定教育・
保育施設（注） 258 1,014 1,268 3,632 5,194

確認を受けない
幼稚園 7,018 6,099 5,609 3,285 1,213

計　② 7,276 7,113 6,877 6,917 6,407

②－① 635 588 453 674 347

（注）市が 95ページに記載の「施設型給付」の対象となることを確認した施設。
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第５章　教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策

（単位：人）

東南地区 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

量
の
見
込
み

１号認定 2,112 2,074 2,043 1,986 1,926

２号認定 179 177 174 168 164

計　① 2,291 2,251 2,217 2,154 2,090

確
保
の
内
容

特定教育・
保育施設　 258 258 321 1,464 1,822

確認を受けない
幼稚園 2,095 2,095 1,885 810 398

計　② 2,353 2,353 2,206 2,274 2,220

②－① 62 102 △11 120 130

（単位：人）

西南地区 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

量
の
見
込
み

１号認定 1,072 1,052 1,037 1,007 978

２号認定 90 89 86 85 82

計　① 1,162 1,141 1,123 1,092 1,060

確
保
の
内
容

特定教育・
保育施設　 0 0 0 324 791

確認を受けない
幼稚園 1,128 1,070 1,070 800 280

計　② 1,128 1,070 1,070 1,124 1,071

②－① △�34 △�71 △�53 32 11
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第５章　教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策

（単位：人）

中部地区 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

量
の
見
込
み

１号認定 1,502 1,476 1,452 1,410 1,371

２号認定 146 143 142 139 133

計　① 1,648 1,619 1,594 1,549 1,504

確
保
の
内
容

特定教育・
保育施設　 0 265 456 1,033 1,291

確認を受けない
幼稚園 2,000 1,705 1,425 800 360

計　② 2,000 1,970 1,881 1,833 1,651

②－① 352 351 287 284 147

（単位：人）

北部地区 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

量
の
見
込
み

１号認定 1,270 1,250 1,230 1,196 1,160

２号認定 270 264 260 252 246

計　① 1,540 1,514 1,490 1,448 1,406

確
保
の
内
容

特定教育・
保育施設　 0 491 491 811 1,290

確認を受けない
幼稚園 1,795 1,229 1,229 875 175

計　② 1,795 1,720 1,720 1,686 1,465

②－① 255 206 230 238 59
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第５章　教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策

（２）認定こども園及び認可保育所、地域型保育
【事業概要】
保護者の就労などにより家庭で保育できない乳幼児などの保育を行うものです。
なお、地域型保育は2歳以下を対象とした「小規模保育事業」、「家庭的保育事業」、「居
宅訪問型保育事業」、「事業所内保育事業」の 4事業があります。

【３号認定子どもの保育提供率の目標値】
待機児童数の多くを占めている３号認定子ども（３歳未満）の計画期間中の保育
提供率（３歳未満の人口推計に占める３号認定の利用定員数）の目標値は以下のと
おりです。

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

目標値 25.1% 29.0% 30.8% 34.1% 36.4%

【確保方策の考え方】
保育需要の高い地域を中心に、待機児童の多い低年齢の受入に配慮した定員構成
の認可保育所及び地域型保育施設等の新設や、既存施設の定員拡大、認定こども園
などを推進します。
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第５章　教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策

（単位：人）

市全域 平成
27年度

平成
28年度

平成
29年度

平成
30年度

平成
31年度

量
の
見
込
み

０歳（３号認定） 662 662 662 662 662

１・２歳（３号認定） 2,779 2,779 2,779 2,779 2,779

３歳以上（２号認定） 3,441 3,441 3,441 3,441 3,441

計　① 6,882 6,882 6,882 6,882 6,882

確
保
の
内
容

０歳

特定教育・保育施設 505 550 556 556 556

地域型保育事業 21 39 55 72 81

藤沢型認定保育施設 33 33 54 54 51

小計（a） 559 622 665 682 688

１・２歳

特定教育・保育施設 1,802 2,009 2,031 2,169 2,247

地域型保育事業 71 132 199 282 330

藤沢型認定保育施設 285 285 227 224 223

小計（ｂ） 2,158 2,426 2,457 2,675 2,800

３歳以上

特定教育・保育施設 3,495 3,925 3,994 4,106 4,218

地域型保育事業 － － － － －

藤沢型認定保育施設 98 88 55 55 52

小計（ｃ） 3,593 4,013 4,049 4,161 4,270

計（a+b+c）　② 6,310 7,061 7,171 7,518 7,758

②－① △�572 179 289 636 876
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第５章　教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策

（単位：人）

東南地区 平成
27年度

平成
28年度

平成
29年度

平成
30年度

平成
31年度

量
の
見
込
み

０歳（３号認定） 239 239 239 239 239

１・２歳（３号認定） 1,153 1,153 1,153 1,153 1,153

３歳以上（２号認定） 1,392 1,392 1,392 1,392 1,392

計　① 2,784 2,784 2,784 2,784 2,784

確
保
の
内
容

０歳

特定教育・保育施設 195 213 213 213 213

地域型保育事業 0 6 12 21 27

藤沢型認定保育施設 18 18 18 18 18

小計（a） 213 237 243 252 258

１・２歳

特定教育・保育施設 677 770 770 830 878

地域型保育事業 8 40 74 122 154

藤沢型認定保育施設 127 127 127 127 127

小計（ｂ） 812 937 971 1,079 1,159

３歳以上

特定教育・保育施設 1,234 1,393 1,405 1,453 1,501

地域型保育事業 － － － － －

藤沢型認定保育施設 28 28 28 28 28

小計（ｃ） 1,262 1,421 1,433 1,481 1,529

計（a+b+c）　② 2,287 2,595 2,647 2,812 2,946

②－① △�497 △�189 △�137 28 162
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第５章　教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策

（単位：人）

西南地区 平成
27年度

平成
28年度

平成
29年度

平成
30年度

平成
31年度

量
の
見
込
み

０歳（３号認定） 152 152 152 152 152

１・２歳（３号認定） 546 546 546 546 546

３歳以上（２号認定） 697 697 697 697 697

計　① 1,395 1,395 1,395 1,395 1,395

確
保
の
内
容

０歳

特定教育・保育施設 108 123 123 123 123

地域型保育事業 6 12 18 20 20

藤沢型認定保育施設 4 4 14 14 14

小計（a） 118 139 155 157 157

１・２歳

特定教育・保育施設 365 444 444 450 456

地域型保育事業 13 26 39 42 42

藤沢型認定保育施設 62 62 52 52 52

小計（ｂ） 440 532 535 544 550

３歳以上

特定教育・保育施設 735 841 841 847 853

地域型保育事業 － － － － －

藤沢型認定保育施設 15 5 5 5 5

小計（ｃ） 750 846 846 852 858

計（a+b+c）　② 1,308 1,517 1,536 1,553 1,565

②－① △�87 122 141 158 170
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第５章　教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策

（単位：人）

中部地区 平成
27年度

平成
28年度

平成
29年度

平成
30年度

平成
31年度

量
の
見
込
み

０歳（３号認定） 125 125 125 125 125

１・２歳（３号認定） 598 598 598 598 598

３歳以上（２号認定） 724 724 724 724 724

計　① 1,447 1,447 1,447 1,447 1,447

確
保
の
内
容

０歳

特定教育・保育施設 97 100 100 100 100

地域型保育事業 3 6 10 16 19

藤沢型認定保育施設 4 4 10 10 7

小計（a） 104 110 120 126 126

１・２歳

特定教育・保育施設 385 388 388 448 472

地域型保育事業 16 32 50 82 98

藤沢型認定保育施設 37 37 35 32 31

小計（ｂ） 438 457 473 562 601

３歳以上

特定教育・保育施設 824 890 900 938 976

地域型保育事業 － － － － －

藤沢型認定保育施設 23 23 10 10 7

小計（ｃ） 847 913 910 948 983

計（a+b+c）　② 1,389 1,480 1,503 1,636 1,710

②－① △�58 33 56 189 263
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第５章　教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策

（単位：人）

北部地区 平成
27年度

平成
28年度

平成
29年度

平成
30年度

平成
31年度

量
の
見
込
み

０歳（３号認定） 146 146 146 146 146

１・２歳（３号認定） 482 482 482 482 482

３歳以上（２号認定） 628 628 628 628 628

計　① 1,256 1,256 1,256 1,256 1,256

確
保
の
内
容

０歳

特定教育・保育施設 105 114 120 120 120

地域型保育事業 12 15 15 15 15

藤沢型認定保育施設 7 7 12 12 12

小計（a） 124 136 147 147 147

１・２歳

特定教育・保育施設 375 407 429 441 441

地域型保育事業 34 34 36 36 36

藤沢型認定保育施設 59 59 13 13 13

小計（ｂ） 468 500 478 490 490

３歳以上

特定教育・保育施設 702 801 848 868 888

地域型保育事業 － － － － －

藤沢型認定保育施設 32 32 12 12 12

小計（ｃ） 734 833 860 880 900

計（a+b+c）　② 1,326 1,469 1,485 1,517 1,537

②－① 70 213 229 261 281
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第５章　教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策

（参考）
各年度の年齢別（「０歳」「１・２歳」「３歳以上」）の量の見込みと確保の内容の
差は、以下の表のとおりです。

①市全域
（単位：人）

　

平成27年度

１号
２号

（教育ニーズの
強い子ども）

２号
（左記以外）

３号
計

０歳 １～２歳 小計

量の見込み　① 5,956 685 3,441 662 2,779 3,441 13,523

確
保
の
内
容

特定教育・保育施設 258 3,495 505 1,802 2,307 6,060

確認を受けない幼稚園 7,018 － － － － 7,018

地域型保育事業 － － 21 71 92 92

藤沢型認定保育施設 － 98 33 285 318 416

合計　② 7,276 3,593 559 2,158 2,717 13,586

②－① 787 △�103 △�621 △�724 63

（単位：人）

　

平成28年度

１号
２号

（教育ニーズの
強い子ども）

２号
（左記以外）

３号
計

０歳 １～２歳 小計

量の見込み　① 5,852 673 3,441 662 2,779 3,441 13,407

確
保
の
内
容

特定教育・保育施設 1,014 3,925 550 2,009 2,559 7,498

確認を受けない幼稚園 6,099 － － － － 6,099

地域型保育事業 － － 39 132 171 171

藤沢型認定保育施設 － 88 33 285 318 406

合計　② 7,113 4,013 622 2,426 3,048 14,174

②－① 1,160 △�40 △�353 △�393 767
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第５章　教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策

（単位：人）

　

平成29年度

１号
２号

（教育ニーズの
強い子ども）

２号
（左記以外）

３号
計

０歳 １～２歳 小計

量の見込み　① 5,762 662 3,441 662 2,779 3,441 13,306

確
保
の
内
容

特定教育・保育施設 1,268 3,994 556 2,031 2,587 7,849

確認を受けない幼稚園 5,609 － － － － 5,609

地域型保育事業 － － 55 199 254 254

藤沢型認定保育施設 － 55 54 227 281 336

合計　② 6,877 4,049 665 2,457 3,122 14,048

②－① 1,061 3 △�322 △�319 742

（単位：人）

　

平成30年度

１号
２号

（教育ニーズの
強い子ども）

２号
（左記以外）

３号
計

０歳 １～２歳 小計

量の見込み　① 5,599 644 3,441 662 2,779 3,441 13,125

確
保
の
内
容

特定教育・保育施設 3,632 4,106 556 2,169 2,725 10,463

確認を受けない幼稚園 3,285 － － － － 3,285

地域型保育事業 － － 72 282 354 354

藤沢型認定保育施設 － 55 54 224 278 333

合計　② 6,917 4,161 682 2,675 3,357 14,435

②－① 1,394 20 △�104 △�84 1,310

（単位：人）

　

平成31年度

１号
２号

（教育ニーズの
強い子ども）

２号
（左記以外）

３号
計

０歳 １～２歳 小計

量の見込み　① 5,435 625 3,441 662 2,779 3,441 12,942

確
保
の
内
容

特定教育・保育施設 5,194 4,218 556 2,247 2,803 12,215

確認を受けない幼稚園 1,213 － － － － 1,213

地域型保育事業 － － 81 330 411 411

藤沢型認定保育施設 － 52 51 223 274 326

合計　② 6,407 4,270 688 2,800 3,488 14,165

②－① 1,176 26 21 47 1,223
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第５章　教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策

②東南地区
（単位：人）

　

平成27年度

１号
２号

（教育ニーズの
強い子ども）

２号
（左記以外）

３号
計

０歳 １～２歳 小計

量の見込み　① 2,112 179 1,392 239 1,153 1,392 5,075

確
保
の
内
容

特定教育・保育施設 258 1,234 195 677 872 2,364

確認を受けない幼稚園 2,095 － － － － 2,095

地域型保育事業 － － 0 8 8 8

藤沢型認定保育施設 － 28 18 127 145 173

合計　② 2,353 1,262 213 812 1,025 4,640

②－① △�68 △�26 △�341 △�367 △�435

（単位：人）

　

平成28年度

１号
２号

（教育ニーズの
強い子ども）

２号
（左記以外）

３号
計

０歳 １～２歳 小計

量の見込み　① 2,074 177 1,392 239 1,153 1,392 5,035

確
保
の
内
容

特定教育・保育施設 258 1,393 213 770 983 2,634

確認を受けない幼稚園 2,095 － － － － 2,095

地域型保育事業 － － 6 40 46 46

藤沢型認定保育施設 － 28 18 127 145 173

合計　② 2,353 1,421 237 937 1,174 4,948

②－① 131 △�2 △�216 △�218 △�87

（単位：人）

　

平成29年度

１号
２号

（教育ニーズの
強い子ども）

２号
（左記以外）

３号
計

０歳 １～２歳 小計

量の見込み　① 2,043 174 1,392 239 1,153 1,392 5,001

確
保
の
内
容

特定教育・保育施設 321 1,405 213 770 983 2,709

確認を受けない幼稚園 1,885 － － － － 1,885

地域型保育事業 － － 12 74 86 86

藤沢型認定保育施設 － 28 18 127 145 173

合計　② 2,206 1,433 243 971 1,214 4,853

②－① 30 4 △�182 △�178 △�148
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第５章　教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策

（単位：人）

　

平成30年度

１号
２号

（教育ニーズの
強い子ども）

２号
（左記以外）

３号
計

０歳 １～２歳 小計

量の見込み　① 1,986 168 1,392 239 1,153 1,392 4,938

確
保
の
内
容

特定教育・保育施設 1,464 1,453 213 830 1,043 3,960

確認を受けない幼稚園 810 － － － － 810

地域型保育事業 － － 21 122 143 143

藤沢型認定保育施設 － 28 18 127 145 173

合計　② 2,274 1,481 252 1,079 1,331 5,086

②－① 209 13 △�74 △�61 148

（単位：人）

　

平成31年度

１号
２号

（教育ニーズの
強い子ども）

２号
（左記以外）

３号
計

０歳 １～２歳 小計

量の見込み　① 1,926 164 1,392 239 1,153 1,392 4,874

確
保
の
内
容

特定教育・保育施設 1,822 1,501 213 878 1,091 4,414

確認を受けない幼稚園 398 － － － － 398

地域型保育事業 － － 27 154 181 181

藤沢型認定保育施設 － 28 18 127 145 173

合計　② 2,220 1,529 258 1,159 1,417 5,166

②－① 267 19 6 25 292
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第５章　教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策

③西南地区
（単位：人）

　

平成27年度

１号
２号

（教育ニーズの
強い子ども）

２号
（左記以外）

３号
計

０歳 １～２歳 小計

量の見込み　① 1,072 90 697 152 546 698 2,557

確
保
の
内
容

特定教育・保育施設 0 735 108 365 473 1,208

確認を受けない幼稚園 1,128 － － － － 1,128

地域型保育事業 － － 6 13 19 19

藤沢型認定保育施設 － 15 4 62 66 81

合計　② 1,128 750 118 440 558 2,436

②－① 19 △�34 △�106 △�140 △�121

（単位：人）

　

平成28年度

１号
２号

（教育ニーズの
強い子ども）

２号
（左記以外）

３号
計

０歳 １～２歳 小計

量の見込み　① 1,052 89 697 152 546 698 2,536

確
保
の
内
容

特定教育・保育施設 0 841 123 444 567 1,408

確認を受けない幼稚園 1,070 － － － － 1,070

地域型保育事業 － － 12 26 38 38

藤沢型認定保育施設 － 5 4 62 66 71

合計　② 1,070 846 139 532 671 2,587

②－① 78 △�13 △�14 △�27 51

（単位：人）

　

平成29年度

１号
２号

（教育ニーズの
強い子ども）

２号
（左記以外）

３号
計

０歳 １～２歳 小計

量の見込み　① 1,037 86 697 152 546 698 2,518

確
保
の
内
容

特定教育・保育施設 0 841 123 444 567 1,408

確認を受けない幼稚園 1,070 － － － － 1,070

地域型保育事業 － － 18 39 57 57

藤沢型認定保育施設 － 5 14 52 66 71

合計　② 1,070 846 155 535 690 2,606

②－① 96 3 △�11 △�8 88
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第５章　教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策

（単位：人）

　

平成30年度

１号
２号

（教育ニーズの
強い子ども）

２号
（左記以外）

３号
計

０歳 １～２歳 小計

量の見込み　① 1,007 85 697 152 546 698 2,487

確
保
の
内
容

特定教育・保育施設 324 847 123 450 573 1,744

確認を受けない幼稚園 800 － － － － 800

地域型保育事業 － － 20 42 62 62

藤沢型認定保育施設 － 5 14 52 66 71

合計　② 1,124 852 157 544 701 2,677

②－① 187 5 △�2 3 190

（単位：人）

　

平成31年度

１号
２号

（教育ニーズの
強い子ども）

２号
（左記以外）

３号
計

０歳 １～２歳 小計

量の見込み　① 978 82 697 152 546 698 2,455

確
保
の
内
容

特定教育・保育施設 791 853 123 456 579 2,223

確認を受けない幼稚園 280 － － － － 280

地域型保育事業 － － 20 42 62 62

藤沢型認定保育施設 － 5 14 52 66 71

合計　② 1,071 858 157 550 707 2,636

②－① 172 5 4 9 181
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第５章　教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策

④中部地区
（単位：人）

　

平成27年度

１号
２号

（教育ニーズの
強い子ども）

２号
（左記以外）

３号
計

０歳 １～２歳 小計

量の見込み　① 1,502 146 724 125 598 723 3,095

確
保
の
内
容

特定教育・保育施設 0 824 97 385 482 1,306

確認を受けない幼稚園 2,000 － － － － 2,000

地域型保育事業 － － 3 16 19 19

藤沢型認定保育施設 － 23 4 37 41 64

合計　② 2,000 847 104 438 542 3,389

②－① 475 △�21 △�160 △�181 294

（単位：人）

　

平成28年度

１号
２号

（教育ニーズの
強い子ども）

２号
（左記以外）

３号
計

０歳 １～２歳 小計

量の見込み　① 1,476 143 724 125 598 723 3,066

確
保
の
内
容

特定教育・保育施設 265 890 100 388 488 1,643

確認を受けない幼稚園 1,705 － － － － 1,705

地域型保育事業 － － 6 32 38 38

藤沢型認定保育施設 － 23 4 37 41 64

合計　② 1,970 913 110 457 567 3,450

②－① 540 △�15 △�141 △�156 384

（単位：人）

　

平成29年度

１号
２号

（教育ニーズの
強い子ども）

２号
（左記以外）

３号
計

０歳 １～２歳 小計

量の見込み　① 1,452 142 724 125 598 723 3,041

確
保
の
内
容

特定教育・保育施設 456 900 100 388 488 1,844

確認を受けない幼稚園 1,425 － － － － 1,425

地域型保育事業 － － 10 50 60 60

藤沢型認定保育施設 － 10 10 35 45 55

合計　② 1,881 910 120 473 593 3,384

②－① 473 △�5 △�125 △�130 343
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第５章　教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策

（単位：人）

　

平成30年度

１号
２号

（教育ニーズの
強い子ども）

２号
（左記以外）

３号
計

０歳 １～２歳 小計

量の見込み　① 1,410 139 724 125 598 723 2,996

確
保
の
内
容

特定教育・保育施設 1,033 938 100 448 548 2,519

確認を受けない幼稚園 800 － － － － 800

地域型保育事業 － － 16 82 98 98

藤沢型認定保育施設 － 10 10 32 42 52

合計　② 1,833 948 126 562 688 3,469

②－① 508 1 △�36 △�35 473

（単位：人）

　

平成31年度

１号
２号

（教育ニーズの
強い子ども）

２号
（左記以外）

３号
計

０歳 １～２歳 小計

量の見込み　① 1,371 133 724 125 598 723 2,951

確
保
の
内
容

特定教育・保育施設 1,291 976 100 472 572 2,839

確認を受けない幼稚園 360 － － － － 360

地域型保育事業 － － 19 98 117 117

藤沢型認定保育施設 － 7 7 31 38 45

合計　② 1,651 983 126 601 727 3,361

②－① 406 1 3 4 410
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第５章　教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策

⑤北部地区
（単位：人）

　

平成27年度

１号
２号

（教育ニーズの
強い子ども）

２号
（左記以外）

３号
計

０歳 １～２歳 小計

量の見込み　① 1,270 270 628 146 482 628 2,796

確
保
の
内
容

特定教育・保育施設 0 702 105 375 480 1,182

確認を受けない幼稚園 1,795 － － － － 1,795

地域型保育事業 － － 12 34 46 46

藤沢型認定保育施設 － 32 7 59 66 98

合計　② 1,795 734 124 468 592 3,121

②－① 361 △�22 △�14 △�36 325

（単位：人）

　

平成28年度

１号
２号

（教育ニーズの
強い子ども）

２号
（左記以外）

３号
計

０歳 １～２歳 小計

量の見込み　① 1,250 264 628 146 482 628 2,770

確
保
の
内
容

特定教育・保育施設 491 801 114 407 521 1,813

確認を受けない幼稚園 1,229 － － － － 1,229

地域型保育事業 － － 15 34 49 49

藤沢型認定保育施設 － 32 7 59 66 98

合計　② 1,720 833 136 500 636 3,189

②－① 411 △�10 18 8 419

（単位：人）

　

平成29年度

１号
２号

（教育ニーズの
強い子ども）

２号
（左記以外）

３号
計

０歳 １～２歳 小計

量の見込み　① 1,230 260 628 146 482 628 2,746

確
保
の
内
容

特定教育・保育施設 491 848 120 429 549 1,888

確認を受けない幼稚園 1,229 － － － － 1,229

地域型保育事業 － － 15 36 51 51

藤沢型認定保育施設 － 12 12 13 25 37

合計　② 1,720 860 147 478 625 3,205

②－① 462 1 △�4 △�3 459
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第５章　教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策

（単位：人）

　

平成30年度

１号
２号

（教育ニーズの
強い子ども）

２号
（左記以外）

３号
計

０歳 １～２歳 小計

量の見込み　① 1,196 252 628 146 482 628 2,704

確
保
の
内
容

特定教育・保育施設 811 868 120 441 561 2,240

確認を受けない幼稚園 875 － － － － 875

地域型保育事業 － － 15 36 51 51

藤沢型認定保育施設 － 12 12 13 25 37

合計　② 1,686 880 147 490 637 3,203

②－① 490 1 8 9 499

（単位：人）

　

平成31年度

１号
２号

（教育ニーズの
強い子ども）

２号
（左記以外）

３号
計

０歳 １～２歳 小計

量の見込み　① 1,160 246 628 146 482 628 2,662

確
保
の
内
容

特定教育・保育施設 1,290 888 120 441 561 2,739

確認を受けない幼稚園 175 － － － － 175

地域型保育事業 － － 15 36 51 51

藤沢型認定保育施設 － 12 12 13 25 37

合計　② 1,465 900 147 490 637 3,002

②－① 331 1 8 9 340
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第５章　教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策

  ４．地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策

計画期間における「地域子ども・子育て支援事業の量の見込み」及び確保の内容
は以下のとおりです。

（１）利用者支援事業
【事業概要】
子育て家庭の個別ニーズを把握し、教育・保育施設及び地域子育て支援事業等の
利用にあたっての相談・情報提供などの支援を行う事業です。

【確保方策の考え方】
保育コンシェルジュによる保育サービスに関する相談業務については、さらなる
拡充を図るため、子育て支援センターでも実施します。

単位 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

利用者支援事業

量の見込み��①

か所

1 3 3 3 3

確保の内容��② 1 3 3 3 3

②－① 0 0 0 0 0
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第５章　教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策

（２）時間外保育事業（延長保育）
【事業概要】
保育認定を受けた子どもについて、通常の利用日及び利用時間を超えてしまう場
合に、認定こども園、保育所等において保育を実施する事業です。

【確保方策の考え方】
現在、認可保育所の全園で実施しており、地域の利用状況や実情に応じて延長保
育時間を検討し、今後設置予定の認可保育所に対して積極的に事業に取り組むよう
事業者に働きかけ、拡大していきます。

単位 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

時間外保育事業（延長保育）

量の見込み��①

人

5,887 5,887 5,887 5,887 5,887

確保の内容��② 5,602 5,954 6,489 6,827 6,805

②－① △�285 67 602 940 918
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第５章　教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策

（３）放課後児童健全育成事業
【事業概要】
保護者が就労等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、授業

の終了後に小学校の余裕教室、児童館等において、適切な遊び及び生活の場を提供
し、その健全な育成を図る事業です。

【確保方策の考え方】
小学校の敷地や余裕教室を活用して施設の整備を行うことを前提とし、余裕教室

等の確保が見込めない場合は、他の公共施設等を活用して施設の整備を行うほか、
状況によっては借地または借家などによる整備により、市の定めた条例の基準に適
合した施設となるよう計画的に進めていきます。

単位 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

放課後児童健全育成事業

量の見込み��①

人

3,650 3,650 3,650 3,650 3,650

確保の内容��② 3,119 3,352 3,606 3,874 4,074

②－① △�531 △�298 △�44 224 424

（４）ショートステイ
【事業概要】
保護者の病気や出産、看護、冠婚葬祭、出張、夜勤等により、家庭で一時的に子
どもの育児が困難な場合に、短期間（連続 7日、１ヶ月 10日まで）子どもを預か
る事業です。

【確保方策の考え方】
量の見込みに対して、現在実施している施設で確保が可能であり、現在の提供体
制を維持しながら広報等により周知を行っていきます。

単位 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

ショートステイ

量の見込み��①

人日

1,113 1,087 1,061 1,030 1,001

確保の内容��② 1,113 1,113 1,113 1,113 1,113

②－① 0 26 52 83 112
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第５章　教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策

（５）地域子育て支援拠点事業
【事業概要】
子育て支援センターなど地域の身近な場所で乳幼児及びその保護者の相互の交流
や、子育てについての相談、情報の提供、助言その他の援助を行う事業です。

【確保方策の考え方】
現在実施している施設に加え、平成 28年度には六会市民センター内に子育て支
援センターを開設し、地域における子育て支援の充実を図ります。

単位 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

地域子育て支援拠点事業

量の見込み 人回 52,428 63,641 65,222 66,853 68,537

確保の内容 か所 34 35 35 35 35

（６）一時預かり（幼稚園在園児対象）
【事業概要】
幼稚園の在園児を対象に、通常の教育時間を延長して幼児を一時預かりする事業

（就労等の理由により、幼稚園の一時預かりを定期的に利用するものも含む）です。

【確保方策の考え方】
現在、幼稚園が行っている一時預かりの長時間化及び夏期休業中等の保育の実施
に向け、幼稚園事業者と協議・調整し、支援を行っていきます。

単位 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

一時預かり（幼稚園在園児対象）

量の見込み��①

人日

57,112 56,788 57,627 55,392 53,967

確保の内容��② 57,112 56,788 57,627 55,392 53,967

②－① 0 0 0 0 0
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第５章　教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策

（７）一時預かり（幼稚園在園児以外）
【事業概要】
保護者の就労や病気、出産等により家庭において保育を受けることが一時的に困

難となった乳幼児について、認定こども園、保育所等において、一時的に預かり、
必要な保育を行う事業です。

【確保方策の考え方】
認可保育所の新設や改築の際に一時預かり事業の拡大を図るとともに、ファミ

リー・サポート・センター事業及びトワイライトステイ事業については現在の提供
体制を維持しながら実施していきます。

単位 平成
27年度

平成
28年度

平成
29年度

平成
30年度

平成
31年度

一時預かり（幼稚園在園児以外）

量の見込み　①

人日

68,220 68,220 68,220 68,220 68,220

確
保
の
内
容

一時預かり
（幼稚園以外） 43,200 60,000 62,400 62,400 62,400

ファミリー・サポート・センター
（病児・病後児以外） 5,200 5,200 5,200 5,200 5,200

トワイライトステイ 2,340 2,340 2,340 2,340 2,340

計　② 50,740 67,540 69,940 69,940 69,940

②－① △�17,480 △�680 1,720 1,720 1,720
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第５章　教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策

（８）病児・病後児保育事業
【事業概要】
病気やその回復期のため集団保育が困難であり、かつ、保護者が就労等により家
庭での保育を行うことができない場合に、一時的に預かる事業です。

【確保方策の考え方】
病後児保育については、3か所の保育所で実施していますが、今後の利用状況を
見ながら増設を検討します。
病児保育については、看護師の配置や専用部屋の設置など、人材の確保及び施設
面での課題があるため、事業の実施を提案する事業者との協議等により検討してい
きます。

単位 平成
27年度

平成
28年度

平成
29年度

平成
30年度

平成
31年度

病児・病後児保育事業

量の見込み　①

人日

4,995 4,995 4,995 4,995 4,995

確
保
の
内
容

病児・病後児保育 4,080 5,280 5,280 5,280 5,280

ファミリー・サポート・センター
（病児・病後児利用） 163 163 163 163 163

計　② 4,243 5,443 5,443 5,443 5,443

②－① △�752 448 448 448 448
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第５章　教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策

（９）ファミリー・サポート・センター（就学児の預かり）
【事業概要】
子育ての援助を受けたい人と行うことができる人が会員組織を構成し、児童クラ

ブへの送迎や預かり等を行う事業です。

【確保方策の考え方】
量の見込みに対して、現在実施している体制で確保が可能なため、現在の提供体

制を維持するため援助を行う会員の確保に努めていきます。

単位 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

ファミリー・サポート・センター（就学児の預かり）

量の見込み��①

人日

4,398 4,356 4,340 4,314 4,236

確保の内容��② 4,398 4,398 4,398 4,398 4,398

②－① 0 42 58 84 162

（10）妊婦健康診査
【事業概要】
安心・安全に出産を迎えるために、妊婦が定期的に医療機関で健康診査を受ける
際に、費用の一部を公費負担する事業です。

【確保方策の考え方】
標準的な妊婦健康診査回数である 14回分の健康診査費用の一部を助成します。

単位 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

妊婦健康診査

量の見込み 人回 45,000 44,000 43,000 42,000 41,000
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第５章　教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策

（11）乳児家庭全戸訪問事業
【事業概要】
生後４か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提
供や養育環境等の把握を行う事業です。

【確保方策の考え方】
全数訪問を目指し、育児不安を早期に解決できるよう、保健指導を行います。

単位 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

乳児家庭全戸訪問事業

量の見込み 人 3,600 3,500 3,400 3,300 3,200

（12）養育支援訪問事業
【事業概要】
養育支援が特に必要な家庭に対して、その居宅を訪問し、養育に関する指導・助
言等を行うことにより、家庭における適切な養育の実施を支援する事業です。

【確保方策の考え方】
各家庭が必要とする支援が異なるため、家庭状況等の把握に努め、適切な支援を
行い、児童の安定した養育の確保を図っていきます。

単位 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

養育支援訪問事業

量の見込み 人 660 660 660 660 660

（13）実費徴収に係る補足給付を行う事業
【事業概要】
保育所や幼稚園等に保護者が支払うべき日用品や文房具などの物品購入費や行事
への参加費などの実費負担に関して、低所得者の負担軽減を図るため、公費による
助成を行います。
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第５章　教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策

（14）多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業
【事業概要】
特定教育・保育施設への民間事業者の新規参入の促進に向けた調査研究や、多様

な事業者の能力を活用した特定教育・保育施設等への設置、運営を促進するための
支援を行います。
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第５章　教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策

 ５．子ども・子育て支援給付に係る教育・保育の一体的提供及び推進 
　　  体制の確保

（１）認定こども園について
認定こども園とは、教育・保育を一体的に行う施設で、幼稚園と保育所の両方の
機能を併せ持ち、保護者の就労状況及びその変化等によらず、柔軟に子どもを受け
入れるとともに、地域における子育て支援も行う施設です。
国では、この施設の機能を踏まえ、現在の教育・保育の利用状況及び利用希望に
沿って教育・保育施設の適切な利用が可能となるよう、幼稚園及び保育所から認定
こども園への移行に必要な支援を行い、地域の実情に応じた認定こども園の普及を
目指しています。

（２）認定こども園の普及についての藤沢市の考え方
現在、本市には認可保育所と幼稚園がありますが、認可保育所の待機児童数が年々
増加しており、この解消に向け認可保育所の新設などを重点事業として取り組んで
います。
待機児童のうち、１歳・２歳児が最も多く、地域型保育給付の一つである２歳児
以下を対象とした「小規模保育事業」の増設なども、その解消策として有益な事業
と考えますが、卒園後の受け皿の役割を担う連携施設の確保が義務づけられていま
す。待機児童が多い本市では、連携施設として、「認定こども園」が担う役割は大
きく、また、保護者の就労状況及びその変化等によらず、継続して利用が可能であ
ることから、事業者の意向や施設の状況などを十分に踏まえながら、幼稚園から認
定こども園への移行やその普及に必要な支援を行っていきます。

（３）教育・保育施設と地域型保育事業との連携
認定こども園、幼稚園、保育所といった教育・保育施設と、小規模保育等の地域
型保育事業については、相互に補完することにより、教育・保育の量の確保と質の
充実が図られるものと考えます。
このため、教育・保育施設と地域型保育事業者との連携に向けた支援の充実を図
ります。
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第６章　計画の推進体制

  １．計画の推進体制

子ども・子育て支援新制度においては、計画で定めた５年間の量の見込み及び確
保方策に基づき、計画的に施設や事業を提供するとともに、よりきめ細かな子ども・
子育て支援サービスを着実に推進して行くため、計画の推進体制を構築する必要が
あります。
このため、本市では、子育ての当事者や支援者のほか、学識経験者や労働者の代
表、保育・教育関係者等で構成される「藤沢市子ども・子育て会議」を設置し、計
画策定にあたっての審議等を行っています。この会議は、子ども・子育て支援法に
基づき、子ども・子育て支援施策の総合的かつ計画的な推進に関して、必要な事項
や施策の実施状況等を調査・審議する合議制の機関として位置づけられていること
から、計画の策定後においても、毎年度、計画の実施状況についての点検・評価に
ついて、この会議で行います。
併せて、市民や市議会議員、関係行政機関、各青少年関係団体等で構成された「藤
沢市青少年問題協議会」に諮り、同様に点検・評価を行います。
また、この結果を公表するとともに、必要に応じて、改善に必要な措置を講じて
いきます。

第６章  計画の推進体制
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第６章　計画の推進体制

点検・評価の結果、
乖離がある場合は、
問題点・課題の検討

計画内容と実際の
実施状況の点検・評価

「量の見込み」と
「確保の内容」を定める

計画に定めた
内容を実施

Action

Check

Plan

Do

  ２．計画の実施状況の点検・評価

計画の実施状況や評価については、「藤沢市子ども・子育て会議」において調査・
審議し、毎年度点検・評価を実施します。
具体的には、ＰＤＣＡサイクルに基づいて、計画内容と実際の認定状況や利用状
況、整備状況などを点検・評価し、乖離がある場合には問題点や課題の検討を行い
ます。
また、必要に応じて、計画の中間年を目安として、計画の見直しを行います。
さらに、計画の推進のためには、多くの市民や関係団体、地域・企業の理解・協
力が重要であることから、広報やホームページをはじめ、市が活用している様々な
媒体を活用して、広く周知していきます。
また、子ども・子育て支援新制度について、分かりやすく知らせていくことが、
各種サービスの活用につながり、充実した子育てに結びつくと考えられるため、利
用者の視点での情報提供に努めていきます。
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資料編
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  １．藤沢市子ども・子育て会議条例
（趣旨）

第 �1 条　この条例は，子ども・子育て支援法（平成 24年法律第 65号。以下「法」という。）第 77条第 1

項に規定する合議制の機関の設置並びにその組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。

（設置）

第 �2 条　法第 77条第 1項に規定する合議制の機関として，この市に藤沢市子ども・子育て会議（以下「会

議」という。）を設置する。

（委員）

第 3条　会議は，委員 25人以内をもって組織する。

２　委員は，次に掲げる者のうちから市長が委嘱し，又は任命する。

　（1）市民

　（2）子ども・子育て支援に関する事業に従事する者

　（3）学校教育に従事する者

　（4）主任児童委員

　（5）事業主を代表する者

　（6）労働者を代表する者

　（7）子ども・子育て支援に関し学識経験のある者

　（8）市職員

　（9）その他市長が必要と認める者

（委員の任期）

第 �4 条　委嘱された委員の任期は，2年とする。ただし，委嘱された委員が欠けた場合における補欠の委員

の任期は，前任者の残任期間とする。

２　委員は，再任されることができる。

（専門委員）

第 5条　市長は，会議に専門の事項を調査させるため必要があるときは，専門委員若干人を置くことができる。

２　専門委員は，当該専門の事項に関し学識経験のある者のうちから，市長が委嘱する。

３　専門委員の任期は，当該専門の事項に関する調査が終了するまでの間とする。

（委員長及び副委員長）

第 6条　会議に委員長及び副委員長 1人を置く。

２�　委員長及び副委員長は，委員（専門委員が置かれている場合は当該専門委員を含む。次条第 2項及び第

3項，第 8条第 2項及び第 4項並びに第 10条において同じ。）の互選によって定める。

３　委員長は，会務を総理し，会議を代表し，会議の議長となる。

４�　副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故があるとき，又は委員長が欠けたときは，その職務を代理

する。
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（会議）

第 �7 条　会議は，市長の要請に基づき，委員長が招集する。ただし，委員長及び副委員長が選出されていな

いときは，市長がこれを行う。

２　会議は，委員の半数以上の出席がなければ会議を開くことができない。

３　会議の議事は，出席した委員の過半数をもって決し，可否同数のときは，委員長の決するところによる。

（部会）

第 8条　会議に部会を置くことができる。

２　部会は，委員長が指名する委員をもって組織する。

３　部会に部会長を置き，委員長が指名する。

４�　部会長に事故があるとき，又は部会長が欠けたときは，委員長の指名する部会の委員が，その職務を代

理する。

５�　第 6条第 3項の規定は部会長の職務について，前条（第 1項ただし書を除く。）の規定は部会の会議に

ついて，それぞれ準用する。この場合において，第 6条第 3項並びに前条第 1項本文及び第 3項中「委

員長」とあるのは「部会長」と，「会議」とあるのは「部会」と，同条第 2項中「会議は」とあるのは「部

会は」と，同条第 2項及び第 3項中「委員」とあるのは「部会の委員（専門委員が置かれている場合は

当該専門委員を含む。）」と読み替えるものとする。

（関係者の出席等）

第 �9 条　委員長又は部会長は，それぞれ会議において必要があると認めるときは，関係者の出席を求めてそ

の意見若しくは説明を聴き，又は関係者から必要な資料の提出を求めることができる。

（秘密の保持）

第 �10 条　委員は，職務上知り得た個人の情報について，他に漏らしてはならない。その職を退いた後もま

た同様とする。

（委任）

第 11条　この条例に定めるもののほか，会議の運営に関し必要な事項は，委員長が会議に諮って定める。

附　則

　この条例は，平成 25年 7月 1日から施行する。
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  ２．藤沢市子ども・子育て会議委員名簿（平成 27年３月 31日現在）

（敬省略　五十音順）

氏　　名 役　職　等 選　出　区　分　等

委員長 増　田　まゆみ 東京家政大学家政学部児童学科教授 学識経験者

副委員長 金　井　正志郎 藤沢商工会議所専務理事 事業主の代表者

委員 秋　田　三賀子 主任児童委員 主任児童委員

有　田　留美子 子育て支援グループ　ゆめこびと 市民団体

大　森　輝　男 湘南地域連合副議長 労働者の代表者

梶ヶ谷　充　敏 公益財団法人藤沢市みらい創造財団
青少年事業課長 公益財団法人藤沢市みらい創造財団

國　尾　　　雪 みくに幼稚園園長 特定非営利活動法人藤沢市私立幼稚
園協会

小　泉　修　子 藤沢市立石川小学校長 学校教育に従事する者

小　菅　　　孝 下土棚保育園園長 藤沢市民間保育園園長会

小　林　伸　明 　 市民委員（公募）

佐　藤　隆　司 神奈川県中央児童相談所子ども支援
課長 神奈川県中央児童相談所

瀬　木　葉　子
一般社団法人�日本こども育成協議会
理事
サクセス子ども子育て研究所所長

子ども・子育て支援事業者

津久井　久美子 非営利特定活動法人�
幼児教室どんぐり園 子ども・子育て支援事業者

豊　田　　　希 　 市民委員（公募）

中　田　民　子 藤沢助産師会会長 藤沢助産師会

新　實　正　美 　 市民委員（公募）

星　　　幸　乃 　 市民委員（公募）
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 ３．「藤沢市子ども・子育て支援事業計画（素案）」に関するパブリック 
　　  コメント実施状況

（１）パブリックコメント実施の概要
①件名：「藤沢市子ども・子育て支援事業計画（素案）」について
②�公募期間：2014年（平成 26年）12月３日（水）から 2015年（平成 27年）
１月６日（火）まで
③配付資料等：「藤沢市子ども・子育て支援事業計画（素案）」
④周知方法：広報ふじさわ 11月 25日号　市ホームページなど
⑤�藤沢市子ども・子育て支援事業計画（素案）の配布等：� �
子ども青少年育成課、市役所受付案内、市政情報コーナー、各市民センター、
公民館で配布するとともに、ホームページでも公開しました。
⑥�意見等を提出できる方：市内在住・在勤・在学の方、市内に事業所を有する個
人及び法人、その他利害関係者
⑦�意見公募方法：実施期間中、任意の用紙に必要事項を記入したものを、子ども
青少年育成課へ持参または郵送・FAX 及びインターネットのホームページ�
公募フォームからご提出いただきました。

（２）パブリックコメントの結果
①提出件数：36件（28人）

②パブリックコメントによる主な意見の要旨及び市の考え方

意見提案の要旨 回　答

相談機関があっても、行きづらい人や行く気がな
い人もいるため、積極的にニートや若者などへの声
かけ運動を行うとともに、学校への呼びかけを強化
してほしい。

「若者しごと応援塾：ユースワークふじさわ」にお
けるアウトリーチの取り組みを強化するとともに、
「個別サポート事業」において、学校教育相談セン
ター等と連携し、中学校卒業後の進路未決定者等に
ついて相談等の引き継ぎを行い、切れ目ない支援を
実施します。

防犯意識の高揚について、小学校、中学校、高校な
どへの説明会だと思うが、親への説明会も行って、家
庭での防犯意識を高めていくことが必要だと思う。

全市民を対象に、防犯市民の集いや藤沢市内14
地区での防犯活動など、様々な機会を捉え意識の高
揚に努めているところです。
ご意見につきましては、今後の事業の参考とさせ
ていただきます。
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意見提案の要旨 回　答

児童虐待防止対策の推進について、どのような支
援体制を構築していくのかが分からない。また、虐
待されている児童は、その相談機関に言える環境整
備が必要。

要保護児童対策地域協議会において、関係機関に
よる児童虐待の早期発見・発生後支援のための体制
を構築してきましたが、さらに連携を強化していき
ます。
児童のための相談窓口については、学校等を通じ
て、周知に努めます。

子育てと仕事を両立できる環境作りは良いと思
うが、子どもの年齢が低いと不安がると思うので学
校にある保健室みたいなことを幼稚園や保育園で
やるべき。

子どもの生活環境の変化に伴う不安感を解消す
るため、少人数で保育を行うなど、一人一人に寄り
添った保育を心がけています。

1つの保育園で様々なニーズに対応するには、人
材の育成及びコスト等が大変だと思うので、一時預
かりや夜間保育の専門の保育園など分ければ良い
と思う。

ご意見として参考にさせていただきます。

無認可の保育園を早く認可するべき。 今年度、２園の認可化を行いましたが、今後も地
域の実情及び施設の状況を考慮して認可化を検討
していきます。

母親の精神面などをケアすることにより、ネグレ
クトなどの児童虐待防止にもつながるのではないか。

児童虐待防止のため、保護者の不安解消にむけた
相談や負担軽減のための支援を行っていますが、今
後もさらに充実に努めていきます。

ひとり親家庭に対してはひとり親ならではの悩
みや子どもの精神ケアができる対策が必要。

母子・父子自立支援員を配置し、日常の悩みや生
活不安などの相談に応じており、必要に応じて専門
的な機関につないでいます。

ニート・ひきこもり・不登校等の者がどのくらい
いるのか、その方たちが一人一人どのような状況な
のかを把握するのは具体的にどのようにやるのか。

「若者しごと応援塾：ユースワークふじさわ」と
「湘南・横浜若者ステーション」の支援機関における
利用者に対して、今年度聞き取り調査を行いました
ので、その結果等を今後の事業展開に活用していき
ます。

非行に走ってしまうのは、子どものせいだけでは
なく、その親や家庭環境に問題があると思うので、
そういった親への支援もいいのではないか。

ご意見として参考にさせていただきます。

若者の自立支援の充実について、職業体験を沢山
し、仕事に触れる時間がもてるようになるといいの
ではないか。

経済部と連携し、企業、関係機関、団体に協力を呼
びかけ、社会体験や就労体験の機会を増やしていき
ます。

株式会社による経営は良くない。 保育所の設置運営につきましては、定められた要
件や基準を満たした場合、社会福祉法人や学校法人
以外の事業者に対しても認可することとされてい
ます。
認可を受けた事業者に対しては、その設置主体に
かかわらず、保育の質の確保、向上のために、助言、
指導を行っていきます。
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意見提案の要旨 回　答

園庭と避難用非常階段は必要。 保育のニーズが高い駅近くに保育所を設置する際
には、園庭の確保が困難な場合もありますが、基本的
に園庭が確保された保育所を整備するよう努めてい
きます。また、避難用非常階段につきましては、設備
の基準のなかに設置が義務づけられています。

保育施設は公営で有資格者の保育士が必要。 認可保育所、地域型保育事業の保育従事者は定め
られた要件に基づき配置しています。

市として乳幼児が健全に成長していくことの出
来る保育園を設置する義務がある。

乳幼児が健やかに成長していくことができるよ
う、保育の質の確保、向上に努めていきます。

19名以下の０.１.２歳を預かる施設（地域型保
育事業）は、窮屈感が否めないためスタッフの配置
について再考の余地があるのではないかと感じて
いる。保育従事者が多すぎると甘えや油断が生じて
事故のリスクが高くなる。

保育をする職員数については、国が従うべき基準
を定めており、その基準に基づいて本市の条例を制
定し、基準を定めています。

地域型保育事業の自園調理について、園児が19
名の状況で栄養士・調理師を手配してまでこだわる
理由があるのか。

調理設備の基準については、国の従うべき基準に
より居宅訪問型保育事業を除く地域型保育事業は
原則として自園調理を実施することとなります。ま
た、職員の基準について、調理員は栄養士及び調理
師等の資格要件はありません。

連携施設が確保できない地域では、小規模保育事
業の展開が出来ないという事に繋がるため、小規模
保育事業の卒園児を優先的に連携施設に受け入れ
ることはできないか。

５年間の経過措置があるものの、小規模保育事業
には連携施設の確保が必要となります。原則として、
各小規模保育事業者が施設等と連携内容を調整す
ることとなり、卒園後の受け皿を確保することなり
ます。なお、連携施設の設定にあたっては協定書等
を締結していただく必要があります。

小学校の空き教室を利用した学童保育を実施し、
その分の施設費を人件費にあてて指導員を確保す
るようにしてみてはどうか。

ご意見として参考にさせていただきます。

放課後児童健全育成事業について、５年以内の現
実的な施設整備計画を策定してほしい。

本計画に記載の量の見込みを確保するため、本計
画とは別に５年間での確保方策を具体化した「放課
後児童クラブ整備計画」を今年度末に策定する予定
です。

児童クラブに配置される指導員の確保も必要で
あり、また、質の高い指導員を確保するためには一
生の仕事として継続できるそれなりの賃金が必要
である。

今年度中に策定する「放課後児童クラブ整備計
画」に基づく施設の整備とあわせ、放課後児童支援
員（指導員）の処遇の改善にも取り組んでいきます。

2013年度に実施した2,759人のアンケートの解
析について、「子どもを誰がみているのか」の結果が
示されていない。保育所、幼稚園、親、自分、その他の
解析結果を示してほしい。

ご意見として参考にさせていただきます。
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意見提案の要旨 回　答

平成27年度からの量の見込みにおいて幼稚園で
は少なくなり、保育園では5年間とも同数を見込ん
でいることは無理があり、その根拠を示すべき。つ
いては、以下について示して欲しい。
①これまでの保育所定員数の推移
②毎年の保育所申込者数と定員数とその差

第２章「藤沢市の子ども・子育てを取り巻く状況」
に平成22年度から平成26年度までの各年４月１
日時点の保育所定員数・施設数及び待機児童数の推
移のグラフを掲載しております。
また、量の見込みについては、未就学児の人口が
減少する人口推計となっており、量の見込みも減少
となりますが、保育ニーズが伸びることが見込まれ
るため、５年間とも同数を見込んでいます。なお、量
の見込みについては、計画期間の中間年である平成
29年度に見直しを行う予定です。

平成27年度から５年間の標記計画の確保方策に
おける「量の見込み」について疑問がある。年度別
の保育所申込み者数を目的変数にし、説明変数に、
共働き家庭数、就学前人数、家族構成、その他の指標
をあわせて解析するべき。

量の見込みの算出については、国より統一的な算
出方法が示されています。自治体は国の算出方法に
基づき、自治体の現状を加味して量の見込みを算出
しています。

幼児教室について、第５章地域子ども・子育て支
援事業の「支援拠点事業」に子育てセンターとして
幼児教室を認めていただきたい。

ご意見として参考にさせていただきます。

藤沢市の子ども・子育て支援事業計画の中に、居
宅訪問型保育事業の具体的な取り組みを盛り込ん
でほしい。

事業提案があった場合に地域の状況及び利用者
の要望並びに事業者の適正等を総合的に判断した
いと考えています。

待機児童解消及び行政・事業者が一体となって地
域の子育て世帯を応援する施策として、事業所内保
育事業が有効であると考える。

事業の特性上、事業者側の協力が不可欠であるた
め、事業者の提案によって検討していきます。

地域型保育事業の質に不安がある。藤沢市は地域
型保育事業を増やすよりも、今後も認可保育所の新
設と定員拡大を最重点として取り組んでほしい。

待機児童の大半を１歳～２歳児が占めており、そ
の解消にあたっては、認可保育所の新設はもとより、
多様な保育提供手段の導入が不可欠となります。
地域型保育事業の実施にあたりましては、「藤沢
市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準
を定める条例」の要件や基準を満たす施設を選定す
ることで、質の確保を図ります。
また、認可後につきましては、保育の質の確保、向
上のために、監督、助言、指導を行っていきます。

認可外保育施設に対する認可化支援では認可基
準を遵守し、株式会社立の保育園に対しては保育園
事業が儲けの対象にならないようチェックすると
ともに設立認可に慎重であってほしい。

保育所の認可については認可基準があり、認可外
保育施設の認可化支援についてもこの認可基準を
適用します。また、保育所の運営については、保育の
質の確保、向上のために、指導・助言を行います。

いろいろなタイプがある認定こども園はわかり
にくい。このことに限らないが、利用者の視点での
情報提供を願いたい。

今後も利用者の視点に立って、わかりやすい情報
提供に努めていきます。
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意見提案の要旨 回　答

第５章について、幼児教室は、幼稚園と同様の事
業を実施しているものの少人数及び保育室が賃借
物件等の理由から認定こども園の枠に入れてもら
えない。利用者が少ない状態ではあるが、補助金が
出ないため延長保育をするにも保育者が無償で
行っている。もう少し枠を広げてもらえれば延長保
育も安定し働く保護者の子どもを預かる施設が増
えると思う。

ご意見として参考にさせていただきます。

地域型保育事業を3歳で卒園後、連携施設に入る
ときに行きたくない施設を勧められることが起き
るのではないか。

５年の経過措置があるものの、地域型保育事業は
連携施設に「地域型保育事業を卒園した後の受入
枠」を確保していただくこととなります。この受入
枠については、保護者の希望に基づいて連携する施
設への入園ができる枠と捉えています。

地域型保育事業によって３歳未満児の定員枠が
増えるのは良いが、受け入れ体制が不安。

地域型保育事業の認可にあたっては、「藤沢市家
庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定
める条例」に基づき、保育の質の確保、向上のため助
言・指導を行います。

地域型保育事業の給食は自園方式でお願いした
い。自園方式では食材を見たり、調理過程を見たり、
知らない間に「食育」がされていく。

ご意見として参考にさせていただきます。

２階以上に設置する地域型保育事業には、すべり
台式の避難経路が必要。

２階以上に設置する地域型保育事業の避難設備
につきましては、常用の階段以外に、避難用屋外階
段等の設置が義務づけられています。現行の保育園
の認可における設備の基準でも、同様の基準を設け
ていることから、すべり台式の避難経路に限定する
ことはありません。
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